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     本日の会議に付した事件 

 議事日程のとおり 
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     午前９時３０分  開 議 

○議長（髙橋たい子君） おはようございます。 

  ただいまの出席議員数は18名であります。定足数に達しておりますので、議会は成立いたし

ました。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  なお、議案等の説明のため、地方自治法第121条の規定により、説明員として町長以下、関

係所管課長等及び監査委員の出席を求めております。 

  本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付のとおりであります。 

  日程に入ります。 

                                            

     日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（髙橋たい子君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員は、会議規則第123条の規定により、議長において５番桜場政行君、

６番吉田和夫君を指名いたします。 

                                             

     日程第２ 一般質問 

○議長（髙橋たい子君） 日程第２、一般質問を行います。 

  昨日に引き続き一般質問を行いますが、昨日の15番舟山彰議員の一般質問における大綱１問

目のエアコンの答弁について、その後の確認事項により改めて答弁の申し出がありましたので、

これを許します。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 舟山議員の大綱１問目のエアコンの設置状況について確認したと

ころ、答弁内容に変更がありますので、再度答弁させていただきます。 

  町内幼稚園のエアコンの設置状況についてです。浄心幼稚園にも熊野幼稚園にもエアコンが

設置されており、町内の私立幼稚園には全てエアコンが設置されている状況でありました。大

変申しわけありませんでした。今後十分注意してまいります。 

○議長（髙橋たい子君） それでは、一般質問に入ります。 

  ８番斎藤義勝君、質問席において質問してください。 

     〔８番 斎藤義勝君 登壇〕 

○８番（斎藤義勝君） おはようございます。８番斎藤義勝です。大綱１問質問いたします。 

  水道事業の基盤強化対策を問う。 
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  我が国の水道普及率は97.9％に達し、国民生活にとって最も重要な社会基盤となっており、

また、本町の水道普及率も99.9％に達しており、町民の生活の基盤として必要不可欠なものと

なっています。 

  しかしながら、これら水道施設のほとんどは、日本の高度経済成長期の1960年代から1970年

代に整備されたものです。水道管路は、法定耐用年数が40年となっており、現在、その施設の

老朽化が進行している中で、管路の更新が思うように進んでおらず、水道管路の経年化率（老

朽化）が年々上昇しています。仮に現状の更新状態のまま推移するとした場合、全ての管路の

更新に100年以上かかる計算になります。 

  また、これから人口減少社会が到来し、40年後の2057年には、日本の人口は8,600万人程度

になると推計されています。近年は節水対策も進化し、それに伴って、水需要も約４割減少す

ると推計されています。給水量の減少は直接水道料金収入の減少につながり、小規模自治体に

おいては、経営状況の急激な悪化が懸念されています。 

  さらに、全国約５割の自治体において、給水原価が供給原価を上回る一方で、水道料金の引

き上げを行った自治体は多くはありません。十分な更新費用等を水道料金原価に見積もってお

らず、このままでは、老朽化・耐震化費用の増大と水需要の減少が相まって、近い将来、急激

な水道料金の引き上げを招くおそれがあります。 

  また、耐震化についても、平成16年６月に厚生労働省から示された「水道ビジョン」の「災

害対策の充実に係る方策」では、基幹施設の耐震化率100％、基幹管路の耐震化率100％の施策

目標が掲げられ、水道施設の耐震化の重要性が示されていますが、その現実を見ると全国の水

道施設耐震化率は極めて低い状況にあり、柴田町の配水池及び浄水施設の耐震化率も依然とし

て低い状況です。水道施設の更新・耐震化が適切に実施されていかなければ安全・安心な水を

安定的に供給できないだけでなく、さきの東日本大震災や平成28年の熊本地震における状況に

照らしてみてもわかるように、大規模災害時等において、断水が長期化し、住民生活に甚大な

影響を及ぼすことは必至です。 

  そこで、これらに関連して質問します。 

  １）水道施設の適切な資産管理を推進する上で、欠かすことのできない水道台帳の整備はど

うなっているか。 

  ２）本町の水道管の更新・改修工事の設定基準はどうなっていますか。 

  ３）本町の持続可能な水道料金の今後の見通しは。 

  ４）本町内の配水池・配水管の耐震化対策はどうなっているか。 
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  以上です。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 斎藤義勝議員、水道事業で４点ほどございました。随時お答えします。 

  水道台帳は、管路や配水池等の建物の水道施設を管理するための調書と図面を指しますが、

現在町では紙ベースで財産管理を行っております。厚生労働省が推奨する電子システム等によ

る水道台帳の整備は実施していませんので、今後は水道管の埋設平面図に、埋設年度、管種、

口径、埋設深度などの属性情報を取り込み、電子システム等による水道施設の資産管理に取り

組んでまいります。 

  ２点目、町では水道管の更新・改修工事の基準は設けていませんが、老朽管や漏水発生の多

い地域を選定し、更新・改修工事を実施しています。今後の更新計画については、漏水発生地

区を優先として耐用年数と照合させながら、継続して取り組んでまいります。 

  ３点目、平成27年度に実施しました「水道事業経営基本計画策定業務委託」では、今後10年

間は現行の料金体系で純損益がマイナスに転じないと示されております。町においては、供給

原価が給水原価を上回っており、財政の均衡は保たれておりますが、今後人口減少による水需

要の減少や老朽管の更新・改修工事には費用などの課題がありますので、今年度に実施する

「水道事業経営戦略策定業務委託」で、投資計画と財政計画の整合性を検証し、料金改定の時

期がくるかどうかも含めて検討したいと思います。 

  ４点目、現在町内には、昭和63年度から平成16年度にかけて建設された船迫配水池、山田沢

配水池、馬場配水池及び雨乞配水池の４カ所の配水池があります。いずれも建設時の耐震基準

に基づいて施工されております。 

  また、配水管については、総延長253キロメートルのうち87.6キロメートルが耐震化されて

おり、耐震化率は34.6％となっています。今後の対策として、地震時の伸縮性やたわみを考慮

して、継ぎ手や管材を使用して老朽管の更新・改修工事を進めてまいります。 

○議長（髙橋たい子君） 斎藤義勝君、再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） まず最初に、この水道の台帳の件で、ただいま町長から現在やっている

今後台帳に必要な水道管路の取得年度、構造、材質、水量、図面等を記載した電子的なものを

今後まとめていくということだったので、早急にやっていただきたいと思います。 

  それで、まず水道施設の点検について最初お聞きしたいんですけれども、水道の場合、どう

しても地上と地下に分かれるわけですよね。それで、地上にある機械とか電気、あと計器類、
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こういったものは比較的点検はしやすいと思います。それで、これ日本水道協会のデータによ

りますと、全国で約９割の事業者が地上のものはやっているんですけれども、埋設されている

水道管路とか、そういったものの点検というのは一応、これもコンクリートとか、あと未舗装

のところあると思いますけれども、どういうふうにやっているのかまずお聞きしたいんですけ

れども。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） お答えいたします。 

  水道管の埋設の管路につきましては、漏水の多い地区については流量計等を使いまして調査

をしております。おのおのの全域についての各自の調査は現在は行ってはおりません。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） これことしの３月に公共施設等総合管理計画というのが出されて、これ

を見てみたんですけれども、柴田町の上水道管、管路の総延長が約30万メートル、キロベース

に直すと300キロぐらいあるそうなんですけれども、この資料によりますと、この水道事業整

備作業というのは、昭和36年あたりから始まりまして、ピークは大体昭和48年から53年ごろで

したけれども、それから30年、40年たちまして老朽化というのが懸念されておりますが、この

資料にはことし３月の経年劣化率、そういったもののデータが整備後30年経過した管路は

41.9％、300キロのうちね。だけども、法定耐用年数40年以上、これのデータがちょっと見当

たらなかったんですけれども、これは大体どのぐらいあるのかちょっとお聞きしたいんですが。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 老朽管、40年経過しています管路ですが、これについては現在

29.6キロ、11.7％ほどになります。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） そうすると、11.7％。この管路の経年化率を全国的に見てみますと、こ

こ10年どんどん進んでいるわけですけれども、全国平均でいくと平成18年が大体40年以上経過

したのが６％ぐらい。平成26年度で12.1％、柴田町は11.7％ですから、全国平均よりもちょっ

と低いというふうに考えられますけれども、この本町の劣化率というのは、ここ10年は大体直

近でどういうふうに経過しているのかちょっとお伺いしたいんですけれども。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 今後10年の見通しでありますが、約116.5キロになりまして、

率としまして46.0％になる見通しであります。 
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○議長（髙橋たい子君） 斎藤義勝君、再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それで、現在老朽化した水道管の布設がえ工事というのを毎年やってい

るようでございますけれども、昨年は今回いただいた資料によると2,200何メートルぐらいで

すか、大体やったようなんですけれども、ことしの計画、その中には予算とか、あと総距離数、

そういったものがあると思うんですけれども、これは大体どのぐらい予定しているのかお聞き

します。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 今年度、平成29年度の老朽管布設がえの予定でありますが、西

船迫、新生町、槻木西と延長にしますと3,358メートル、施工費で１億6,800万円ほど計上させ

ていただいております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それでは、今度今まで経年化率のことを聞いたんですけれども、今度管

路の更新というか、どのぐらいやっているかということについてちょっとお聞きします。 

  この管路総延長、柴田町は約300キロぐらいありますけれども、管路更新についての、これ

も日本水道協会のデータですけれども、全国平均でいくと0.76％。ということは、今後もこの

ような状況でいくと約130年ぐらい全部更新するのにかかると言われているんですよね。それ

で、宮城県の場合ですと、これよりもさらに低く0.52％。それで、全国的なデータからいくと、

約下から８番目の低さにこの管路更新についてなっているんですが、柴田町の場合の管路更新

率というのは、直近のデータでいいんですけれども、大体何％ぐらいになっているのかお聞き

します。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 現在データとしてここ６年のデータがございますが、６年の布

設がえの延長ですが、１万7,556メートルで、年間約2,900メートルの布設がえを行っておりま

す。全長の管路が253キロになります。253キロということで、割合にしますとほぼ１％となり

ます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） 柴田町の水道管路が253キロね。はい、わかりました。それで、今１％

ぐらいということで、全国平均及び宮城県平均よりは高いというふうに捉えてみたいと思いま

す。 

  それで、布設がえ工事、これ毎年やっているんですけれども、平成28年度が結構多かったん
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ですよね、あの資料を見させていただきますと。９件とかとなっていたんです。それで、何か

ことしは距離はあるんですけれども、何か件数が少ないようだったんですけれども、これはど

ういうふうに捉えたらいいんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 平成28年度は８件の工事を発注しまして、2,129メートルを布

設がえを行っております。今年度でありますが、地区にしますと５地区になります。５地区で

ありまして、計画距離は3,358メートルということで、その地区の延長を伸ばしております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それで、この水道管の老朽に伴って、最近やはりどうしても漏水という

のが多くなっているんですけれども、この柴田町においてやっぱりある程度地区ごとにデータ

が出ると思うんですけれども、この漏水箇所の多い地区、少ない地区というのはやっぱりある

程度出ると思うんですよね。それで、地質とか土壌の関係で、この多い地区というのはどこか

あるとかという、そういうデータはあるんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 多い地区については、漏水事故の発生を鑑みまして、漏水調査

等を行っております。現在重点的に行っておりますのは西船迫三丁目、新生町、槻木西二丁目、

船岡西、あと久根添地区となっております。そのほかに近年特に多いのは槻木の松ケ越地区と

なっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） 今多い地区を西船迫とか新生町、槻木西とか松ケ越とか上げていただき

ましたけれども、この多い原因というのは何か特に考えられるということはあるんですか、こ

の地区はどうして多いか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 西船迫地区におきましては、昭和50年代の船迫団地の住宅造成

時に施工しておりますが、給水管について一部鉛管等を使用しております。あとは地盤的に造

成のために切り盛りを行って軟弱なところも一部ありますので、そういうものが原因している

と考えられております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それで、この漏水に関して、2015年11月ですか、おととし11月に長崎市

であった破裂事故、これをちょっと引用させていただきますけれども、このときに長崎市では
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1,500世帯が断水しまして、一部の小中学校で給食の調理ができなかったという事態に陥った

とのことでございます。ここの水道管というのは、口径が45センチの水道管を埋設して45年た

っていたそうなんですね。ですから、40年過ぎていたんですけれども、この長崎市というのは

オランダ坂、ああいった歴史のあるまちなんです。 

  ですから、水道の普及も早く、今でも明治時代の水道管が全体のうちごくわずかですけれど

も、２キロほど残っているそうなんです。そのほかに大正時代や昭和初期のものも多いですけ

れども、２キロしか残っていないんですけれども、明治時代につくられた管路は今のところ事

故は起きていないということなんです、全然。今でも正常に使っているところなんです。 

  この結果を見てみますと、水道管というのは、ただ単なる法定耐用年数だけではなく、布設

された条件や経過年数はもちろんですけれども、やはり土壌の状態、また長崎の場合は海も近

いでしょうから海水の影響、あと高い低いありますので、水圧の高い低いで差が出ると考えら

れるんですけれども、これを本町の場合は海もそんなにあれですし、坂もそんなにないという

ことで、ある程度均一化されると思うんですけれども、この経年劣化率を見る上で、そういっ

たものはどういうふうに考えているのかお聞きします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 経年劣化につきましては、管種によって左右されるところが大

きいかと思います。鉄管のようなものでありますと、その塩分なりの成分によりまして腐食が

進行するために漏水の発生も早まるものと考えられます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） 続きまして、この水道事業にとって大きな指標となります有収率とよく

言われますよね。これについてちょっとお伺いしたいんですけれども、有収率というのは柴田

町であそこの仙南水道事業所でしたか、受水費を払って水を買っているわけですよね。その買

った水のうち、料金の対象となった水の比率を有収率と言うと思うんですけれども、これが平

成23年、これは東日本大震災があったときですけれども、このときは82％で悪かったんですよ

ね。それから改善してきまして、平成27年度有収率は89％に向上しております。 

  そして、平成28年度はさらに向上して1.6％増の90.72％とよくなっておりますけれども、こ

れ去年が90.72％ということは、10％近く無効水が出ていると思うんです。そして、この無効

になった分というのは漏水がほとんどだと思うんですけれども、ほかに何かこの有収率に入ら

ないというか、いろんな原因があるんですけれども、漏水のほかにどんなことが一応考えられ

るかお聞きします。 
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○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 無効水につきましては、工事によります泥はけ、濁り水の解消

なり、また修繕等、これも漏水の事故発生によりまして修繕等を行いますが、そういうもので

の出水の量がほとんどかと思われます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それで、この有収率の向上というのは、これ究極の水道事業においては

目標だと思うんですけれども、今後さらにこの有収率を100％とはいかないですからね、限り

なく上げていくための対策とか、そういったものは町のほうではどのように考えているかお聞

きします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） この有収率の向上につきましては、やはり漏水が一番の原因で

ございますので、漏水管の更新・改築が一番の効果と考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それで、やっぱり有収率の向上にはどうしても漏水が主たる原因を占め

るということなんですけれども、この漏水についてお聞きしたいんですけれども、現在漏水検

査というのはどのように柴田町ではやっているのかお聞きしたいんですけれども。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 漏水の確認につきましては、地区を設定して漏水の調査を委託

をかけまして行ったりもしております。その際は、本管に流量計を設置しまして、その流量と、

それとその月の、その対象地区での配水量の相互関係で確認しております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それで、この漏水につきましては、これはどうしても都会のほうは高い

んですけれども、東京周辺のちょっとデータを言いますと、東京あたりでは漏水検査を車の通

りの少なく、深夜になってから何か専門の音聴棒というんですか、あれ、検査するやつね。そ

ういった人たちが何かヘッドホンを当てて地面に押し当てながらして漏水箇所を検査している

ということをお聞きしたんですけれども、この影響もありまして、東京の場合は世界の主要都

市の中では特別に漏水率というのが低くて、3.6％なんです。要するに無効率のことだと思う

んですけれども。 

  それで、ほかの主要都市の場合、大体柴田町と同じで約10％なんですけれども、これからこ

の漏水検査においてはだんだん経験者というか、これ技術を要する仕事だと思うんですけれど
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も、減り続けていくことが一応考えられるんです。それで、この漏水検査における柴田町では

今後の対策、だんだん高齢化してきて人が現実には少なくなりますから、こういったものはど

ういうふうに考えているかお聞きしたいんですけれども。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 議員おっしゃるとおり、やはり職員におきましても、水道に対

しての熟練の者が年々減ってきております。それらをカバーするためには、やはり委託等にお

きましてそれらの調査等を進めていかなければならないと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それでは、今度は水道の防食対策についてちょっとお聞きしたいんです

けれども、これ大阪の堺市で発表したデータによりますと、水道の改修工事、これを基準を防

食対策をやったものは60年から90年、それで、やらないもの、40年、50年前にやったものは40

年、50年の間に布設がえ工事をやるようにしているということだったんですけれども、本町で

は防食対策というのはどういうふうにやっているのかお聞きしたいんですけれども。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 本町においての防食対策ですが、管路全体をビニール製で被覆

しまして、また弁きょう等におきましても同様の手法を行って防食に努めております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） あと、この水道の場合、水質の安全というのが以前から言われているん

ですけれども、昔は水道管というと、鉛管とアスベスト管というのを使っていたわけです。そ

れで、鉛管は本町で使って、アスベスト管というのは本町で使ったいきさつというか、そうい

うのはあるんですか。ちょっと確認します。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） その管につきましては、石綿管となりますが、確かに昭和時代

に布設している経過はございますが、現時点では全てそれについては撤去しております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） そうすると、全国的にいくとアスベスト管はまだ二、三％ぐらい残るが、

本町ではないということなんですけれども、鉛管のほうはまだあると思うんですけれども、こ

れはどういうふうになっているんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 鉛管というのは鉛管……。(「鉛管」の声あり) 
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  鉛管については、本管としてはございません。一部給水管、宅地への給水管でございますが、

そちらについて残っている地区が若干ございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） そうすると、配水管から今度個人のところへいく給水管ですか、個人の

あれではまだ使っているところがあるということでよろしいわけですよね。それで、鉛管の場

合はどうしてもやっぱり昔使っていたのは、ほかの金属と違って曲げたりなんだりするの加工

しやすいですよね。ですから、使っていたと思うんですけれども、これ現在新設する場合は、

現在は使用禁止になっていると思うんですけれども、個人の町の施設のところにはもう鉛管は

もうないと。そして、個人のところにまだ残っているというふうになっているんですけれども、

これ何というんですかね、あるところで見たんですけれども、住宅の引き込み管に使っている

鉛管の場合ですから、例えば塩化ビニール管に変わる場合に、例えば町とか国のほうで補助金

制度とか、そういったものはないんですか、ちょっと確認します。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 現在鉛管、宅地への給水管について、鉛管が残っているのは西

船迫地区のみと承知しております。それで、現在老朽管の布設がえとあわせましてそれらにつ

いてはＰＰ管、ポリエチレン管でございますが、そちらに随時交換しております。 

○議長（髙橋たい子君） もう一点、補助制度はあるのかどうか。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 失礼いたしました。それらについては補助制度は設けておりま

せんです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それでは、今度水道料金についてちょっと、我々の住民生活に直結する

ので、お聞きしたいと思います。 

  これ日本水道協会の2014年のデータですけれども、この水道料金というのは全国的にかなり

格差がありまして、最も高い北海道の夕張市の場合、一般家庭で月大体20立方メートルぐらい

使うんですけれども、これですと北海道の夕張市で何と6,841円、最高に安いところ、これは

富士山のあります富士河口湖町というところですけれども、月額にして1,000円を割って835円

となっております。これを年換算にしますと、最大もう７万2,000円の差が出るんですけれど

も、この差というのはどういうふうに、こんなに差があるのかということをちょっとどう考え

ているかお聞きしたいんですけれども。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 
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○上下水道課長（曲竹浩三君） その７万2,000円、大きい格差になります。この料金設定につ

きましては、その水道事業体ごとに設定しているわけですが、その施設の状況、また住宅の配

置関係、さまざま異なっております。その収支の関係で設定しておりますので、一概にはお答

えできません。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） 確かにただいまこの安いところの富士河口湖町あたりは水源も近く、水

も豊富なので、そういう浄水設備とか、そういったものに投資する金額が少なくて済むという

ことになると思います。それで、この水道料金のまず決め方なんですけれども、これ水道料金

というのは基本料金、それにあと幾ら使ったか水量料金ですよね。基本料金というのは水道管

の口径、一般家庭ですと、今は大体20ミリぐらいが多いんでしょうけれども、昔ですと13ミリ、

あとちょっと多いところですと25ミリとか使っていると思われます。 

  この水道料金のうち、基本料金というのはこれどういうふうに決めているかというと、どう

しても先ほども言いましたけれども、柴田町もほかから水を買っておりますけれども、設備費、

整備費、人件費を加えたものを給水人口で割っているんです。ですから、どうしても東京など

の大都市では大体１キロメートル当たりに１万人の人口が水道を利用してやっているわけです。 

  ところが、これが地方都市、柴田町はこの部類に入るかどうかちょっとわからないですけれ

ども、これになってくると、１キロメートル当たりに1,000人ぐらいと。そして、今度逆に過

疎化した町村では１キロメートル当たりにもう100人もいない、20人、30人という人が同じ投

資した金額の中で水道を使っている計算になる。 

  ですから、どうしても過疎化したところでいくと水道料金は高くなってしまうと。そして、

これから更新もしなくてならない。だけれども、人口減少もこれがもう徐々に減っていくわけ

ですよね。ですから、やっぱり基本料金というのはこれ常識で考えると、どうしても給水人口

が減っていきますから、上げざるを得ないというふうになると思うんですけれども、先ほどの

町長の答弁で水道料金については今後検討するということだったんですけれども、この人口減

に対してどういうふうに考えているのかお聞きしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 給水人口の減少でございますが、これについては全国的に同じ

傾向でありまして、やはり当町においても毎年若干なりの年間の給水水量も減ってきておりま

す。そのため、それらを解消するためには、やはり経営の投資と、それと効率的な事業の改革

が必要になってくるかと思います。 



９３ 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○８番（斎藤義勝君） それでは、続きまして、水道の経営状態を考えるときによく使われるの

が料金回収率ってあるんです。例えば柴田町ですと、水道事業所から受水費を払って年間５億

幾らぐらいですか、５億幾らぐらいですよね、払っているの、水代。買ってやっていると思う

んです。これを極端な話、料金収入でどれだけ賄えているか。そして、これが料金収入が少な

ければ、やはり一般会計とかなんなりから負担をしなくてならないと、そういうふうになると

思うんですけれども、それで、給水原価、要するに受水費プラスいろんな人件費とか、そうい

ったものの給水原価というデータがあるんですけれども、これ町からいただいた資料に出てい

るんですが、平成24年度はこれ地震の影響で給水原価が276.35円、料金収入に当たる供給単価、

これは253円13銭と悪かったわけです。収入のほうが少なく回収率は91％。これは徐々に改善

されてきまして、平成27年度は給水原価が239円88銭、供給単価268円40銭と料金回収率がもう

100％を上回っていると。これは非常にすばらしいことだと私は思います。普通の民間企業で

あれば完全な黒字ですか、そういった計算になると思うんですけれども、平成28年度の。 

○議長（髙橋たい子君） 斎藤議員、残り30秒になりました。 

○８番（斎藤義勝君） 平成28年度の給水原価と供給単価は幾らだったのか教えてください。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。上下水道課長。 

○上下水道課長（曲竹浩三君） 平成28年度での供給単価は269.25円、それに対しまして給水原

価ですが、227.72円になっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。 

○８番（斎藤義勝君） 以上で私の質問を終わります。 

○議長（髙橋たい子君） これにて、８番斎藤義勝君の一般質問を終結いたします。 

  次に、16番白内恵美子さん、質問席において質問してください。 

     〔16番 白内恵美子君 登壇〕 

○16番（白内恵美子君） 16番白内恵美子です。４点質問いたします。 

  １点目、放課後児童クラブの運営見直しと支援員の処遇改善を。 

  全国学童保育連絡協議会が実施した平成29年５月１日現在の県内放課後児童クラブ実施状況

調査結果を見ると、県全体では４年生以上の利用者数が２割を占め、クラブの人数規模では20

人から45人が最多となっています。柴田町と比較すると大きな違いがありますが、どのように

お考えでしょうか。 

  国は、放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブ関係の平成29年度予算を前年度
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より約150億円増額しました。予算の主な内容として６項目挙げていますが、柴田町では改善

が進んだのでしょうか。 

  今後の放課後児童クラブの安定的運営や必要な職員の確保という観点から、次のとおり質問、

提案します。 

  １）柴田町の学年別入所児童数と規模別支援の単位数は。県全体と比較した上で見えてくる

柴田町の課題は。 

  ２）運営費補助基準額が増額されたが、柴田町ではどのくらい増額になったのか。 

  ３）放課後児童クラブ施設整備費の国庫補助率がかさ上げとなった。また、運営費補助基準

額の補助単価は、20人で390万6,000円、36人から45人で最高額の430万6,000円、64人で329万

9,000円と人数がふえると単価が下がることから、45人を超える児童クラブの分割を提案する。 

  ４）新規事業として、放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善が盛り込まれている。柴田

町でも勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善を提案する。 

  ５）従来からの放課後児童支援員等処遇改善事業の見直しも盛り込まれている。柴田町では、

常勤職員を配置するための追加費用補助290万4,000円を活用しているか。 

  ６）障害児受入強化推進事業の充実では、職員１名加配に加え、障がい児を３人以上受け入

れる場合に、追加で職員１名を加配するための補助が拡充された。柴田町で該当する児童クラ

ブはあるか。 

  ２点目は、臨時の後に「非常勤」を入れさせていただきます。 

  ２点目、臨時・非常勤職員の処遇改善の推進を。 

  平成26年７月４日に、総務省自治行政局公務員部長通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員

の任用等について」が発出されてから３年が過ぎました。柴田町では、この通知を受けどのよ

うに対応したのでしょうか。 

  また、臨時・非常勤職員の交通費は費用弁償的性格を有し、働き方改革のプログラムの中で

も、通勤手当を支払わないのは不合理な格差に該当すると指摘されています。支払わないのは

労働契約法第20条に抵触するおそれもあることから、早急に支給することを提案します。 

  東京都荒川区では、処遇改善のため、非常勤職員の職の階層をつくり、昇格することにより

給与額を引き上げる方法を実施しています。経験が生かされ、働きがいもアップすることから、

柴田町でも導入すべきと考えます。 

  早急に臨時・非常勤職員の処遇改善が必要と考え、次のとおり質問、提案します。 

  １）通知では、再度の任用についての基本的な考え方として、「同一の者が長期にわたって
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同一の職務内容の職と見なされる臨時・非常勤の職に繰り返し任用されることは、長期的、計

画的な人材育成・人材配置への影響や、臨時・非常勤職員としての身分及び処遇の固定化など

の問題を生じさせるおそれがあることに留意が必要である」と指摘している。どのように解釈

し対応したのか。 

  ２）通知では、再度の任用における任期の設定等について、「再度の任用の場合であっても、

新たな任期と前の任期の間に一定の期間を置くことを直接求める規定は地方公務員法をはじめ

とした関係法令において存在しない」「募集に当たって、任用の回数や年数が一定数に達して

いることのみを捉えて、一律に応募要件に制限を設けることは、平等取扱いの原則や成績主義

の観点から避けるべきであり、（中略）均等な機会の付与の考え方を踏まえた適切な募集を行

うことが求められる」と指摘している。柴田町の現状はどうなっているのか。 

  ３）平成28年10月から、短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大が施行された。柴田町

でも早急に適用拡大の実施を提案する。 

  ４）臨時・非常勤職員へ交通費を支給することを提案する。 

  ５）荒川区方式を導入することを提案する。 

  ３点目、子ども読書活動推進に「うちどく」や子ども司書の導入を。 

  ８月６日に、福島県国見町において「福島子どもの読書活動推進フォーラム」が開催されま

した。主催は福島うちどくネットワークで、内容は保育所や小学校で取り組んでいる「うちど

く」の事例発表や、子ども司書育成の報告、パネルディスカッション、基調講演がアンドリュ

ー・デュアー氏の「子ども読書推進の現状について」、特別講演が柳田邦男氏の「本の楽しみ、

心の発達～読書は豊かな人生の礎～」と、盛りだくさんの充実した一日でした。 

  今後、柴田町では「うちどく」や「子ども司書」についてどのように取り組むお考えなのか

伺います。 

  １）町内で子ども読書活動推進にかかわっている方に、８月６日のフォーラムの案内を行っ

たのか。 

  ２）国見町の子どもの読書活動推進は、保育所・幼稚園から小学校、中学校へと一貫して行

われている。参考にすべきでは。 

  ３）町内で「うちどく」に取り組んでいるところはあるか。 

  ４）「うちどく」について、今後どのように取り組んでいくのか。 

  ５）子ども司書について、今後どのように取り組んでいくのか。 

  ４点目、公共施設建設への補助金や寄附金の活用を最大限に。 
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  滝口町長は、今後建設する公共施設として図書館、総合体育館、学校給食センターを挙げて

います。財政状況が逼迫する中、いかに町の持ち出しを減らすことができるかが最大の課題で

す。そこで、どのような補助金があり、寄附金が活用できるのか伺います。 

  １）図書館建設に活用できる補助金は。 

  ２）総合体育館建設に活用できる補助金は。 

  ３）学校給食センター建設に活用できる補助金は。 

  ４）３つの事業に対するふるさと納税が少ない現状だが、その原因は。 

  ５）ふるさと納税以外に活用できる寄附金は。 

  以上です。答弁はゆっくりお願いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。１問目、２問目町長、３問目教育長、４問目町長。

最初に町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 白内恵美子議員の放課後児童クラブで６点ほどございました。随時お答

えをいたします。 

  まず、現在柴田町の５つの児童クラブの学年別入所児童者数の合計は、調査基準日である５

月１日時点で申し上げますと、１年生が106人、２年生が86人、３年生が76人、４年生から６

年生が５人で、合計273人が登録しています。 

  なお、４年生から６年生の５人については、障害をお持ちの児童でございます。 

  次に、規模別支援の単位数ですが、５カ所の放課後児童クラブがそれぞれ１つの単位として

運営しておりますので、単位数としても５単位となります。それぞれの登録児童数ですが、船

岡放課後児童クラブが83人、槻木放課後児童クラブが69人、船迫放課後児童クラブが63人、東

船岡放課後児童クラブが48人、西住放課後児童クラブが10人となっております。 

  県全体と比較すると、傾向として柴田町の放課後児童クラブは、規模的に１単位当たりの入

所児童数が多い傾向にあること、また、４年生以上の児童の受け入れが課題となっていること

です。 

  ２点目、運営基準が増額されたということでございますが、平成29年４月１日、国の放課後

児童健全育成事業の実施要綱の一部改正があり、子ども・子育て支援交付金における当該事業

の補助基準額算定のための基本額並びに開所日加算額、長期休暇等分加算額が増額されました。 

  ５つの放課後児童クラブの平成28年度の支出総額は2,507万4,000円で、その補助基準額は

1,678万5,000円でした。平成29年度は、平成28年度の支出額をもとに試算すると、補助基準額
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は1,760万9,000円となり、基準額の増加額は82万4,000円で、実際に市町村に交付される交付

金は、その額の３分の２の54万8,000円となる見込みです。 

  ３点目、今回柴田町の放課後児童クラブに議員ご提案の分割を取り入れた場合、船岡放課後

児童クラブが40人の２単位、槻木放課後児童クラブが35人の２単位、船迫放課後児童クラブが

32人の２単位という規模になります。平成29年度の運営費補助基準額を平成28年度決算額で試

算したところ、平成28年度の運営費総額は2,507万4,000円、補助基準額は1,678万5,000円で、

実際に交付された金額は1,119万円でございます。これを分割した運営で改めて試算をしてみ

ますと、運営費総額は、人件費がふえまして3,227万4,000円、補助基準額2,465万5,000円で、

実際に交付される金額は1,643万6,000円となります。 

  これを比較すると補助金は524万6,000円増加しますが、一方で町の持ち出し分が720万円ふ

えるということになります。つまり、分割することにより、現状よりも１単位当たり２人、合

計６人の職員を増員しなければならないため、補助額の増加分より支出額のほう、持ち出し分

が大幅にふえてしまうという問題点がございます。 

  県の担当課からは、支援の単位を単に分割する場合に、補助金の増額目的だけで同一クラブ

内を２つに分割することについては、国は認めないという指摘がなされています。２つに分割

することで、さらなる定員の増加を図る必要が生じ、そうすると、分割後に新たなスペースを

確保しなければならない問題に直面します。 

  白内議員の提案に当たっては、今後一般財源の持ち出しが増加していていく、新たな保育士

等の確保をしなければならない。さらには、現在でも空き教室がないのに、さらに分割してス

ペースをどう確保していくか、大きな問題があります。 

  ４点目と５点目は一緒に答弁をさせていただきます。 

  「放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業」は、経験年数や受講した研修に応じて賃

金等の処遇を改善するための補助金です。また、「放課後児童支援員等処遇改善等事業」の追

加費用290万4,000円の補助については、常勤職員の給与・賃金改善経費のみに補助するもので

ございます。 

  いずれも放課後児童支援員の賃金等の処遇改善を図るためのものですが、これらの補助事業

は、あくまで給与・賃金等の処遇改善が急務である社会福祉法人などの民間団体が運営する放

課後児童クラブが対象になるもので、本町のように公設公営の放課後児童クラブには該当いた

しません。 

  ６点目、町内の放課後児童クラブに入所している障害を持った１年生から６年生までの児童
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は９人おりますが、そのうち、１施設に３人以上を受け入れている施設は、船岡放課後児童ク

ラブ１カ所でございます。 

  この障害児受入強化推進事業は、障害児受入推進事業の対象となっていることが条件であり、

３人以上の障がい児を受け入れる場合に、常勤職員以外に障がい児の受け入れに必要となる専

門知識等を有する放課後児童支援員等を２人以上加配することが補助要件になります。 

  この専門知識を有する職員という定義は、県などが行う放課後児童支援員資質向上研修会等

への受講が必要となり、この研修を県では今年度から実施する予定となっており、残念ながら

現時点においてこの研修を修了した者がございません。保育士の確保さえかなり厳しい状況に

ありますことから、今すぐ障害児受入強化推進事業を活用するのは難しいと考えております。 

  続いて、大綱２問目、臨時職員の処遇改善です。５点ほどございました。 

  １点目、平成26年７月４日付の総務省自治行政局公務員部長通知「臨時・非常勤職員及び任

期付職員の任用等について」の任用根拠の留意点によりますと、臨時的任用職員及び一般職非

常勤職員の任用について、事実上任期の定めのない常勤職員と同様の勤務形態となることは避

けるべきであるという理解から、再度の任用について同一の者が長期にわたって同一の職に繰

り返し任用されることのないようにしております。これまでも法に基づき１年を超える雇用は

行っておりません。 

  ２点目、再度の任用における任期の設定については、町の方針としてできるだけ多くの方の

雇用機会を確保するために、一定の空白期間を置く運用をしているところです。これは以前よ

り町の判断として空白期間を定めているものです。募集に当たっては、お知らせ版やホームペ

ージの掲載、公共職業安定所への求人申し込みなど、できる限り広く募集を行っております。 

  ３点目、雇用保険の拡大ですが、平成28年10月より「公的年金制度の持続可能性の向上を図

るための国民年金法等の一部を改正する法律」が施行され、短時間労働者への被用者保険の適

用拡大が実施されました。 

  被用者保険の適用は、柴田町の非常勤職員が対象となり、健康保険料及び厚生年金保険料を

労働者本人と事業主がそれぞれ折半して負担し、日本年金機構へ支払うことになります。適用

の条件は、週20時間以上の労働時間であること、賃金の月額が８万8,000円以上であること、

雇用期間が１年以上見込まれること、学生でないこと、従業員501人以上の企業であることの

５つの条件全てを満たすこととされておりましたが、平成29年４月１日、ことしですね、４月

１日から全ての地方公共団体が、短時間労働者への被用者保険の適用拡大の適用の対象となり

ました。現在、非常勤職員については、１年以上の雇用期間を定めて任用しておらず、適用条
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件を満たさないため、保険適用外となっております。 

  今度は臨時職員ですが、臨時・非常勤の募集に当たっては、通勤手当の支給をしていない勤

務条件でありますが、柴田町は、これまでも説明してきたとおり、交通費も含めた賃金設定を

しておりますので、改めて通勤手当の支給は考えておりませんが、今後の賃金改定や近隣の状

況も見ながら処遇の改善を考えてまいります。 

  ５点目、荒川区方式でございます。 

  荒川区は、平成19年度に人事戦略構想を策定しており、その中で象徴的な施策が「非常勤職

員の処遇の改善」であります。具体的には、能力と経験にあわせて現在６つの階層を設定し、

報酬額は17万2,700円から32万1,000円までと上位の階層の報酬を高くしております。 

  柴田町における非常勤職員は、正規職員が行う業務の補助的な業務を行っておりますが、荒

川区の非常勤職員は、医療やまちづくりなど多様な専門分野で正規職員と同様の起案や財務シ

ステムの入力などの業務を行っております。経験がふえると仕事のレベルが上がり、さらに職

責もふえることで難しさもあるようです。 

  非常勤職員の行う業務について、荒川区は「専門的」、柴田町は「補助的」と性質が異なり

ますので、柴田町では荒川区方式の導入は考えておりません。 

○議長（髙橋たい子君） ３問目、教育長。 

     〔教育長 登壇〕 

○教育長（船迫邦則君） 白内恵美子議員の大綱３問目、「うちどく」と「子ども司書」につい

てお答えします。 

  １点目、フォーラムの案内についてです。 

  ８月６日に開催されました「福島子どもの読書活動推進フォーラム」は、昨年度末に設立し

た「福島うちどくネットワーク」の主催で実施された事業です。この事業は、「子どものゆめ

基金助成活動」の支援で開催され、福島県の子ども読書推進活動のさらなる推進を図ることを

目的としていたことから、福島県内の方が対象とされていたものであり、案内は行いませんで

した。また、当町に対しても案内はございませんでした。 

  ２点目、国見町の子どもの読書活動推進についてです。 

  貴重な情報をありがとうございました。福島県国見町の子どもの読書活動推進は、教育委員

会の推進計画で体系化した推進方策を行っており、例えば小学校では読書タイム、全校読書週

間、家読カードなど、具体的な取り組み方法を挙げ実践しているようです。 

  当町におきましても、第３次柴田町子ども読書活動推進計画の中で、「しばたの未来をひら
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く読書の力」を基本理念に、習慣化に向けた活動を進めるため、家庭や幼児施設、学校におけ

る取り組みで毎年度重点目標を設定し、それぞれの子ども読書活動推進実施機関において工夫

をしながら活動しております。小中学校における取り組み事例のほとんどは本町でも実施して

おりますが、国見町のように具体的な取り組み方法の統一はしておりませんでしたので、今後、

柴田町子ども読書活動推進会議において検討していきたいと考えております。 

  ３点目、町内の「うちどく」の実践についてです。 

  ２点目で述べました第３次柴田町子ども読書活動推進計画の中で、読書の習慣化に向けた活

動を進めるため、家庭における取り組みで毎年度重点目標を設定しておりますが、その中に

「家族読書の推進」の項目を設けております。この「家族読書の推進」は、「うちどく」と同

じ意味合いで表現したものであります。方法は違いますが、それぞれの子ども読書活動推進実

施機関において実施していただいております。 

  また、お知らせ版やホームページでも紹介しておりますが、平成26年度より毎月23日を「ノ

ーテレビ・ノーゲームデー」として制定し、家庭における読書や家庭における過ごし方ルール

づくりなど、家族間のコミュニケーションを深めるための取り組みの推進に努めております。 

  ４点目、「うちどく」の今後の取り組みについてです。 

  今後につきましては、「うちどく」を含めた家庭での取り組みの推進を図るため、毎年、小

学校３年生と５年生、中学２年生、そして保育所と幼稚園の年長児の保護者を対象に実施して

おります読書活動を推進するためのアンケート結果の活用の仕方や、家族読書推進の活用状況

などを紹介する全戸回覧のチラシの作成と配布、また、読書支援活動の報告の活用について検

討するなどして啓蒙を図ってまいります。 

  ５点目、「子ども司書」についてです。 

  子ども司書の役割は、友達や学校、家庭や地域において、読書の楽しさ、すばらしさ、大切

さを伝えるリーダーとして活躍することです。 

  現在、町内の小中学校には、図書館と同じシステムを導入しており、学校図書館司書や司書

教諭の指導のもと、図書委員が貸し出しなどの業務を行っております。また、全ての学校では

ありませんが、給食時間におけるブックトークやお薦め図書の放送による紹介、上級生による

下級生への読み聞かせなどを行っており、子ども司書につながる活動に取り組んできておりま

す。 

  子ども司書については、図書館内でも検討課題になっておりましたが、主な活動場所が学校

や地域となることから、学校側、地域子ども会育成会などとの連携が大事であり、司書につい
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てのノウハウを習得するための講習の日程や場所、司書としての地域での活動、図書館での活

動時の交通手段など、詳細を検討しなければならないと考えております。 

  今後は、当町での子ども司書につながる取り組みを継続しながら、子ども司書を実施してい

る市町村の情報を収集するなど、実現に向けて検討していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（髙橋たい子君） ４問目、町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 公共施設建設への補助金や寄附金の活用を最大限にということで、５点

ほどございました。随時お答えいたします。 

  最近の図書館をつくった場合の補助金、交付金の活用例に関しましては、社会資本整備総合

交付金や森林・林業再生基盤づくり交付金、また、過疎債などを活用して建設しているところ

でございます。文部科学省には、直接図書館建設の補助金は見つかっておりません。 

  ２点目、総合体育館の活用できる補助金ですが、都市公園事業、都市再生整備計画事業、学

校施設環境改善交付金があり、本町において現実的に活用できるものとしては、学校施設環境

改善交付金が考えられます。 

  学校施設環境改善交付金に屋内総合スポーツ施設の新築及び改築に対して交付される事業が

あり、補助対象面積は、床面積4,000平方メートルが上限となっております。 

  なお、交付対象事業の算定に当たっては、平米当たりの基準単価が示され、交付金の算定割

合は３分の１となっております。 

  学校給食センターですが、文部科学省が所管する「学校施設環境改善交付金」が該当し、こ

の交付金メニューに「学校給食施設整備事業」があります。学校給食施設の新増改築に対して

交付され、交付金の算定割合は、新増築の２分の１、改築で３分の１となっています。県内の

給食センター建設事業では、ＰＦＩ方式やＤＢＯ方式など整備事業方式の違いはありますが、

学校施設環境改善交付金を活用した事業となっております。 

  ４点目、ふるさと納税が少ないと。 

  ふるさと納税制度は、寄附金という形で生まれ育った「ふるさと」や自治体のさまざまな取

り組みを応援する仕組みとして創設されました。一方で、自治体が独自の取り組みとして行っ

ている返礼品の送付については、全国的に自治体間の競争が加熱し、一部の自治体において制

度本来の趣旨に反しているのではないかとの指摘もありました。寄附してくださる多くの方々

は、その地域が提供する魅力ある「返礼品」をもって寄附先の自治体を選択し、応援していた
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だいているのが実情であります。 

  本町におきましても、平成28年度寄附金のうち、特定の使い道を指定しない、いわゆる「自

治体にお任せ」というのが半数以上を占めており、寄附してくださる方々の多くは寄附金の使

途目的に余りこだわっていないというのが原因と捉えております。 

  ５点目、地方自治体への寄附金は、個人や企業が行うふるさと納税以外の手段でも町民や企

業等の自発的意思により、使途を特定しない寄附が行われれば一般寄附として、使途を限定し

た寄附が行われれば指定寄附として収入できるものでございます。 

  以上です。 

○議長（髙橋たい子君） ただいまから休憩いたします。 

  11時５分再開いたします。 

     午前１０時５２分  休 憩 

                                            

     午前１１時０５分  再 開 

○議長（髙橋たい子君） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き一般質問を行います。 

  白内恵美子さん、再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 最初に、放課後児童クラブについてです。 

  答弁では、船岡、それから槻木、船迫放課後児童クラブが特に人数は多いんですが、県と比

較して人数が多い４年生以上の受け入れが課題という答弁でしたが、この課題をどのように今

後解決していくお考えでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 今現在船岡、槻木、船迫、そこの放課後児童クラブはかなり

定員を大きく上回る、それで１年生から３年生を受け入れしておりますが、現在その放課後児

童クラブを拡張という形をしなければならないと思っておりますが、学校の今余裕教室を使わ

せていただいております。 

  ただ、今余裕教室もなかなか難しいという話もございますが、再度学校と協議させていただ

いて、余裕教室が生まれるかどうかもう一度協議して、それでもなかなか難しいということに

なった場合は、今後の児童数の減少並びに公共施設等総合管理計画のこともございますので、

それを踏まえて中長期的な視点で見ますと、プレハブ等の仮設的な建物で対応して定員をふや

して、まず１年から３年までを定員をふやして、受け入れ体制を確保して図った上で４年生も
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受け入れを検討していきたいと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） まず、学校とは十分に話し合っていただきたいと思うんですが、それ

でもやはりうまくいかない場合のプレハブなんですが、プレハブにする場合に分割を考えたら

いかがですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 当然プレハブに増設した場合に分割を考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 答弁では約200万円増になるということだったんですね。それであれ

ば、今の子どもたちの状況を見ると、本当に狭いところに押し込められていて、これが子ども

たちの放課後の居場所かと思うと、本当にかわいそうになってくるんですね。もっと伸び伸び

と自由に遊ばせてやりたいので、分割も含めしっかりと検討していっていただきたいと思いま

す。 

  それで、放課後児童支援員の有資格者というのは何人いるんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 今年度、今受講中でございますが、それを含めますと、ちょ

っとお時間ください。後ほど。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） ５年間で全員が資格を取得するように考えているのでしょうか。そこ

には非常勤職員はどのような形になるんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 実は県で主催しております放課後児童支援員の研修につきま

しては、毎年５人という枠がございます。その５人は、今現在放課後児童クラブに携わってい

る者が４人、あともう一人がその他常勤職員ということで、非常勤職員のほうに枠がないんで

すね、今のところ。５人ということで、柴田町は放課後児童支援員の研修の枠を指定されてお

ります。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 非常勤職員は一人も研修を受けなかったんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） そのとおりで、枠が全然与えられておりませんので、常勤職
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員のみということになっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 児童クラブの場合は、非常勤職員が人数も割合として多いですよね。

その人たちの力で成り立っていると思うんです。そこに専門的な研修は早急に必要だと思うん

ですが、常勤職員が優先されなければならないんですか。正規、正規。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 正規職員について、最初放課後児童支援員という資格を取ら

なければならないということになっております。非常勤職員については、補助員という形にな

ります。放課後児童支援員の補助員という形で、望ましい研修は放課後コースというのがあり

ますが、それについては県のほうではやっておりません、今の段階では。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） この支援員の資格というのは、結局処遇改善にも本来つながるものだ

ったはずなんですよね。そうすると、いつまでたっても柴田町は無理なんですか。正規職員が

５人ということであれば、いつになったら非常勤職員が受けられるようになるんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 今の新子育て支援法では、平成31年度までの経過措置という

ことで、子育て支援員の資格はなくても正規職員が支援員的役割を担うことができるとなって

いますので、平成32年度以降に県のほうでどのように考えていただけるかどうかで非常勤職員

のほうが受講できるかと考えております。 

  あと、先ほどの支援員の人数でございますが、今のところことしを含めて、取得予定も含め

て15名でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 平成32年以降はどのようになるわけですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 平成32年度以降については、支援員の資格がなければ、支援

員の研修を受けてなければ支援員という資格認定はされないということでございますので、平

成32年度以降については、正規職員は必ず支援員を持っていないと放課後児童クラブの配属に

はなれないということになります。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 非常勤職員はどうなりますか。 
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○議長（髙橋たい子君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 非常勤職員は、先ほど放課後コースということがございまし

たが、それは研修を受講するのが望ましいという形になっておりますので、今のままでも構わ

ないということでは平成32年度以降もなっておりますが、できるだけ平成32年度以降、県の研

修の機会がどのようになっていくかで非常勤職員についても派遣させていただきたいと思って

おります。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） それは、県の研修、県に頼るしかないんですか。町単独ではやれない

んでしょうか、研修を。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 昨年度、家庭的基礎研修をやらせていただいたんですけれど

も、あの研修とはちょっと中身が全然違って、高度な内容というか、ちょっと範囲が広いです

ので、県のほうでもなかなか年１回しかしておりませんので、町でやるのもなかなかちょっと

難しいかと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 非常勤職員が資格を有することで、処遇改善につなげることは可能だ

と思うんですよね。ですから、非常勤職員のためにも早く研修の機会を設けたほうがいいと思

うんですが、いかがお考えでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 県のほうに研修の機会をふやすように要望していきたいと思

っております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 支援員として５年間勤務した非常勤職員は、再雇用ということを考え

ていますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 支援員の補助員という形だとは思いますが、５年間が今町で

定められている期間だと思います。今のところ５年経過しますと、１回雇用が切れまして、そ

こで今の規定ですと、町では半年置いて再雇用という形になるかと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 次の質問とも関係はしているんですけれども、ただ、児童クラブの支
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援員、指導員よりは支援員と言いたいんですが、５年間せっかく経験を積んで、それで町が手

放してしまうということに対して、子ども家庭課長はどうお考えですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 町の中で決めさせていただいておる期間でございますので、

その５年間という形で守らせていただいております。やはり半年置いていただいて、すぐまた

雇用という形をとらせていただいておりますので、なるべく半年たったらまた働いていただく

ようにお願いしているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 現場では毎年人手不足で大変だと思うんですね、職員の確保に。それ

なのに、半年置くと。半年置いた後に実際にまた戻ってきてくれる方っているんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 実際ことしの３月で５年を迎えた方がいらっしゃいました。

再度10月からお願いできないでしょうかということでお願いしましたら、ええ、大丈夫ですと

いうことで、そういう方もいらっしゃいました。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 半年で戻るとなると、その間就職できないですよね。結局普通はやめ

た方はやはり働かないわけにはいかない方も多いかと思うので、どこか職を探し、そこでやっ

ぱりまさか半年たったのでやめますもできないので、そのまま働き続けるかと思うんですね。

ですから、大切な人材をこの空白期間を置くことで児童クラブの職員も失っていると思うんで

す。 

  次の質問にいきます。 

  臨時・非常勤職員のことなんですけれども、先ほどの答弁では、町では空白期間を置いてい

る、だから、１年、５年ですかね、５年の人もいますよね、たしかね。１年を超える雇用は行

っていないということなんですが、この通知はどのように受けとめたんですか。総務省自治行

政局公務員部長通知、お願いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 先ほど町長答弁にもありましたとおり、常勤職員と同様の形態にな

らない。無期限で働くことのないように気をつけなさいということですので、これまでどおり

法に基づき１年の雇用としているという考えです。ただし、１年で更新が５回までとかという

のはあるんですけれども、ケースによっては特別な事情があれば５年を超えて改めて雇用をす
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るという考えは間違ってはおりませんので、今後そういったことも視野に入れていきたいとい

うふうに思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） この通告の２番目に入れておいた通知の中の再度の任用における任期

の設定等についてのところですが、もう一度読み上げますが、「新たな任期と前の任期の間に

一定の期間を置くことを直接求める規定は、地方公務員法を初めとした関係法令において存在

しない」というふうに総務省では言っているわけですよね。そうすると、むしろ空白期間を置

くことって何なんですか。必要ないんじゃないですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 多分ここの通知の中身は、空白を置く理由がそれぞれあると思うん

ですね。連続雇用になればその雇用の形態が若干変わってきますから、それを避けるために設

けているのではないかという批判が一方ではされています。 

  ただし、町長答弁にありますとおり、柴田町独自として、柴田町で働きたいという方の雇用

機会を確保するために町としては以前からしてきているんですね。当然採用するときには競争

試験、または選考に基づいて採用することになります。そうしますと、例えばきのうまで働い

ていた方が年度切れました、新たに募集をしたときにこの方もいらっしゃいます。全く経験の

ない初めての方もいらっしゃいます。 

  そうしたときに、その選考の際に、この職種で必要だと思ったときに、どうしても前年の人

に恣意的にやるわけではないんですけれども、ああ、こちらのほうがいいだろうなという判断

をゆがめるというんですか、そういったことも避けるという意味で、これは柴田町独自として

空白期間を置くことで、多くの人が雇用の機会を確保できているというふうに思っています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 雇用の機会を確保できているという考え方が一つにあり、結局は５年

間の経験を無にしてしまう。特に保育士や児童クラブで働く人、司書のように専門知識を有す

る人を手放してしまっているというのがありますよね。現場では毎年本当に採用に苦労してい

ますよね。本当に見ていて気の毒だなと思うのは、保育所の所長さんなんかもう本当に秋ごろ

からずっと誰かいないか、誰かいないかということで、本当に何か本来の仕事がやれないくら

い大変な思いをしていると思うんです。それって、この空白期間を置くというのをやめれば、

別に働き続けたい方は働き続けられるんじゃないですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 
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○総務課長（加藤秀典君） 本来は地方行政、正規職員が全て賄うということが原則だと思いま

す。構造改革、財政改革等々でどの自治体も正規職員採用をやめてきていました。しかし、社

会需要が人が減った以上にふえています。そのために、臨時的非常時の職員ということで、非

常勤職員をお願いしているんですけれども、臨時非常勤ですね、お願いをしているんですけれ

ども、本来は正規で賄うべしということなので、やっぱり今後はこういった社会の需要を見て

非常勤じゃない、もしかして期間を定めて解決する問題があるのであれば、柴田町取り入れて

いますけれども、任期付職員の採用ということも一つの考えにあると思います。 

  経験者を失うんではないかという、確かにそのことはちょっと心配をされるところなんです

が、本来は正規職員で全て賄うということを目指すのが一番いいんですけれども、多分柴田町

の事情もご理解いただけると思いますので、必要があれば任期付職員の幅を広げる、その働き

方をちょっと幅を広げるということも考えていきたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 任期付職員の前に一つ伝えておきたいことがあります。これはご存じ

かと思うんですが、総務省による地方公務員の臨時・非常勤職員に関する実態調査、2016年４

月１日現在によれば、空白期間を置く自治体は約半数だそうです。半分の自治体がもう空白期

間やめているんですよね。柴田町がそれにこだわる必要ないんじゃないですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 統計の数字として半数やめているということなので、引き続き半数

は残っているということになるんだと思います。これ各自治体の事情もありますので、ただそ

の数字を見て柴田町もやるべきだというところについては、今やりますというお答えは準備し

ておりません。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） それから、通知では、年金や健康保険、時間外労働と休暇・休業等に

ついても適用労働法制を徹底することが強調されていますが、柴田町ではどのようになってい

ますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） これ同じようなお答えになるんですけれども、本来は正規職員で全

てやるべきだということだと思います。 

  ただ、今や臨時・非常勤がふえている、多くなっているということ、これ全国の自治体でも

７割強、多分そうだと思うんですけれども、そういったことがあって、働き方改革も踏まえて
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同一労働、同一賃金、そういったことの中から雇用保険の関係、それから休暇の関係、待遇改

善するべきだというふうに言われているものだと思います。 

  柴田町は、非常勤については賃金の改定ということで、今のところは働いた役務によって反

対給付ということで賃金をお支払いするんですけれども、賃金の改定、そういったことの改善

に今努めているというところです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 総務省の地方公務員の臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等のあ

り方に関する研究会報告には、支給すべき手当として時間外勤務手当、通勤手当、退職手当、

期末手当を挙げています。柴田町ではどうなっていますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 正規職員には給与、諸手当を支払うべきである、支払わなければな

らないというふうに上位法では決まっております。非常勤の方々については、そのような規定

が当てはまらないと。あくまでも常勤職員ということになります。そこのところをちょっとご

理解をいただければというふうに思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 支給してはだめとはどこにも言っていないんですよね。ですから、総

務省のあり方に関する研究会報告でも、支給すべきであるというふうに提言しているわけです。

それが今柴田町ではできないでいる。確かにお金がかかりますからね。それで、１つの方策と

して、先ほど課長が答弁なさった任期付職員なんですが、今任期付職員は何人になっています

か。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。（「後からでも構いません」の声あり） 

  後ほど答弁をさせます。 

  再質問ございますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 現在保育士や司書など任期付職員で採用しているかと思うんですが、

任期は何年になっていますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 柴田町は３年としております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） ３年にしているところもあるかとは思うんですが、専門的な知識、経

験を有する者という見方をすれば、５年以内ということになるんじゃないですか。 
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○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） では、ただいまの件にお答えする前に、先ほどの人数のほうをお答

えします。済みませんでした。23名です。 

  任期付職員の採用の考え方だと思うんですけれども、柴田町が取り入れてきたときには、た

またま公設公営の保育所について民営化という話も、民営化、民間委託という話の時代でした

ので、期間を定めて、社会情勢がどう変わるかわかりませんので、３年という期間を定めてい

ますので、任用の条項が違っているんです。 

  専門的、高度な専門になると学者とか医者、これは５年とかという期間も定まってきます。

さらに、上位法の３条２項では、専門的知識があれば５年ということはあるんですけれども、

柴田町については、別条立ての４条のところの任期３年という期間内に業務が終了するという

考え方から、これまで３年として採用をしてきております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 今後見直しも必要なんではないですか。保育士や司書も本当に正規職

員と変わらない内容の仕事をしているわけですから、そうすると、それはあくまでも専門的な

知識、経験により、特に経験がある人という形で司書なんかも採用していますよね。そうする

と、そこを考慮すれば、３年ではなくて、私は５年だと思うんですね。ほかの資料を見ても任

期付採用法第３条第２項によれば５年となっているので、検討していただきたいと思います。

この任期付職員の増員計画はありますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 先ほどの非常勤の職員とその扱いとかありますけれども、定員適正

化計画の中で人数は定めていますので、以前町長答弁、別の会議でお話ししていますけれども、

計画はあるものの、必要があるときには若干その数字が上がったり、採用者がいなければ低く

なったりするので、それを繰り返すというお話をさせていただいています。定員適正化計画に

ついては、最小限ぎりぎりの定員適正化で定めておりますので、現場の需要、要望を確認しな

がら、当然減らす方向は一切考えておりませんので、できるだけ採用したいという考えで今募

集をしているところです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 任期付職員になると、この非常勤職員からかなりの処遇改善になると

思うので、やはり必要な人たち、本当に柴田町にとって必要な人たちを手放すことのないよう

にしていただきたいと思います。 
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  通勤費のことなんですが、交通費を含めた賃金となっているという答弁が最初にあったかと

思うんですが、それって幾らぐらいを考えているんですか、一人ずつ違うわけじゃないですよ

ね。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） この話も以前から会議で話題になっているかと思うんですけれども、

仙南町村会の総務課長会議で、臨時・非常勤職員の賃金の話、それから交通費、手当の話も話

題にはなるんですけれども、別に仙南町村会で統一する見解を持つ必要はないんですけれども、

これまでも情報交換してきていますので、この枠組みを崩さないで進めていきたいというふう

に思いますけれども、時間給単価、一つ基準になるのは宮城県の最低賃金が基準になろうかと

思います。そこの差額の部分については、柴田町の独自の考え方で、決して宮城県の最低賃金

を上回る必要はないとは思うんですけれども、これが全体として宮城県の考え方が示されます

ので、できる限り宮城県の最低賃金単価を下回らないように以前から工夫をしてきているとこ

ろです。 

  あとは新規採用職員の採用時の時間単価というのも当然出てきます。一般職、それから保育

士、保健師含めて初級、中級、上級とありますけれども、そういった正規職員の時間単価を超

えないように、その辺のバランスをとりながら積算しているんですけれども、多分交通費分と

言われれば、今今見れば数十円単位で加算されているという数字になっていると思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 交通費については、旧自治省が1996年３月13日付で各自治体に非常勤

職員の通勤費を実費弁償として支給してもよいと通知しているんですよね。もう20年以上も前

に通知しています。国ではもうとっくに交通費の支給はしているかと思うんですが、やはり仙

南地域で払っていない自治体がお互いに、ほかが払ってないからいいみたいな形でやられると、

本当に本人たちは困ると思うんですよね。柴田町の場合、町内からの職員も多いかとは思いま

すが、遠くから来ている方はどこからで、どのくらいかかるんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 多くは町内に居住されている方ですが、仙台市、名取市、仙台市は

２人おります。一番遠いところで仙台市です。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 仙台市の方は交通費もかかるし、時間もかなりかけて柴田町に働きに

来てくれているわけですよね。そこは本当にきちっと実費弁償という形でかかる分しっかり払
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うというのが当然のことだと思うんです。今民間で交通費払わないなんていったら、ブラック

企業と言われませんか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 違う意味でブラック企業、残業の話はよく耳にしますけれども、交

通費だけではなかなか捉えるのは難しいのかなというふうに思います。 

  ただ、先ほど町長答弁しましたとおり、賃金改定や近隣の状況を見ながら処遇の改善を考え

てまいりますということで、前向きな答弁をさせていただきましたので、決してやるというこ

とではないんですが、ご理解いただければと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 交通費については早急に本当に支給していただきたいと思います。全

国的にはかなりの自治体でもうとっくに支払われているということなので、どうぞ調べていた

だきたいと思います。 

  やはり見ていて感じるのが、正規の皆さん、要はともに働く仲間ですよね、非常勤職員も。

その方たちが不安定な雇用で、本当に低い賃金で働いて一緒の仕事をしているってどうですか。

やりにくくないですか。それと、やっぱり心を痛めることもあるんじゃないかなと思うんです

よね。だから、処遇の改善をしっかりして、そして安心して働いてもらうことで、むしろ質の

高い仕事をし、質の高い住民サービスに努めてもらうことがよいことだと思うんです。もう一

度いかがでしょうか。早急に処遇改善に取り組むべきだと思いますが。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 重ね重ね申しわけないんですけれども、正規職員を配置して改善を

するということが一番だと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） できるだけ正規職員、もしくは任期付職員に切りかわるように努力し

ていただきたいと思います。 

  次に、子ども司書のことです。私は８月26・27日に岐阜市立中央図書館で開催された「全国

子ども司書研究大会」に参加してきました。地元岐阜市の子ども司書と岐阜市立図書館長との

トークもあり、子ども司書講座は子どもの成長が期待できると感じて帰ってきました。分科会

やパネルディスカッションでは、実施している図書館長の話を聞くことができ、本当に充実し

た研究大会となりました。柴田町ではまだ取り組んでいないのですが、今後を考える場合に、

もう最初からこのような全国大会に参加して、そこで学ぶべきではないでしょうか。 
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○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） 子ども司書に関しましては、現在全国的に広がりを見せている

ところではあるんですけれども、県内でもまだ実施している市町村は少ない状態でございます。

今後柴田町においても検討課題としておりますので、考えていきたいと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 宮城県はとてもおくれていて、実際にやっているところが女川町、栗

原市、色麻町かな、私が調べた範囲では。そうすると、やはりその中から学ぶというのは難し

いし、９月１日に県教育委員会主催の「みやぎ子ども読書活動推進担い手交流会」でも講演が

子ども司書を養成しようだったんですが、正直内容が余りよくなかったなと思って、これでは

子ども司書を採用したいなとか、考えないんじゃないかなと思ったんですね。 

  私はたまたま福島の大会、それから福島の大会がよかったので、じゃあ全国大会も行ってみ

ようと思って全国大会に参加して、その中でよさがわかったんです。ああ、こんなにすばらし

いものを柴田町はまだ考えてなかったなということで、今回提案したんです。 

  ですから、これからは職員の皆さんがしっかりと考えていただきたいんですが、そのときに

やはり大きな大会に出て頑張っている人たちの中に入って、そこで現場の声を聞き、そして知

り合いになる。そうすると、困ったときに教えてもらえるんですよね、いつでも連絡をとって。

ですから、県内の大会というか、県内で学習するということよりは、もう全国に目を向けたほ

うがいいと思うんです。いかがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） 確かに県内のほうではおくれている状況だと思いますので、福

島のほうは今年度福島ネットワークができておりますので、そういった先行している福島のほ

うの状況を収集しながら今後検討していきたいと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） うちどくについてです。 

  うちどくの効果をどのようにお考えでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） うちどくは、読書の基本というようなことで考えております。

あと、家族のコミュニケーションですとか、本に親しむ、そういうことで、読書に関しての基

本の中と考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 
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○16番（白内恵美子君） 家族間の心の距離が近づき、きずなが深まる。子どもの知識、文章力、

感性の向上に飛躍的につながるとも言われています。文部科学省は、第３次子ども読書活動推

進基本計画にうちどくの取り組み内容や効果を盛り込んでいます。柴田町では推進計画に「う

ちどく」という言葉そのものは入っていないんですが、今後入れたほうがわかりやすいんじゃ

ないでしょうか、いかがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） 確かに「うちどく」という表現はしておりませんけれども、家

庭読書の推進ということで、それに近い活動ということで実践しているところですので、その

表現につきましては、今後検討していきたいと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 子ども司書は図書館のほうが行うんですが、うちどくについては、最

終的には学校での働きかけになってしまうんですね。町を挙げて取り組むことが大事ではある

んですが、最終的には言葉かけはどうしても学校になってしまうかなと思うんです。 

  それで、私も感心したのは、全国大会や福島の大会では、校長先生自身が事務局や司会者と

して積極的に活動なさっていたんです。うちどくのテーマソングまであるんですね。「心をつ

ないで」、ＣＤをいただいてきたんですが、その作詩も校長先生が行っていました。各学校の

校長に関心を持ってもらえるように、柴田町の場合は教育長がうちどくの研究をなさってはい

かがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育長。 

○教育長（船迫邦則君） 研究に努めたいと思います。現在、柴田小学校、船岡小学校でうちど

くという形で取り組んでおりまして、やはり成果としては、同じ本を親子で読むことで親子の

会話がふえたとか、親子ともども読書への興味・関心が高まったとか、家の中に本がある環境

ができたとかというようなことでの効果を得ているようでございますので、そういった成果を

町内の小学校で共有しながら、今後取り組んでいくということを検討していきたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 福岡県なんかかなりうちどくが進んでいるようで、推進計画に「うち

どく」の文言をもう盛り込んでいるところが多いんですね。たまたま私も一緒にお話をした行

橋市の推進計画を戻ってきてから見てみたら、やはりうちどくの推進というのをきちんと掲げ

られていて、その説明には「家庭の親子読書の大切さについて啓発し、読書を通して温かい親

子関係や豊かな情操を育むうちどくを推進します」とあるんですね。ぜひこのような文言「う
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ちどく」を含めて柴田町の計画にも入れていただきたいと思います。もう一度いかがでしょう

か。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） 「うちどく」の表現につきましては、次回の読書推進計画の中

で盛り込むよう検討していきたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 公共施設建設への補助金、寄附金の活用についてなんですが、栃木県

の茂木町というところの図書館を見学してきたんですが、町有林のスギ、ヒノキを使い、図書

館と交流館との合築でした。まちなか文化交流館「ふみの森もてぎ」を平成28年７月にオープ

ンしました。見たことがありますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） 直接は見ておりませんが、ネットのほうでその建物、複合施設

として茂木町の図書館を含めた複合施設を見ております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 木の香り漂うとても居心地のよい図書館だったんですが、そこで主な

補助金について聞いてきたんですが、先ほど答弁でも町長がおっしゃっていたように、社会資

本整備総合交付金と森林・林業再生基盤づくり交付金が主なものでした。だから、今まで町長

の説明だと、図書館建設には補助金がない。文部科学省の補助金がないという意味だったとは

思うんですが、補助金がないからつくれないんだという説明の仕方をなさっていたと思うんで

すが、みんな工夫してそれぞれいろんな補助金をかき集め、要は図書館そのものに対する補助

金はないので、交流ということを入れ、そこで例えば社会資本整備総合交付金だったり、それ

から地方創生の関係の補助金を引っ張ってきたりとかというふうにいろいろ工夫してやってい

ると思うんですよね。ですから、柴田町も頑張って探して、どれだったら使えるかということ

をもっとやっていくべきだと思うんです。 

  これからきっとやってくださるとは思うんですが、寄附金なんですけれども、ふるさと納税

の寄附がこの３つの事業に対して私は少ないなと思っていたんですが、その原因については何

か考えたことありますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 町長が申し上げましたように、寄附する方は、寄附金の

使途目的には余りこだわっていないという現実があろうかと思います。これは数字があらわし
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た結果でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 計画があって、このような図書館だったり、交流館をつくりたいんだ

とかというふうに写真等で示して支援を求めればかなり集まると思うんですよね。柴田町の場

合は本当に１行ずつ書いてあるだけで、あれでは絶対目立ちませんし、あれでしてくれる方と

いうのはなかなかないと思うんですね。何も宣伝していないのと同じなんですが、ホームペー

ジ以外ではどのような宣伝をしていますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） ホームページ等ではメーンにやっております。前回白内

議員のほうからお話があった県人会とかというお話もございました。私どもでいろいろ探しま

したが、柴田町人会はちょっとゲットできなかったというようなことでもございました。それ

で、これは９月会議の補正になりますので、ちょっと申し上げてよいのかと思うんですが、ご

ざいましたので、お答え申し上げます。 

  ９月の補正予算におきまして、新聞に掲載をいたすというのを計上させていただいておりま

す。中身につきましては、首都圏の新聞のほうに、時期については12月を、そして２回違う日

曜日に上げるということで、さらなるふるさと納税の推進を図りたいということでお願いをし

ております。よろしくお願いいたします。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） どのような内容ですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 新聞の一面ございます。大きさを想定していただきたい

のですが、その６分の１というところに柴田町のふるさと納税ということで掲載をいたします。

その中に返礼品等を入れたりということと、あと柴田町の内容ですね、ふるさと納税等のもの

は入れられるかどうかということを検討したいと思います。 

  それで、私どものほうで企画プランはするんですけれども、やはり６分の１という紙面の大

きさの制限ございます。あとはその新聞社の広告代理店がありますので、そちらとやりとりを

していって６分の１の紙面におさまるようにということで、これから進めていきたいと考えて

おります。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） そこにぜひ図書館や体育館、給食センターも入れていただきたいと思
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います。 

  東京の墨田区の北斎基金、昨年11月に北斎美術館が開館したんですが、目標額の５億円を達

成しました。この手法はどう考えますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 議員がおっしゃる葛飾北斎の記念館だと思います。６月

会議のときに平間奈緒美議員からお話がありました。その際にもお話を申し上げましたが、葛

飾北斎の記念館、あちこちにあるというものではございません。あそこはオンリーワンという

ことでお答えをさせていただいたとちょっと記憶しておりますけれども、やはり全国で葛飾北

斎という名前を知らない方はいらっしゃらない。そしてまた、それを愛する方々がいらっしゃ

るという一種マニア的なものがあるということで、そういった寄附が集まったというふうに私

どもでは思っております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） それだけではないと思うんですね。やはりうまいんです、やり方が。

クラウドファンディングのやり方ぜひ検討してみてください。 

  それから、地方創生応援税制、いわゆる企業版ふるさと納税をどうにかして活用するという

ことは考えたことないですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 企業版ふるさと納税、平成28年度の税制改正で行われた

ものでございます。白内議員がおっしゃっていらっしゃるのは、図書館の基金ということでご

質問をくださっているんだと思いますけれども、このふるさと税制でございますが、基金、建

設事業でございますけれども、事業費が確定していないものについては対象外ということにな

ってございます。また、そういったものがない事業につきましては、企業側は寄附はできない

ということになってございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） 計画を立てないと何も寄附って集められないんですね。そんなの当然

のことです。ですから、早く計画を立てて、そして国の補助金に頼るだけじゃなくて、やっぱ

り民間企業も巻き込んでみんなでいいものをつくろうというふうに持っていったらいいと思う

んですよね。図書館でも体育館でもそれは同じだと思うんです。ですから、本当に応援される

ような計画をつくることが大事だと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 
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○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 全体像があれば寄附は募られていくのだと考えます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○16番（白内恵美子君） あらゆる手法を考えて、できるだけ多くの寄附も集めていただきたい

と思います。 

  以上で終わります。 

○議長（髙橋たい子君） どうぞ、子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（鈴木俊昭君） 済みません、先ほどの子育て支援員の人数なんですけれども、

13人。15人とお答えしましたが、13人でお願いします。 

○議長（髙橋たい子君） これにて、16番白内恵美子さんの一般質問を終結いたします。 

  ただいまから休憩いたします。 

  午後１時再開といたします。 

     午前１１時５２分  休 憩 

                                            

     午後 １時００分  再 開 

○議長（髙橋たい子君） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

  次に、７番秋本好則君、質問席において質問してください。 

     〔７番 秋本好則君 登壇〕 

○７番（秋本好則君） ７番秋本です。私は３問ほど質問させていただきます。 

  １問、公共施設マネジメントの進捗は。 

  ６月会議で町長から、柴田町公共施設等総合管理計画について「机上の空論」という意味の

発言がありました。私はその発言を聞いたとき、公共施設等総合管理計画の持つ意味や計画策

定の目的への無理解と、柴田町の方向に危うさを感じました。これまで、私は何度か公共施設

マネジメントについて質問をしてきましたが、改めてその意味を考えてみたいと思い質問しま

す。 

  １）平成29年３月に公共施設等総合管理計画がつくられておりますが、その後の進捗状況に

ついて伺います。 

  ２）そもそも公共施設等総合管理計画をつくる目的は。 

  ３）平成28年３月に総務常任委員会で公共施設等総合管理計画についての提言書を出してお

ります。その中で全庁的な組織体制の構築を提言しておりますが、現状はどうなっていますか。 
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  ４）パブリック・コメントでの指摘は公共施設等総合管理計画にどのように反映されました

か。 

  ５）今後の展開とスケジュールについてはどうでしょうか。 

  ６）第５次柴田町総合計画と公共施設等総合管理計画との関連について伺います。 

  ２番目、街路灯のＬＥＤ化の現状は。 

  ６月に、アメリカが地球温暖化防止の枠組み「パリ協定」から離脱すると発表してから、Ｃ

Ｏ２削減に目が向けられております。ＣＯ２削減は小さな削減を積み重ねて達成できるもので、

私たち自身が着実に実行していかなければ始まりません。柴田町としてもできることがあると

考え、質問いたします。 

  １）柴田町の街路灯のＬＥＤ化はどこまで進んでいますか。また、ＣＯ２削減の効果は。 

  ２）全灯ＬＥＤ化に要する期間とＣＯ２削減効果は。 

  ３）街路灯の数と維持管理の主体は。 

  ４）電気代の負担者は。 

  ５）ＬＥＤ化により電気代の削減はできておりますか。 

  ６）平成26年度の環境省の事業で、ＬＥＤ照明導入の公募がありましたが、対応を伺います。 

  ３番目、さくら観光実態調査について。 

  平成28年度の東北観光復興対策交付金事業に観光客の満足度調査がありました。また、これ

からつくられる観光公社というＤＭＯの計画もあります。 

  観光客の実態がわからない状態での観光政策は誰でも不安に思いますので、どのような戦略

なのかを伺います。 

  １）観光客の満足度調査を含む実態調査を行い、６月に公表するとのことでしたが、いまだ

に公表されておりません。どのような状況になっているのか伺います。 

  ２）満足度調査から見えてきた内容とその対応を教えてください。 

  ３）日本版ＤＭＯを登録するためには、観光事業に対する各種データ等の継続的な収集・分

析と、データに基づく明確なコンセプトを持った戦略の策定が、観光庁から必須事項として義

務づけられております。その進捗について伺います。 

  以上です。 

○議長（髙橋たい子君） 先ほどの質問の中で大綱２問目、５）ＬＥＤ化による電気代の削減と、

軽減でよろしい、（「済みません、軽減のことを伺います」の声あり）はい。 

  答弁を求めます。町長。（「済みません、読み間違えたようですので、よろしいですか」の
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声あり）はい、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 先ほどの中で、２問目の６）なんですが、「平成26年度」と読んだよう

なんですが、「平成29年度」の誤りです。訂正いたします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 秋本議員、大綱３点ございました。 

  まず１点目、公共施設マネジメントでございます。６点ございます。 

  柴田町公共施設等総合管理計画の策定は、平成28年度末で完了しております。これまで住民

懇談会や住民説明会、各種会合など多くの機会を捉えて、この計画は、施設の統廃合などによ

って住民や利用者に痛みを伴うものになりかねないことを説明してきました。 

  今後は、平成32年度を目標として、公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画を策定し

ていくことになりますが、それに向けて町では、個別施設管理計画策定に関する情報収集に努

めるほか、個別施設計画に関する取り組みや課題に関する情報共有、研究等を共同で行うため、

県市町村課、大河原地方振興事務所及び管内市町の担当者による「市町村広域行政検討会議仙

南地域部会」の開催が計画されていることから、そこでの情報や意見も参考としながら策定作

業の準備を進めてまいります。 

  なお、この検討会議については、９月29日に第１回目が開催され、第２回が11月、第３回が

平成30年１月の計３回開催される予定となっております。 

  次に、目的でございます。 

  人口減少等による公共施設等の利用需要の変化や厳しい財政状況が続く中で、公共施設等の

老朽化対策が全国で大きな課題となっていることから、総務省から公共施設等総合管理計画策

定の要請があったものです。 

  町では、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点を持って更新・統廃合・長寿命化

などを計画的に行うことにより、財政負担の軽減や平準化を図るとともに、公共施設等の最適

な配置を実現するために策定するものです。 

  ３点目、平成28年３月に総務常任委員会から提出された提言書には４つの提言がございまし

た。新人議員の皆さんもいらっしゃるので、改めて読み上げます。 

  １点目は、計画策定時における全庁的な組織体制の構築と施設の一元管理の実施。 

  ２点目は、公共施設白書、施設カルテを活用した施設の詳細分析の実施。 

  ３点目は、住民への情報発信と合意形成を促すための手段の構築。 
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  ４点目は、計画に対する全職員の意識の共有化。 

  この４点が総務常任委員会から出されておりました。 

  このうち、質問にありました１点目の計画策定時における全庁的な組織体制の構築と施設の

一元管理の実施につきましては、町では、今回の公共施設等総合管理計画を策定するに当たり、

副町長、各課所長を委員とする策定委員会を設置して推進したほか、公共施設等の現状を把握

するための担当者会議を開催し、各課等に所管する公共施設等の調査を依頼するなど、全庁的

な事業として取り組みました。 

  さらに、本年５月には当該公共施設等総合管理計画策定委員会の所掌事務に、個別施設計画

の策定についての項目も加えており、今後も全庁的に取り組んでまいります。 

  ４点目、パブリック・コメントの件ですが、計画のパブリック・コメントでは、２人から７

件の意見が提出されました。内容は、学校の統合や集会所等の統廃合など、具体的な例示も含

めて記述しておくべきという意見や、長期にわたって673億円の経費をかける大事業なので、

十分時間をかけて町民に説明すべきなど、具体的な内容が多く出されました。 

  これらの意見等については、今後策定される個別施設計画の中で検討していくことになる旨

をホームページで回答しております。 

  展開と今後のスケジュールですが、現時点での県内の自治体の個別施設計画策定の動向を見

ますと、体系立てて策定しているところはございません。総務常任委員会で視察された埼玉県

の市町でも、本年度においては一部分野に限ったものとなるとのことでございました。 

  個別施設計画の策定が全国的になかなか進まない背景には、住民、利用者からの反発や不満

など、計画と実践との間に大きな乖離があり、合意形成が困難であることも一因であります。

このような状況から、個別施設計画は、施設総面積の縮減に伴う施設の統廃合といった具体案

を検討することになりますので、住民の理解を得ながら、余り急がないスケジュールで策定作

業に取りかかることとしております。当面は長寿命化を優先にしてまいりたいと考えておりま

す。 

  ６点目、総合計画との関係でございます。 

  一般論として、総合計画と公共施設等総合管理計画は連動し、体系化されてこそ効果が上が

ると言われております。しかし、現実的には、首長は住民への公約として新たな施設整備やサ

ービスの提供を訴え当選し、それを上位計画である総合計画に盛り込むことになります。 

  そのため、施設のニーズの変化や財政悪化への対応策として、施設の統廃合を基本として策

定される公共施設等総合管理計画とは相反する面がございます。実践の場においてギャップが
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生じているのはこのためでございます。 

  柴田町の総合計画は、首長の任期４年にリンクさせて策定しておりますので、こうした現実

面を踏まえながら、公共施設等総合管理計画の位置づけを第５次総合計画のもと、各種施策、

計画と整合を図りながら、公共施設等の役割や機能を踏まえ、横断的な内容とするものとした

ものでございます。 

  なお、大綱１問につきましては、総論賛成、各論反対にならないよう反問権を行使させてい

ただきながら具体論について議論を重ねたいと思います。 

  ２点目、街路灯の関係でございます。 

  平成28年度末現在で、町では防犯灯3,506基と道路照明灯145基、合計3,651基を管理してい

ます。平成24年度から「みやぎ環境交付金事業」を活用し、５年間で交換したもの529基、修

繕をしたものなど407基、照明を新たに設置したもので453基となり、合計で防犯灯1,389基の

ＬＥＤ化を行いました。 

  また、交換によるＣＯ２削減量は、県が事業で示している計算式によれば、１灯当たり年平

均80.6キログラムになります。 

  ２点目、第５次柴田町総合計画後期基本計画では、平成30年度の目標値を防犯灯3,500基、

ＬＥＤ化数1,500基と掲げております。ＬＥＤ化の目標値である1,500基につきましては、平成

28年度末で1,389基となっており、さらに、平成29年度もみやぎ環境交付金事業や地域づくり

補助金によってＬＥＤ化に取り組む予定ですので、後期基本計画の目標値は、ＬＥＤ化1,500

基は今年度で達成できる見込みでございます。 

  平成28年度末の防犯灯・道路照明灯でＬＥＤ化されていない総数は、防犯灯2,006基、道路

照明灯145基、合計2,151基となります。 

  ＬＥＤ化は、光熱費の縮減や光源寿命が延びることによる維持管理コストの低減、ＣＯ２削

減効果があることから、国や県の制度を活用しながら早目に実現できるよう事業を推進してま

いります。 

  また、全基ＬＥＤ化した場合のＣＯ２削減効果についてですが、既存の蛍光灯、水銀灯、ナ

トリウム灯を同程度のＬＥＤ灯具に全てかえた場合、年間約41万キログラムのＣＯ２の削減効

果が見込まれます。 

  ３点目、町道に設置している道路照明灯は町が管理します。防犯灯については、地域づくり

補助金を活用して地域の協力により設置工事部分を担っていただいておりますが、設置後の管

理は全て町が行っております。 
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  電気代ですが、道路照明灯、防犯灯の電気料金については、全て町が負担しております。 

  ５点目、電気代の削減ですが、ＬＥＤ化を進めてきた防犯灯について、基数と電気料金を比

較しますと、契約単価の変動はありますが、平成26年度は、防犯灯数3,267基で、年間電気料

2,135万4,553円、平成27年度は、防犯灯数がふえまして3,397基で、年間電気料1,943万5,510

円と少なくなりました。平成28年度は、防犯灯数が3,506基とふえて、逆に年間電気料は1,717

万5,710円と少なくなりました。年々基数はふえていますが、電気料金は200万円程度軽減され

ております。 

  ６点目、ＬＥＤ照明の導入の公募という関係でございます。 

  秋本議員のご指摘のとおり、環境省の平成29年度エネルギー対策特別会計における補助・委

託等事業の中に「ＬＥＤ照明導入促進事業」の補助メニューがあります。この事業は、人口25

万人未満の小規模自治体の地域が対象であり、地域内の街路灯をリース方式によりＬＥＤ照明

に更新するための調査・計画策定費用と計画に基づいたＬＥＤ灯具に交換するための取りつけ

工事費用が補助の対象となるものです。調査・計画策定の場合、10分の10で上限800万円、取

りつけ工事費用の３分の１補助で上限2,000万円が限度となります。 

  本町におきましては、今年度の応募はしておりませんが、当該補助事業を活用し、現在の道

路照明灯や防犯灯の機能を維持した上で、一括してＬＥＤ化した場合の光熱費の縮減額やＬＥ

Ｄ化に要する経費、一斉に導入した場合に生ずる光源寿命約13年後の対応などについて精査し

た後、判断したいと考えております。 

  しかしながら、環境省の事業につきましては、来年度廃止も含めて抜本的な見直しがされる

との情報もありますので、今後動向を注視してまいります。 

  現段階では、平成32年度まで継続が確定している「みやぎ環境税交付金」100％補助金を活

用して、経費の削減効果が大きい大型の防犯灯や道路照明灯のＬＥＤ化を早目に実施すること

により、ＣＯ２の削減と光熱費の縮減に努めてまいりたいと考えております。 

  大綱３点目、さくら観光実態調査、３点ほどございました。 

  まず１点目と２点目は一括してお答えをさせていただきたいと思います。 

  平成28年度の白石川堤一目千本桜観光実態調査事業では、外国人観光客の満足度を調査する

ため、平成29年度の６月末まで繰越事業として次の３つの事業を実施しました。 

  １つ目は、インターネット調査分析として、台湾に住む台湾人200人を対象にアンケート調

査を行いました。インターネット調査からは、来訪目的の上位に「桜などの日本の四季を体験

したい」との意見がありました。しかし、まだまだ一目千本桜を中心に花見スポットを立体的
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に引き立たせる情報発信が不足していることや、その前の段階として東北の地域そのものの認

知度が高くないこと、さらに、日本国内においても桜の名所としての認知度が低いことが見え

てきました。 

  今後、町単独ではなく、近隣エリアの魅力と連携した中での広域ルートの設定や国内外に向

けたプロモーションなどを積極的に展開してまいります。 

  ２つ目は、受入施設意識調査分析として、地域の宿泊・交通・商業事業者・観光事業者を対

象に、柴田町、大河原町の39人に対してヒアリング調査を行いました。 

  受入施設意識調査からは、柴田町や大河原町への外国人来訪者はまだ多くないものの、国別

には台湾が39％、中国（香港）が15％の順になりました。ここ数年、東北観光推進機構が行っ

た台湾での東北六県感謝祭でのプロモーションや、宮城県が行った香港でのラッピングバスの

運行など、観光プロモーション活動の成果が出始めております。町内の店舗などにおける外国

人の来店意識については、外国人観光客の応対に不安要素はあるものの、全体で84％が歓迎ム

ードであることが見えてきました。 

  今後は、観光に携わる方を対象にした接客や外国語の勉強会を引き続き行うことに加え、外

国人観光客の誘客を行うことの意義や必要性を広く住民に知らせる機会を設けたいと思います。 

  ３つ目は、観光スポットモニター調査として、日本在住の外国人13名、台湾、中国、韓国、

アメリカ、ドイツ、オーストリア、グアテマラ、レバノン、アルジェリアの９カ国の出身者で

ございますが、参加してモニターツアー調査を行いました。 

  モニターツアー調査からは、一目千本桜を中心に「白石川と桜」「蔵王と桜」「電車と桜」

といった組み合わせによる相乗効果が高いことが明らかになりました。 

  今後の対応策として、散策モデルルートを設定したり、途中のんびり休憩できるようベンチ

や休憩コーナーを設置したり、見どころを見逃さないために多言語での案内表示を強化する必

要があることが課題として見えてきました。 

  今後は、これらの各種調査をもとに、インバウンド観光を推進するための具体案を柴田町と

大河原町の両町で策定いたします。 

  ３点目、日本版ＤＭＯの登録の進捗ですが、観光庁による日本版ＤＭＯの候補法人の登録要

件として５つの要件を満たす必要があります。皆さんも多分初めてでしょうが、長くなります

が、ちょっと５つの条件をお伝えいたします。 

  １つ目の条件、観光地づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成。２つ目に、デ

ータの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定、ＰＤＣＡサイクルの確立。３つ目は、観光
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関連事業者と戦略の整合性に関する調整・仕組みづくり。４つ目は、法人格の取得や責任者の

明確化及び専門人材の確保。５つ目は、安定的な運営資金の確保が条件となっております。 

  秋本議員の質問の内容は、２つ目の要件に該当するものですが、ことしの桜まつりにおいて

各種調査を行い、戦略の策定に向けて分析を行った結果、柴田町の魅力は、やはり白石川堤一

目千本桜であり、四季の花々と歴史が息づく船岡城址公園であることが示されましたので、今

後も「花のまち柴田」の知名度アップによるにぎわいづくりをコンセプトに事業に取り組んで

まいります。 

  具体的な戦略展開といたしましては、平成28年度に引き続き、「東北観光復興対策交付金」

を活用し、「白石川堤一目千本桜観光実態調査事業」「白石川堤一目千本桜観光連携体制の構

築及び観光人材の育成事業」「インバウンド及び観光ツアー客を呼び込むためのプロモーショ

ン活動事業」「白石川堤一目千本桜おもてなし環境強化事業」「白石川彩空間魅力アップ事

業」の５つの事業を具体的な戦略として、それぞれＫＰＩ指標を設定して取り組んでおります。 

  こうした事業戦略を持続的に展開する推進組織として地域ＤＭＯがありますが、おかげさま

で平成29年２月９日にインバウンドの誘致を目指し、宮城県南の４市９町で構成する「宮城イ

ンバウンドＤＭＯ推進協議会」が設立されました。その後、３月17日には、同じエリアを対象

とした地域ＤＭＯ「一般社団法人宮城インバウンドＤＭＯ」が設立され、その後日本版ＤＭＯ

に登録されました。 

  町では、これまで地域ＤＭＯの登録を目指してきましたが、このように先行して県南４市９

町をエリアとして地域連携ＤＭＯが設立されたことから、民間の地域連携ＤＭＯとの連携を優

先し、現在日本版ＤＭＯへの登録は、国からの支援メニューなどを見きわめてからでも登録は

遅くはないとの考え方に立っております。 

  なお、推進組織については、平成30年10月を目指し、観光物産協会に「花のまち柴田」イン

バウンド推進協議会を統合し、地域ＤＭＯの機能を新たに備えた法人として「(仮称)一般社団

法人観光まちづくり公社」の設立を優先に取り組んでまいります。 

  なお、大綱３点目におきましても、秋本議員の質問内容によっては反問権を行使させていた

だく場合もありますことを申し述べさせておきます。 

○議長（髙橋たい子君） 秋本好則君、再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） その前にちょっとお聞きしたいことあるんですが、１問目と３問目の反

問権ということなんですが、これは全部終わった後に反問を受ければいいんですか、それとも

１問ごとに受けていけばいいんですか。 
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  それと、このカウント、時間に含まれるのか含まれないのか、その辺のあり方をちょっと説

明お願いしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 暫時休憩いたします。 

     午後２時２７分  休 憩 

                                            

     午後２時２８分  再 開 

○議長（髙橋たい子君） 再開いたします。 

  秋本議員、再質問ありますか、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） それでは、まず１問目についてお聞きしたいと思います。 

  全体の計画をつくるために策定委員会なり担当者会議が開かれているという話だったんです

が、何度ほど開かれているのかについてお聞きしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） お答えします。 

  担当者会議につきましては１回でございました。策定委員会は３回でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 済みません、もう一回これは確認なんですが、策定委員会のトップ、責

任者というのは副町長というふうに考えてよろしいんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） 委員長は副町長になっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） はい、わかりました。 

  それで、ここに策定委員会のほうで進められている形なんですが、個別計画云々という話が

ありましたけれども、いきなり個別計画に入っていっているんでしょうか。それとも、全体的

なプランをつくりながらという形で進めておられるのか、そこについてもう一回お聞きしたい

と思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） 今年度に入ってから個別施設計画の業務も含めるということで、要

綱の改正なり、あと現在の進捗状況ということでご説明している段階で、まだ実際に個別の計

画の策定段階には入っていない状況だということでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 
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○７番（秋本好則君） 先ほどの町長の答弁の中に、これから進めていかなければいけない事項

として最適な配置計画をもう一回つくり直したいということがあったと思うんですけれども、

ここについてはどのような考えが最適と考えられておるのか、今どういうふうな考えで持って

おられるのかお聞きしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） 公共施設等総合管理計画のやっぱり目的というのは、統廃合だった

り、それから用途の変更、それから長寿命化、そういったものを含めて全体的に考えるという

ことですので、本当にまちづくりの基本となる町の公共施設をどのように配置していくかとい

うようなことが考えられることなのかなということです。ですので、今後個別施設計画を立て

ていくというときには、具体的な内容に入っていくという段階になろうかと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 今のお話の中で、配置の最適化ということがこれから考えられるという

ことだと思っているんですけれども、ということは、どのようなエリアを考えて最適化という

ことを進めておられるんでしょうか。例えば今42行政区全部ありますよね。42全体を１つとし

て１個１個見ていくということなんですか。それとも、ある槻木地区、船岡地区という形で見

ていくのでしょうか。その最適化というエリアをどのように考えておられるのか、それをどの

ようにこれからやっていくのかということも当然入ってくると思うんですね、その計画の中に

は。どのような考えなのかお聞きしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） 具体的にはこれからということになろうかと思いますけれども、た

だ、町内全体を見回してということだけはやっぱり共通しているのかなと思います。施設の種

別によりますけれども、当然役場の本庁舎といえば１カ所ですし、あと社会教育施設、あと学

校、そういったところによれば、その施設、施設の種類によって地域に偏ることもあるでしょ

うし、その辺はやっぱり町全体としてのトータル的な考え方が反映されてくる計画になるのか

なと思っています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 確かにそのとおりなんです。地域によっては偏りが出るし、バランスの

悪くなってくるということも全町的に考えた場合出てくる。であれば、それをどのような形で

計画をやっていくというルールづくりがまず先じゃないかと思うんですよ。どのような手段で、

どのような目的を持ってこれをやっていくのか、そういうルールづくりを１本決めておいて、
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そして、それに基づいて配置計画を考えていくというのが一つの筋かなと思うんですが、何か

そうなる前に個別的な名称が、例えば槻木であれば体育館をなくす、消防署をなくすとか、そ

ういう具体的な名称が出てくるものですから、ちょっと順序が違うんじゃないかなと私は思っ

ているんですよ。まず、どのような形で再配置、最適化、そして財政面での負担を平準化して

いくという、そのルールづくりを持っていって、そして、それから地域ごとに対する個別計画

なりに入っていくのかなと私は思っているんですけれども、もう一度この辺の順番についてお

聞きしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） それもこれからつくっていくということになろうかと思います。公

共施設等総合管理計画、平成28年度で策定終わりました。これに基づいて策定するということ

ですので、足がかり的には今後、先ほど町長の説明でもありました県の主催します市町村広域

行政検討会議、そちらのほうで情報提供なんかも、先進事例とか、その辺なんかもしていただ

けるということですので、それなんかも含めながら今後検討していきたいというふうに考えて

います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 確かに西高東低といいますか、西のほうではかなり進んでいるところが

あるんですけれども、そこのところで最終的な計画のところで完成したところはないというこ

とを私も承知しております。 

  ただ、それは基本計画なりルールづくり、こういう形で動くんだというそのルールづくりに

時間がかかっているのかなというふうに私は聞いているんです。そういった目的、あるいはこ

ういう形で配置していくというところにはどういうことなのか。例えばブロック化を考えてい

くんであれば、住民自治との兼ね合いをどのように考えていくのか、あるいは行政のネットワ

ークをどういうふうに結んでいって、切れ目がないようなネットワークをつくるためにはどの

くらいのブロックが必要なのかという、そういう下地づくりから入っていかないと、いきなり

個別に入っていくと、ちょっとどこにいったって必ずそこでつまずいちゃうと思うんですよ。

まず、そのルールづくり、環境づくりをつくっていただきたいと思います。 

  それで、パブリック・コメントの件なんですけれども、７件ほど出ているんです。それで、

こちらのほうをよく読んでみますと、どちらも大体これを通して言っていることについては、

説明が不足しているんじゃないかということ、どの項目についても出てくるんですね。例えば

４番目ですか、「今後40年で現在の建築総量の38％を削減する。これは３棟に１棟を取り壊し、



１２９ 

あとは閉鎖することで町民の生活に多大な影響が及ぶのは必至で、町民に犠牲を強いるこれだ

けの大問題を真剣に町民に示し、その解決策を町民とともに探る姿勢が見られません。このパ

ブリック・コメントは何人が見て、何人意見を言うのか。住民懇談会等で説明会に何人の住民

が参加しているのか。このパブリック・コメントを免罪符にしてはならない」というふうに書

いてあるんですが、これを各ところで説明されているという話があったんですけれども、この

コメントを出して計画が出てからどのような説明をされているのかお伺いしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） パブリック・コメントは、制度的にパブリック・コメントを計画策

定段階で受けます。それに対する町の考え方について、それは個別にはお答えしませんという

ことで実施しております。それで、実際の回答につきましてはホームページで回答していると

いうことでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） それは、回答も私読みました。ですけれども、この方々が言っているこ

とは、一度説明して終わりということじゃ足りないんじゃないですかということ、私そういう

意味かなと受け取ったんですよ。何回もいろんな機会に応じてこういう計画がありますよ、そ

して今こういう策定を進めているんですよというその説明が、これからぜひ必要じゃないかと

いうことをこのパブリック・コメントのほうでは言っていると思うんですけれども、その計画

にパブリック・コメントを聞くというのも確かにそのとおりなんですけれども、これからのや

り方として、住民に対する十分な説明というのはあってしかるべきだと思うんですが、その辺

についてはどのような計画でおられますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） そうですね。実際に進めていく中で個別施設計画となりますと、さ

まざまなご意見も出ようかと思います。そういったことも考えられますので、実際に策定段階

になって個別施設ごとの、分野ごとのある程度の青写真ができたら、その時点でやっぱり住民

に説明するなり、パブリック・コメントをいただくなり、住民の意見を吸収する仕組みは必要

だろうなということで考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） ぜひそれは進めていただきたいんですけれども、公共施設等総合管理計

画出されたやつを見まして、これからの進め方というところを読んでみますと、点検・診断を

進める、そして長寿命化を進める、そしてその後に統合や廃止の推進方針を定めるというふう
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に書いてあるんですよね。適宜住民の意見を聞くなり、懇談会で説明するというところがこれ

抜けているんですけれども、これは計画ができ上がってから知らせるという、そういう意味の

計画なんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） ある程度の計画ですと、町としてのやっぱり方針が決まらないと、

まだ住民に提示するわけにはいかないかなということです。ある程度の方針が決まってからと

いうのがいいんだろうというふうに判断しております。 

○議長（髙橋たい子君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 住民懇談会では、今回の公共施設等総合管理計画をつくる総論の話でお

話ししていますと、やはり具体的にこの計画を実施した場合に、施設の統廃合はどうなるんだ

と、そこを示さないとなかなか議論が盛り上がらなかったというのが実情でございます。 

  先ほど秋本議員は最適計画をつくると、ルールづくりとおっしゃいましたけれども、まずは

施設の総合面積をどうするのかということが前提にならないといけないと。新しい施設をつく

れば、この施設総面積はふえるということになります。そうした場合に、どこかの施設を削減

しないといけないわけですよね。そういうところもしないと、単にルールづくり、ルールづく

りと言うんですが、町民にルールづくりと言っても私どもがわかりませんので、恐らく町民も

わからないんではないかなというふうに思います。町民は具体的にどうなるんだと、個別計画

でね。それを知りたがっているんではないかというふうに私は考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） まず、そのことも一応反問かなと思うので、私なりの考えなんですけれ

ども、補足ですか。ああ、そうですか。わかりました。 

  私も先進地あちこち調べてみたことあります。確かに最適な配置計画というときは、それな

りのゾーンをつくっているんですね。例えばそのゾーンごとに公共施設がどのくらい残る。例

えば学校が何校残る、残るって言っちゃいけないです。何校ある。そうすると、例えば集会所

がどのくらいある、公園が幾つある。そういう形で各地域のバランスをとるということが先進

地のほうでは進められている形になっていると思います。 

  そういった形で、各地域をバランスよくというのは、さっきルールづくりというのはそこの

ことを私は言っているんですけれども、各地域、それをどのようなゾーニングをこれからして

いくのかということも当然入ってくると思うんです。そういった形で、その地域にどのくらい

の公共施設が点在するのか、そして、そういったことを平均していくのかという、それが一つ
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のルールづくりかなと私は思っているんですけれども、そういう形には考えられたことはなか

ったでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

○町長（滝口 茂君） 柴田町でゾーンを小さくして、そこにある程度フルセットの施設をバラ

ンスよく配置するのは無理だというふうに思っております。柴田町は全体の中でもまた総合体

育館もない、図書館もないということなので、統合しようにも実際対象となるのがないんです

ね。実際この公共施設等総合管理計画を立てたときの柴田町の公共施設の60％は学校と集会所

ですから。ですから、まだまだ柴田町では公共施設が少ないということでございますので、裏

腹のこの公共施設の総面積の削減と言われると、何もできないということでございます。私の

後の町長さんは何もできないということになるということでございます。 

  １問目反問権を使わせていただきたいと思っておりましたので、終わりのときにはちょっと

言っていただかないと機会を逃しますので、そのときはよろしくお願いしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） それは１問目が終わったという合図をすればいいということですね。 

  確かに総量の中で床面積がどのくらいになるという１つの関門があることは知っています。

ですけれども、それはルールづくりというよりも１つの目安だと私は思っているんですよ。そ

の計画の前に柴田町はどういうまちづくりをしていって、これからどういう計画があるか、こ

れをまずつくるのが先だろうと。そして、その結果として何平米になるというんであれば、そ

れはもう堂々と説明すればいいだけの話です。 

  何も全国平均の3.3に合わせる必要は私はないと思っていますし、逆にそんなまちづくりを

していったら、日本全国おもしろくない町になっちゃいますね。その地域で特色のあるまちづ

くりをしていって、そのかわりこれだけの負担が出てくるという、そういうふうな形に当然な

るんだと私は思っております。 

  それで、ついでなんですけれども、先ほど削減とかいう計画いっぱい出てきているんですけ

れども、その前に意思疎通、例えば先ほどのパブリック・コメントに対する皆の、住民意見を

聞くという話もあったんですけれども、これからは意思疎通というのはかなり大事になってく

るんじゃないかと思うんです。その意思疎通の中には、庁内での意思疎通が当然入ってきます

ね。先ほど策定委員会のほう３回開かれたということなんですけれども、何かそれだけで庁内

の意思統一、意思疎通が十分図られたというふうに考えておられるのか、ちょっとその辺につ

いてお聞きしたいと思います。 
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○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。財政課長。 

○財政課長（相原光男君） 意思疎通十分だったかといえば、十分だったというふうにしか言え

ないと思います。結局、策定委員会で審議すること以外に、実際の作業では各課に依頼するな

り、財政課からそういったことでのアプローチはさせていただいていますので、そういった意

味では補完することもあったということでお考えいただければと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 策定委員会のほうでは、今の課長のお話ですと、財政課のほうから依頼

しているという形なんですが、トップは副町長であれば副町長のほうから各課のほうにこれを

やりなさいというような、そういうふうな指揮系統ではないんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。副町長。 

○副町長（水戸敏見君） 策定委員会の形がトップのうんとすごい指示があるのかどうかという

話はちょっとまた別にして、全員で話し合っていることには間違いありませんけれども、意思

疎通という問題であれば、さまざまなパブリック・コメントを寄せた方たちもやっぱり広域で、

学区、校区で、地域でさまざまな意見があるんですけれども、やはりそこでさまざまな方たち

ともんでほしいと思うんですね。そこに私らが出前講座なり、呼ばれることについては喜んで

説明いたします。その意味の総量計画です。 

  ただ、秋本議員おっしゃいましたように、どちらかというと負のマイナスの計画が必ず出て

きますね、その個別計画の中では。その意味で大きなルールというのは、今回の計画の総量、

38％でしたか、それがある意味のルールです。子どもが何人になったから学校を閉鎖する、地

域の住民が何人以下になったから集会所を閉鎖する、それを今この時点で決めてしまうという

ことはまずできないことで、やってはいけないことだと思っています。それはそのとき、その

とき地域の中のコミュニケーションと地域のコミュニティと一緒に話し合っていきたいという

ふうに考えています。策定委員会ではそのような方針を確認しています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 確かに今の段階で全て決めるということは無理です。それはわかってお

ります。ですから、私ルールづくりと言ったのは方針、ルールづくりというのか、基本的なバ

ックボーンを一つ皆さんに説明しておく必要があって、それを各課全ての方が庁内で意思疎通

をして十分に理解するということが一つ。そして、それが住民のほうに十分知らされるという

ことが一つ。 

  ただ、そのときに38％でしたか、それを減という、それがひとり歩きするような形ではちょ
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っとまずいと私は思っているんです。というのは、それが一つの結果として出てくるかもしれ

ませんけれども、その数字を目標にするというのはどうかなと私は思っているんです。まずそ

れよりも、どのような町にすべきなのかという、そこが話が先じゃないかという、そういう順

番の話なんですけれども。 

  それと、先ほど副町長のほうからもマイナスイメージが随分あるという話です。確かにマイ

ナスのイメージあるかもしれないんですけれども、これを、これある新聞に出ていたんですけ

れども、千葉県富津市のところで市民会議が開かれたんです。そのときに、中学生だそうです

けれども、この説明をしていって、皆さんが意気消沈というか、しょぼんとしているような形

になったときに、その中学生が「人口が減って何が悪いんですか。魅力ある田舎をつくってい

けばいいんじゃないですか」というふうに発言して、それからその会議の雰囲気が変わったん

だそうです。 

  それで、東北芸術工科大学の山崎亮先生も言っておられるんですけれども、縮小、シュリン

クの縮小じゃなくて、縮小しながら充実させるという「縮充」という言葉を新たにつくってお

られますよね。ですから、マイナスというふうに捉えるのと、これから地域が大きくなってそ

こに来る人もふえてきて、みんなに使いやすい施設になっていって、その施設は充実させるん

だという、そういうプラスの面として捉える、これも一つの考え方として大事じゃないかと思

うんですけれども、そういう考え方で捉えていったら、またこの計画づくりというのは変わっ

てくるんじゃないかと思うんですけれども、どのようなお考えなのか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

○町長（滝口 茂君） 公共施設マネジメント計画策定させていただきまして、これから個別計

画ということなんですが、今話を聞いてみると、そう積極的に総面積の縮減、統廃合は、まち

づくりの観点から必要であるものはつくっても構わないというふうに受け取らせていただきま

したし、施設を縮充すること、縮充という言葉よくわかりませんが、縮充することであれば、

あえてこの公共施設管理個別計画に施設の統廃合とか、公共料金の見直しとか、それから民営

化とか、長寿命化とか、そういうものは盛り込まなくてもいいという、余りウエートを置いて

ですよ、ウエートを置いて盛り込まなくて、将来のまちづくりのための公共施設のあり方をこ

の個別計画に書けばいいということなのかどうか、その辺がちょっともう少ししないと、秋本

議員の立ち位置が公共施設マネジメントは、我々は非効率なものは削減して、そして経費を生

み出して将来の財政危機に備えなさいというふうに今までとっていたものですから、違うので

あれば、そこをお聞かせいただければなというふうに思います。 
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○議長（髙橋たい子君） 町長、今のは反問ではない。（「違う、いや、カウントが気になるも

のですから」の声あり）再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 縮充というのは、中の利用者、これを拡大していく。例えば地域、両エ

リアを広域するということは、利用者をふやすということの一つの違う面で見るということも

とれるということですね。それで、私なりの考えなんですけれども、これからどのような形で

公共施設が維持されていくのかという、そのシミュレーションを１つ示して、今のままでずっ

とやっていく。もうそれを選ぶという、選ぶのは住民ですから。でも、これを全部やっていっ

て、人口が減ってくれば、１人当たりの維持費はこのくらいふえますよという、これは当然出

てくると思うんですね、維持管理計画として。そして、それでその形が納得するというんであ

れば、それも一つの考え方だと私は思います。それを住民が選ぶんであればですよ。 

  ですけれども、私はそれは選ばないと思っているものですから、ある程度のところでちょう

どいいところに落ち着くとは思いますが、そこのところは十分話し合わなくちゃいけない。そ

して、どのくらいまでなら維持計画コストがかかってくるのかまで了解もらえるのかというと

ころにかかってくると思うんです。ですから、全国平均のものを持っていって、38％減という

数字が先に立って、そして例えば槻木でいけば槻木小学校をなくす、どこをなくす、体育館を

なくすという、そういう話にいく前にもっとやることがあるんじゃないかなというのが私のこ

の計画に対する話です。 

  一応これで１問目については一問一答を終わらせていただきたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） ただいま町長から秋本好則君の質問に対して反問の申し出がありまし

た。議長としてこれを許可いたします。 

  なお、一問一答でお願いいたします。町長。 

○町長（滝口 茂君） 今の議論を踏まえて、実は槻木地区では、さっぱり公共施設をつくって

くれないと不満が根強く出されております。秋本議員はこうした槻木地区の住民の声を現在ど

のように受けとめているのか、マネジメントを実際に落とし込む際に、槻木地区での公共施設

の配置、施設量はもう十分と捉えて新たな施設はつくり込まないという立場に立っているのか

どうか、それを明確にしていただきたいとまず思います。 

○議長（髙橋たい子君） ただいまの反問に対する答弁を求めます。秋本好則君。 

○７番（秋本好則君） 答弁に対するまた質問でこれやっていいんですか。 

○議長（髙橋たい子君） はい、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 槻木については、確かにそういう話はあります。ですけれども、それは
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老朽化が随分絡んでいる話じゃないかと思うんですよ。ですから、それをイーブンな形で持っ

ていって、先ほど私エリアという話を持っていきましたけれども、そういう形で今と、例えば

船岡地区と同じような老朽化、老朽化っておかしいのかな、そういった十分に使える施設があ

るんであれば、それはそれで説明することは可能だと私は思っております。 

○議長（髙橋たい子君） 町長、再反問ありますか。どうぞ。 

○町長（滝口 茂君） 秋本議員は、総括質問の中で、総括質疑をして、秋本議員の2016年11月

19日の14号で公共施設の件に対して感想を述べておられます。「私は町の施設を決めていくの

は町長と思っていましたが、違うようでした。将来の町民に使えない施設の維持費を支払わせ

ることは、私はできないと考えております」とありますが、柴田町において利用状況に、もち

ろん濃淡はあるものの、使えない施設はないと思っておりますが、使えない施設とは秋本議員

想定施設はどういう施設なのか、具体的にお答えください。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。秋本好則君。 

○７番（秋本好則君） その形のときは、現在の話というよりも、これからこのまま手つかずで

補修しなければ使えない施設が出てくるということで話をしたつもりでした。ですから、維持

管理計画をつくっていって、どのくらいお金がかかるんだということを、これから蓄えていか

なければ維持管理ができずに、一度あそこに船岡の体育館がありましたけれども、壊すことも

できないというような、そういう状況がこれから出るかもしれないという、その前提でお話を

していたつもりでした。 

○議長（髙橋たい子君） 町長、再反問ありますか。どうぞ。 

○町長（滝口 茂君） 再々質問もあれなので、エンドレスで続くとご迷惑かけますので、これ

で終わりますが、今のところ具体的なそういう施設はないということでございました。それで、

これまでもやっぱり住民の合意形成というのを盛んに強調されておりましたので、もう具体的

に公共施設等総合管理計画の個別計画を策定する際に、総合体育館、図書館の建設ということ

が出てきますが、それは施設の総面積をふやすことになるので、公共施設等総合管理計画上に

ついては反対と。 

  一方、施設の総面積の縮減を目指すこの計画を具体的に実践する際には、総合体育館を建設

した場合の槻木体育館の廃止、柴田小学校や槻木事務所、柴田消防署槻木派出所の統廃合、さ

らに、民間活力として槻木保育所の民営化には賛成ということでいいのかどうか。研究者の中

には総論賛成、各論反対だけでは机上の上だけのプランに終わるということが懸念されている

という方もいらっしゃいます。そろそろこういう具体的な案件がまな板に乗ってきますので、
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秋本議員の立場を槻木の住民に明確にしていただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。秋本議員。 

○７番（秋本好則君） これも何回も、先ほども言ったつもりなんですけれども、新しい施設を

つくっちゃいかんということは私はどこにもないと思うんです。必要なものはつくればいいで

す。ただ、つくることによって、各住民に対する負担額がこのくらいふえますよ、これは当然

つくると同時にこれは示さなくちゃいけないと思います。そして、それが受け入れられるんで

あれば、そして、それが柴田町の財政として可能であれば、将来世代に対する責任も果たせる

んじゃないかと。あくまでその立場で言っております。ですから、何を潰す、何をなくす、何

を建てる、その計画の前に幾ら負担ふえるんだ、そして、これから次の世代にどのくらいの借

金を残していくんだ。まずそれを明確にしていって、それから得られる言葉ではないかと考え

ているのが、私のスタンスです。 

○議長（髙橋たい子君） ほかに反問ありますか。 

○町長（滝口 茂君） 安心いたしました。それでつくらせていただきます。 

○議長（髙橋たい子君） 秋本好則君、次の質疑をどうぞ。 

○７番（秋本好則君） ちょっと今のに補足。 

○議長（髙橋たい子君） 次の質疑をしてください。 

○７番（秋本好則君） はい、わかりました。じゃあ次の質問に移ります。 

  ＬＥＤに切りかえることなんですけれども、今柴田町でどのくらい数があるのかなというこ

とで少し出してもらいました。それで、まちづくり政策課分、あるいは都市建設課分、農政課

分とあるんですけれども、これをちょっと私なりに計算してみたんですよ。これを全部今既存

灯、蛍光灯とかいろいろ使っていますので、これをＬＥＤにかえていったときどのくらい下が

るかなと単なる電気代として計算してみると、約1,000万円電気代として下がるんですね。こ

れからいろいろなやり方ありますので、今計算したのは単純に電気代だけです。ですから、こ

れをどのようにやっていくのかということで、そのやり方についてお聞きしたいんですけれど

も、どのような計画をされているのかお聞きしたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 現在、宮城県の環境交付金事業ございます。そちらの事

業を活用いたしまして、事業を推進していると、ＬＥＤに切りかえているというところでござ

います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 
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○７番（秋本好則君） 多分みやぎ環境交付税を利用ですね。そうすると、大体105灯ペースぐ

らいでいっているんで、この計画でいくと全部取りかえるのに21年かかるという計算なんです

ね。電気代が毎年1,000万円ぐらいずつ安くなっていくのを、ただ指をくわえて見ているのか

なという感じがするんですよ。私はもったいない感じがするんで、今でもすぐ取りかえちゃえ

ば来年度1,000万円浮くわけですからね。だから、その改革を何かないかなというふうに考え

ていきますと、例えば環境省のほうでやっている補助計画の中で、ＥＳＣＯ計画とか、リース

のやつがありますけれども、これについては検討されたことありますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町民環境課長。 

○町民環境課長（安彦秀昭君） ＥＳＣＯ計画、仙台市のほうで実施しているようなんですけれ

ども、民間の資金等を利用してする計画なんですけれども、まだ本格的には検討はしておりま

せん。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） リース計画についてはどうでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町民環境課長。 

○町民環境課長（安彦秀昭君） 環境省の平成28年度、29年度にかけての導入事業なんですけれ

ども、先ほど町長の答弁でもありましたように、効果のほうまだ精査してない。費用のほうに

ついては、この事業について新しく導入し始めようと、あと小規模自治体に補助しようという

ような目的でございましたけれども、導入について、調査等については800万円の上限、補助

100％の補助つくんですけれども、取りつけ費については、上限2,000万円で３分の１補助とい

うことで、一般財源の持ち出しが、なおかつリース方式じゃないとだめだということで、購入

よりも割高、確かにリースですと、支払いは平準化されますけれども、支払いが大きくなると

いうことで、費用は町の持ち出しが多くなるということで、まだ効果のほうが精査していませ

んので、申し込みはいたしませんでした。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） ８月８日に岩沼市がリース方式で切りかえるという新聞報道がありまし

た。私も岩沼市に行って聞いてきました。10年間契約で全部やっているんですが、ここは年間

580万円浮くという試算が出ております。それで、そのほかに名取市ももう終わっているんで

すね、名取市は。そこにも行って聞いてきました。今より安くなります。高くはなりませんが、

どのような形で現在よりリースすると高くなるというふうな計算なんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 
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○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 現在200灯ほど道路灯と防犯灯ございます。まだＬＥＤ

にしてないやつでございます。こちら私どものほうで専門家にお願いしたわけではないんです

けれども、ネットでカタログなんか確認しながら試算ということでいたしました。全部をいた

しましたところ、１年間で電気料の削減は約1,000万円潤うということですね、節減されると

いうことですね。あとは今度実際にＬＥＤつけるためにはＬＥＤの灯具も必要です。それ購入

しなければなりません。あとは工事もかかりますということで見ていきますと、金額は全部一

気にやった場合は２億円を超すという計算が出ました、試算でございますが。今秋本議員のほ

うから環境省のＬＥＤの補助事業というようなものがあればリースということで、10年リース、

10年分割ローンということなんでしょうけれども、２億円ぐらい出るものを10年ですので、

2,000万円ぐらいずつお返しをしていくということですね。１年で2,000万円返して、電気料は

年間で1,000万円ということを見た場合、大体1,000万円ちょっとぐらいのさらなる負担が出る

んではないかという試算をさせていただいたところでございました。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 岩沼市にお伺いしたところですと、取りつけから修繕までをリースとし

て契約しているという形なんですけれども、そういう計画というのは柴田町はとれないという

考えですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 今環境省の補助の事業のお話でございますけれども、環

境省のほうでは環境省、また財務省のほうの確認もちょっと、直接電話はいたしませんけれど

も、いろいろと情報をかき集めたところ、財務省のほうでは次年度については廃止に向けた方

向で考えているというような報道等もございました。環境省のほうも同様の考えでございます

ので、新年度はこの補助事業はなくなるのではないかというふうに見ているところでございま

す。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 私も岩沼市、名取市とお聞きしてきたんですけれども、まだ来年度はあ

るという話を私は聞いたんですよ。ですから、あるというお話でちょっとお話ししたいと思う

んですけれども、岩沼市の場合ですと、取りつけ工事からメンテナンスまで含めた形のリース

契約をされているということで、それを含めても年間1,150万円ぐらいという形で契約されて

いるようなんですね。 

  名取市の場合、これちょっと言っていいのかわからないけれども、これよりもうちょっと安
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いリース金額でした。これは契約書を私見せてもらいまして、実際この計画でやっているとい

うことは確認しております。ですから、しかも同じ補助金を使っているわけですから、来年度

あるという話で今話ししますけれども、何かやれるんじゃないかなと私は踏んでいるんです。 

  例えば同じ条件でもしやっていった場合、そうすると、名取市、岩沼市と同じような契約で

結んだとすると、それと維持管理費、柴田町450万円ぐらいかかっているようですので、それ

全部足していってそこからリース代引くと、大体三百五、六十万円年間浮くんじゃないかなと

私なりの試算なんですが、出てたんですよ。そうすると、これをかえていって、毎年お金がで

きるんであれば、例えばですよ、とらぬタヌキの何とかじゃないんですけれども、例えば人材

育成に回せば奨学援助制度、今376人利用されているんですけれども、その方に１人１万円ず

つプラスして渡せるくらいの金額なんですよね。 

  例えばあと同僚議員がお話しありましたけれども、給付型の奨学金ということも質問に出て

いたんですけれども、この方今５人ぐらいを10人ぐらい給付型にすることを可能な金額にはな

るんですよね。ですから、来年多分あると思います。私聞いている範囲ではあると聞いていま

すので、ただ１回限りらしいので、１回だけ、来年度だけということでは聞いています。です

から、もしなかったら済みません。これはなしの話なんですが、今から準備されていって、そ

してかなりきつい条件がつくようですので、とにかくすぐに手を挙げるということを進めたい

んですけれども、あればやりますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） はい、先ほど申しましたように、試算ということで出さ

せていただいたことで今ご答弁させていただきました。専門の方に試算をしていただいて、そ

れで町にとってメリットがあるというようなことが確認できるかどうかということを精査させ

ていただいた上で、判断させていただきたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） それと、みやぎ環境交付税についてお聞きしたいんですけれども、550

万円でしたか、もらっている。これは使い道、例えばどこのＬＥＤ照明とか、そういう使い道

についての制限あるんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） 場所についての指定はございません。どこのというのは

ございません。柴田町のということでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 
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○７番（秋本好則君） それでは、みやぎ環境交付税のほうを例えば各学校なり、公共施設の室

内の照明に向けるということも可能で、そうすると、例えば来年もしあると、あると私は思っ

ているんですけれども、環境省の補助金のほうを街路のほうに回して、そういうすみ分けをす

るということも設計上可能かなと思うんですけれども、どうでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。まちづくり政策課長。 

○まちづくり政策課長（鈴木 仁君） そちらの環境交付金事業のメニューでございますけれど

も、対象は街灯、防犯灯、あとは商店街、都市公園等の屋外照明などとなっておりまして、ち

ょっと学校という文字が見当たりませんので、済みません。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） それでは、先ほどの環境省の補助金の中に、一つ調査費用とＬＥＤの照

明導入補助事業とあるんですが、そのほかに商店街における街路灯のＬＥＤというまた別項目

があるんですけれども、これについては検討されたことないでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町民環境課長。 

○町民環境課長（安彦秀昭君） 先ほども申し上げたとおり、確かにメニューにはございます。

ただ、その費用対効果、精査、町自体もしておりませんので、商店街のほうについてもまだ精

査しておりませんので、これも費用対効果考えてみたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） ですから、この後にそういった計画をつくるときに、一つこれ私の提案

なんですけれども、今太陽光発電なり、いろんなところで固定買い取り制度で電力の買い取り

が行われているんですけれども、これは永久に続くんじゃなくて、民間用で、民生用であれば

10年、産業用であればたしか20年で契約が一旦切れるはずなんですね。そのときに、そういっ

たエネルギーを地域のエネルギー、そういったものを柴田町で買い取るという形もこれからで

きるのかなと思うんですよね。 

  そうすると、今まで電気代としてそれを活用していって、例えば蓄電池をもう少し容量をふ

やしていって、そちらにバッテリーで蓄えることがもう少し可能になれば、吉田議員から話が

あった非常時の販売機、ああいったところの電力も使える。何リットルかは保存されているは

ずなので、そこに温かいお湯を出すということも十分可能かと思うんですけれども。そして、

それが地域の外に出ていったお金が、それを柴田町が買い取るということで、地域循環型にも

また寄与するんじゃないかと思うんですけれども、そういう考え方というのも、これから私も

提案としてあるんですけれども、ちょっと今初めて聞かれると思うんですけれども、感想だけ
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でもちょっとお聞かせいただければ。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町民環境課長。 

○町民環境課長（安彦秀昭君） ちょっと初めて聞いたので、答弁になるかわかりませんけれど

も、そういった蓄電も利用するというのも一つの環境に対する方策だと思いますけれども、費

用対効果もありますので、蓄電施設どのくらいかかるのかというのも今のところわかりません

ので、それも含めてこれからやっていかなくちゃならないことだと思いますけれども、考えて

いきたいと思います。どうもありがとうございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） それでは、３問目に移らせていただきたいと思います。 

  私がここでお聞きしていたのは、これももう本当に何回もここで訴えていることなんですけ

れども、どのような人が来て、どのくらい滞在していって、どこに行くのか、年齢構成はどう

なのかという、そういったマーケットリサーチを全てやっていかないと、柴田町の観光に対す

る政策に生きないんじゃないかなということでお聞きしていたんです。それに対する戦略とい

いますか、実態調査を行いますという話があったものですから、それが結果どうなったのかと

いうことをお聞きしたかったんですが、柴田町の調査を行ったというふうに、先ほど町長の答

弁のところであるんですけれども、その結果というのは出ているんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。商工観光課長。 

○商工観光課長（斎藤英泰君） 今回の事業は、あくまで外国人を対象にした調査というのが原

則になっております。その関係で、先ほど町長答弁にありましたとおり、３つ調査を行ってお

ります。まず１つは、インターネット調査を行いまして、特に今、宮城県と友好が進んでおり

ます台湾をターゲットにしたアンケート調査、これから台湾の方が来るにしたがって、この柴

田町、大河原町、どういったふうに見られているかというその調査。あと２つ目として、受け

入れ調査ということで、実際に町内宿泊、交通、商工業者、そういった方々の受け入れに対す

るヒアリング調査を行い、そして３つ目として実際に在日外国人の方に一目千本桜を歩いてい

ただいて、いろんなこういうふうに表示板していったほうがいいよとかというような、いろん

な提案をいただいた、そういった結果は今いただいております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） そうしますと、先ほど観光庁のほうから５つの必要な事項があるという

説明をいただいたんですが、この中に入っている各種データの継続的な収集・分析、それに基

づく明確なコンセプトを持った戦略の策定というのがたしか条件に入っていたと思いますが、
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これは外国人のという頭、定冠詞がつくんですか。それとも全体的なものというふうにデータ

と考えるのが条件なのか、どちらでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。商工観光課長。 

○商工観光課長（斎藤英泰君） あくまで今回東北観光復興交付金を使っての事業ということが

原則になりますので、あくまで外国人観光客を柴田町、そして大河原町のほうに誘致するに当

たってのその戦略を練るということになっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） いや、私がお聞きしたのは、日本版ＤＭＯをつくるときの登録の要件、

５条件があったと思うんですね。そのときに各種データ等云々というのがあったものですから、

このデータというのは外国人に限ったデータなんですか、それとも例えば柴田町なら、柴田町

に来る観光客全てというデータなのか、どちらなんですかとお聞きしているんです。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

○町長（滝口 茂君） 反問権ではありません。 

  このＤＭＯの登録の５原則でございますので、今回私どもが東北観光復興交付金、これは外

国人を対象にしているということで、分けてちょっと考えていただきたいというふうに思って

おります。もし観光庁の地域ＤＭＯに登録するのであれば、秋本議員おっしゃったように継続

的なデータ収集というものが必要になるということでございます。 

  当初柴田町も地域ＤＭＯを目指したんですが、目指しても、登録されても余り実はメリット

がないということがわかりましたし、実は登録しないでも柴田町は大河原町と連携して東北観

光復興交付金いただいておりましたので、今回はそのほかにも民間の地域連携ＤＭＯもできま

したし、それからまちづくり会社も新たにできておりますので、柴田町単独でこの観光庁の地

域ＤＭＯに登録しなくても補助金等有利な政策を引き出せるということがわかりましたので、

あえて登録のほうを目指すつもりはなくて、それよりもこのＤＭＯ機能を強化した中での（仮

称)観光まちづくり公社の設立に向かって力を入れさせていただきたいというふうに思ってお

ります。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） そうしますと、今まで町長が述べられていたまちづくり公社関係、それ

とまたこれは違う形でいいんですか。まちづくり公社をそのままやるという形なんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

○町長（滝口 茂君） この観光庁のＤＭＯの登録には当面応募しないということで、あくまで
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もＤＭＯ機能を強化する中で、できれば来年の10月に新たな観光まちづくり公社を目指したい

というほうにウエートを移させていただきたいというふうに思っております。本来であると、

このＤＭＯに登録しないと補助金がもらえないということで、柴田町は地方創生のほうに力を

入れておりましたが、ほかの自治体の情報をつかみましたら、登録しなくても、簡単にと言う

と失礼なんですが、お金をもらっていたものですから、柴田町はそのためにダブルで今補助金

を有効活用させていただきたいということでございます。観光庁の支援は専門的なチームの派

遣とか、情報の提供ということなので、登録してもしなくてもそれは県庁の観光課並びに民間

のＤＭＯから集められますので、あえて登録する必要もないのかなというふうに状況が変わっ

たということでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） わかりました。あくまで私は観光庁のほう、日本版ＤＭＯをやるという

ことかなと思って、それで質問、これ考えたんですけれども、これをやらないというのであれ

ばまた別の話になってきます。 

  ただ、ここに書いてあるこの継続的なデータの収集というのは、これから柴田町の観光を考

えていくときにぜひ必要なことだと思いますし、これ私が議員になってからですから、もう４

年前から同じことを何回も繰り返して、観光客を調べるのに駅の乗降客数だけに頼るのはどう

かな、各道路での動態、交通量調査、あるいはアンケート調査、来る方のアンケート調査やっ

たらどうでしょうかということを何回も私も嫌になるぐらい提案しているつもりなんですけれ

ども、いまだにそのデータは出てこないんですけれども、全くそれは必要ないことなんでしょ

うか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。商工観光課長。 

○商工観光課長（斎藤英泰君） 結論から言いますと、データは必要だと思っております、私も。

その中で、どういったデータを収集するかということで、今具体的にやっているんですけれど

も、各イベントごと、桜まつりから始まりまして、紫陽花まつり、あるいはこれから行います

彼岸花の曼珠沙華まつり、あるいはイルミネーション、そういったイベントの時期に合わせて

来ていただいたお客様にまず反応を、どういったところから来ているかまず確認したり、あと

どういった情報でこのイベントに来たか、そういったようなデータの収集は行います。 

  あわせて何回ぐらいこのイベントに来ていますかというような回数、いわゆるリピーター率、

それとあわせて満足度ということで、今回のイベントに来てどういった感想を持ちましたか、

満足でしたか、そういったようなデータは少なくとも入れておりますので、そういったものを
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参考にしながら、次の翌年のイベント、いわゆる観光事業等に参考にさせていただいておりま

す。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○７番（秋本好則君） 何年か前、二、三年前だと思うんですけれども、隣の大河原町でのデー

タをたしか差し上げたと思うんですが、あそこでいくと、例えば土手に立って船岡から来る人

間、あるいは大河原町から行く人間全部カウントしているんですよね。それで、各道路状況を

全部そこに多分アルバイト頼んでいるんじゃないかと思うんですけれども、そこでチェッカー

で全部カウントしている。だから、何人単位というのが全部出ているわけですよ。そういった

情報がやればすぐできると思うんですよね。さほどお金かかる話でもないと思うので、まずそ

れからやりませんか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。商工観光課長。 

○商工観光課長（斎藤英泰君） 今回、大河原町と一緒に連携事業を今回進めているわけなんで

すけれども、その中で、やはり今までてんでばらばらにやっていたその事業の中で、やはり入

り込み数、どういった形で出しているんですかというような話もする機会がありまして、その

中で、実際そういううちの議会のほうでカウントしているというような話を聞いたんですけれ

ども、大河原町でやっているんですかというような、逆に私のほうから確認したところ、いや、

そういったものはしていませんという事務方のお話でございました。 

  ただ、通行量、そういったものがどれくらい一目千本桜を見に来て、大河原町から柴田町に、

柴田町から大河原町に行っているのか、そういったものは把握するということで、実は今回平

成29年度の事業の中で、そういった通行量調査は２日間だけですけれども、行ってはおります。

そういったものを参考に、今、今後の観光事業の戦略の策定の参考にさせていただきたいと思

っております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○７番（秋本好則君） たしか大河原町からそのデータいただいてお渡ししたと思うんですが、

そのデータは１人、何人というところまでたしかデータ出ていたと思うんですね。カウントし

なくて何人単位という、何十何人まで出ていましたので、それがとれるかどうか私も不安、ち

ょっとわからないんですけれども、ぜひそれをベースにしていろんな計画をつくっていただき

たいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  以上、終わります。 

○議長（髙橋たい子君） ただいま町長から秋本好則君の質問に対し反問の申し出がありました。
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議長としてこれを許可いたします。 

  なお、一問一答でお願いいたします。町長。 

○町長（滝口 茂君） 積極的に観光事業にご指摘をいただいておりますので、確認をさせてい

ただく意味でちょっと反問というより確認させていただきたいと思います。 

  今回、東北観光復興交付金、平成28年度は繰越事業でございました。ですから、平成29年の

４月１日から始まったということです。平成29年度は４月６日に交付決定がありました。です

から、それ以降でないとできなかったということです。その際、秋本議員には現場に出向いて

いただいて、桜マルシェ、おみこし、野点、餅振る舞いといった東北の伝統文化見ていただい

たのかどうか。それから、おもてなし作戦、それから夜桜がメーンでございましたので、見て

いただいたのかどうか、そこから秋本議員分析が得意でございますので、どういう問題点があ

って、改善すべき点があったのか、もし具体的にあれば教えていただきたいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） ただいまの反問に対する答弁を求めます。秋本好則君。 

○７番（秋本好則君） まず、最初のご質問なんですけれども、私は自分で行ける範囲で行った

つもりです。それに私役場の職員でもなければ、自分の仕事もありますので、できる範囲とい

うことしか言えません。それで、歴史のボランティアにも私入っておりますので、その方向の

経験もありまして、できる範囲でやっております。ですから、全て見て、全て参加しなければ

発言することができないというんであれば、それは考え違いじゃないかと思っております。自

分の知った範囲で、自分の見た範囲で私は私なりに町政に対する検証を行っているつもりでご

ざいます。ということです。 

○議長（髙橋たい子君） 町長、再反問ありますか。 

○町長（滝口 茂君） もちろんそれで結構でございます。それ全てやられたんでは町長の立場

がなくなりますので、できる範囲内で参加していただきたいというふうに思います。 

  それで、秋本議員は、2016年５月15日の秋本レポートで、柴田の観光のＳＷＯＴ分析をされ

ておりました。そのときにこの議会でも質問されました。柴田町の観光で内部の弱さという点

で５つございました。公共施設、公共交通基盤の弱さ、それから桜の寿命と更新のおくれ、近

隣市町との連携が少ない、名産品が少ない、ホームページの情報発信力が不十分というふうに

指摘されました。 

  その後、町では国の補助金等を活用し、改善に努めておりますが、秋本議員自身の見た範囲

内でのＳＷＯＴ分析によって、こうした柴田町の弱さは改善されているのかどうか、まだ残っ

ているのかどうか伺いたいと思います。 
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○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。 

○７番（秋本好則君） 私のレポート読んでいただきましてありがとうございます。まず、この

ＳＷＯＴ分析なんですけれども、これレポートにもたしか書いてあると思いますし、ここでも

発言したと思いますが、私なりの分析だというふうに断っていると思います。ですから、これ

は分母が多くなっていって、客観的がふえればふえるほど、より正確な分析ができると思って

おります。これはあくまで私のやった分析ですので、正確に柴田町の現状分析ができているか

どうかは、これは私も自信ありませんし、多分専門家が見れば違う分析になると思います。 

  ただ、私が考えていた範囲でこのＳＷＯＴ分析をやると、こういう形になりますという前提

でお話ししたつもりですので、違いますか。そういうふうに私は言ったつもりですが。 

○議長（髙橋たい子君） 再反問ありますか。町長。 

○町長（滝口 茂君） それは十分承知しておりますので、その分析した時点と今回東北観光復

興交付金、できる範囲で皆行かれて、この秋本議員が問題点とした点について、秋本議員どう

だったのかという秋本議員の分析を聞きたいというのが先ほどの趣旨でしたので、よろしくお

願いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。秋本議員。 

○７番（秋本好則君） 私なりに分析、分析したらいけないんだな。私なりに経験した範囲から

私なりの考えをじゃあ述べさせていただきたいと思います。 

  私は日にちはちょっと忘れたんですけれども、連絡橋を通りまして、下のほうの広場で演奏

されている話も確認しましたし、三の丸のほうに戻ってきて全体を眺めたこともあります。そ

のときに言われたのは、桜の連絡橋の下で、私の友人がギターを弾いて演奏しているんですね。

それで、すごくいい歌だったんですが、その後ろのほうで応援団が太鼓を叩いてやるというの

がちょっとアンバランスを感じたんですよ。それを全体的に統一するマネージする人がどうだ

ったのかなということは私はその場で感じました。 

  それと、三の丸のほうに戻ってきたときに、本当に人が少なかったんですね。それで、その

終わった後、何日ごろだったかちょっと忘れたんですけれども、あそこで買ったものに対して

食あたりを起こしたのか、すごい腹痛を起こして医者に行ったという人から直接訴えられたこ

とがありまして、どうなのかなという形で非常に不審に思ったことはあります。ですから、全

体的なマネージというのを誰か統一して行う人がこれから出てくれば、よりよいお祭りになる

のかなとは感じております。そういうふうな私の考えでした。 

○議長（髙橋たい子君） 再反問ございますか。どうぞ。 
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○町長（滝口 茂君） まだまだ秋本議員からしますと問題点があるようですので、今後も改善

していくために投資をさせていただいてよろしいかということだけお伺いして終わりたいと思

います。（「ちょっと聞き漏らした」の声あり） 

  今の分析によれば、まだまだ不十分な点がございましたので、これからも改善のために努力

をさせていただく、そのときには投資をさせていただいてよろしいかお伺いして終わりたいと

思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。 

○７番（秋本好則君） 方向づけは私は正しいと思っているんです。ただ、そのときに全体のマ

ネージする、先ほど言いましたけれども、そういったこともこれから含まれていって、いろん

な人の意見を聞いて進めていただければありがたいと思います。 

  以上です。 

○議長（髙橋たい子君） ほかに反問ありますか。 

  秋本好則君、次の質疑をどうぞ。（「終わります」の声あり） 

  質問ありませんかということでございました。 

  これにて、７番秋本好則君の一般質問を終結いたします。 

  ただいまから休憩いたします。 

  ２時45分再開いたします。 

     午後 ２時３３分  休 憩 

                                            

     午後 ２時４５分  再 開 

○議長（髙橋たい子君） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

  次に、12番森淑子さん、質問席において質問してください。 

     〔12番 森 淑子君 登壇〕 

○12番（森 淑子君） 12番森淑子です。大綱１項を質問いたします。 

  どうなる介護予防・日常生活支援総合事業。 

  総務省の人口推計による総人口が2008年をピークに減少する一方で、内閣府の平成28年版高

齢社会白書によれば、2015年10月現在の65歳以上の高齢者人口は3,392万人で、高齢化率は

26.7％となり、総人口が減少する中で高齢者が増加することにより、高齢化率は上昇を続け、

2035年に33.4％になるとされています。 
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  加齢に伴い、有病率、要介護率、認知症が増加することが懸念されています。一方で世帯数

はふえています。当然１世帯当たりの人員は減少しており、単独世帯、夫婦のみ、ひとり親と

子などの小規模世帯が増加していることになります。 

  国勢調査による本町の総人口も、平成17年（2005年)の３万9,809人をピークに減少し、平成

27年（2015年）には３万9,525人となっています。 

  いわゆる団塊の世代の方々が後期高齢者になる2025年を見据え、国は「地域包括ケアシステ

ムの構想」を打ち出しました。地域包括ケアとは、「地域の実情に応じて、高齢者が可能な限

り住みなれた地域で、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、医

療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制」とされ

ています。 

  2017年４月から本町では「介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）」がスター

トしました。新しく始まった総合事業について伺います。 

  １）要支援１・２の方に対して以前のサービスと変わった点がありますか。 

  ２）多様なサービスとはどのようなものですか。 

  ３）生活支援コーディネーターが配置されましたが、その役割はどのようなものですか。 

  以上です。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 森淑子議員、第１点どうなる介護予防・日常生活支援総合事業でござい

ます。３点ほどございました。随時お答えいたします。 

  本年の４月から、要支援１・２の介護予防訪問サービスと介護予防通所サービスの２つのサ

ービスを、保険給付から地域支援事業の新しい総合事業として実施しております。新しい総合

事業に移行しても、サービス内容とサービス単価は同じで、利用者にはこれまでと同様に利用

していただいております。現在の利用人数については、更新時において介護予防サービスが新

しい総合事業に切りかわっていくので、利用者は21人となっています。 

  今後、生活援助を中心としたサービスは、介護福祉士等の資格者でなくてもサービス提供が

できることから、移行したサービスの人的基準を緩和し、新しい生活支援サービスとする予定

です。 

  ２点目、多様なサービスですが、４月から地域支援事業に移行した訪問・通所サービスのほ

か、今後、清掃や食事の世話などの生活援助が主となるサービスを人員的基準等を緩和した生
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活支援サービスとして新設します。 

  また、各行政区で実施している高齢者対策の「高齢者の見守り」や「いこいの日」などが実

施されておりますが、このようなミニデイサービスなどは、地域が行う高齢者への生活支援サ

ービスを実施主体への補助事業として実施します。 

  さらに、作業療法士や理学療法士の指導のもと、在宅にて生活機能の改善を短期集中で行う

委託サービスなどを想定しています。 

  多様なサービスについては、生活支援体制整備事業として生活支援コーディネーターが地域

資源の調査を実施しておりますので、この調査を踏まえ、高齢者が生活の中で困っていること

を身近な地域の方々による生活支援サービスとして提供できるよう進めてまいります。 

  ３点目、生活支援コーディネーターの役割ですが、町では、平成27年度において生活支援体

制整備事業に着手し、４名の方に生活支援コーディネーターの委嘱を行いました。あわせてコ

ーディネーター養成研修等を受講していただいたところです。 

  しかしながら、試験的に進めてまいりました生活支援体制整備事業を直営で推進することが

現体制では困難であることから、委託事業として実施することが適切と判断し、今年度から社

会福祉協議会に委託し事業を実施しているところでございます。 

  生活支援コーディネーターは、多様なサービスを構築していくため、地域資源や人材の発掘、

地域によって違う数多くの課題を解決するための地域間のネットワークの構築、さらには、地

域における住民主体の支え合い活動を推進することが主な役割となっております。 

  以上でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 森淑子さん、再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） これまでも何人かの議員の方が総合事業について質問されていて、答弁

の中で要支援１・２の方に対しては、今までどおりのサービスをするということは伺っており

ました。本町で新総合事業が始まって半年たとうとしておりますので、再度確認の意味で質問

したいと思います。 

  新しい総合事業では、要支援１・２が介護保険から外されたということで、不安の声を耳に

します。行き場がなくなるんではないかということですけれども、現在要支援の方とその家族

はもちろんですけれども、高齢になるときょう元気な人もあしたはどうなるかわからないとい

う思いがあります。 

  2025年問題が取り沙汰されておりまして、介護にかかわる費用の削減ということで、次々と

改正が打ち出されております。これから先どうなっていくんだろうという、制度が悪くなるこ
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とはあってもよくなることはないんじゃないかという漠然とした不安を抱えている方が多くお

られて、あすは我が身という思いで、皆さん自分の問題として捉えておられるようでございま

す。町の事業になったということは、初めに確認しておきたいんですけれども、町の裁量次第

でよくも悪くもなるという理解でよろしいんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） この新しい日常生活支援総合事業、これをどのように実施するかに

よって、やはりそのやり方、それから実施とか、ＰＲ、連携というふうな全体については、や

はりやりようによってだと思います。ですから、やはり保険者が責任を持ってこの新しい総合

事業に着手するということが責任があるものと考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 一部の自治体では、もう既に始まっているところでは、現行サービスと

言いながら、単価の切り下げなどを行っているところもかなりあるようですけれども、本町で

はどうでしょう。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 先ほど申し上げました要支援１・２の方が保険給付費から地域支援

の日常生活事業に移ったのは、同じものをまず移行全部しております。内容、サービス単価は

一緒でございます。 

  ただ、今後事業を進めていく上では、この移したサービスは生活援助サービスがメーンであ

るということから、資格者がわざわざ身体介助が必要ないものですから、普通に掃除とか、そ

ういう方をわざわざ介護資格を持っている方がしなくてもよろしいのではないだろうかという

ことで、これについては人的基準を緩和した新たなサービスの設計をしたということで、単価

が切り下げられたというふうな形の言葉を使っているんだと思うんです。 

  ですから、サービスとしては違うものであります。あくまで今までと同じように介護福祉士

等がサービスを提供しているものについては同じ単価で供給をしていきますし、それを人的基

準を緩和したサービスとして生活援助サービスをしたものについて、別サービスとして提供し

ているというふうにご認識をお願いいたします。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） その別サービスの内容と単価は有資格者のものと何％ぐらいの報酬の違

いがあるんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 
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○福祉課長（平間清志君） これについては、具体的に何割カットというふうな形については、

町のほうはまだ新しい人的基準の緩和について設計をしておりませんので、今申し上げること

はできませんが、近隣市町村と全国的な流れからいけば、１割から３割というふうなのが、そ

の中においてそのサービスのちょっと内容とか、時間の配分も違いますので、差が出ているの

が現状です。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 資格のない人たちに支援を頼んで、一番心配されることは、今資格を持

っている方たちの仕事というか、足を引っ張ることになるんじゃないか、報酬の面でもそうで

すよね。現にこの何年かで撤退した事業所が幾つかあると思うんですけれども、やっぱり働く

人が足りないので撤退ということもよくあるようです。 

  何で働く人が足りないかというと、やっぱり３Ｋの仕事でありながら、報酬が低いというこ

とが原因になっているわけで、有資格者であってもそういう状況がある中で、果たして資格の

ない人、資格がないということで単価を切り下げて、資格のある人もない人も一緒にまた待遇

が悪くなっていくんじゃないか。また、事業所のほうで利益がとれないということで、閉鎖と

か撤退とかということにもなっていくんではないかという、それが心配なんですけれども、い

かが思いますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） まず一つは、有資格者と無資格者というふうなところの部分で、同

一事業所の中において身体サービスを行う資格者、それから生活援助サービスを行う方という

ふうに分けてしっかり雇用体系がとれればいいのかなと思います。なかなか難しいことだと思

いますが、今後そういったところで事業所のほうと協議をしながら、先ほど言った人的基準を

緩和したサービス単価を決めていきたいというふうに一つ考えているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 今のところは現状どおりのサービスということでしたけれども、これか

ら高齢者がふえるにつれて介護に要する金額が上がっていくわけですよね。国では上限額とい

うのを設けていて、後期高齢者のパーセンテージがそのまま介護のほうの金額に移行していく

ということなんですけれども、柴田町の場合は何年後かにはやっぱり予算をオーバーするとい

うことになるんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） まず、この新しい総合事業の予算の上限枠というものについては、
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現行のサービス提供をしています実績額に対して、後期高齢者の人口の伸び率を掛けたものが

限度額というふうな形になっていきます。 

  ただ、初年度においては前年度実績額がございませんので、そこのところについては、国の

基準額の算定基準に基づきまして算定された額というふうな形になります。 

  現在、去年まで介護給付費の中の介護予防給付費で支給していました訪問と通所、それから

ケアマネジメントを足しますと、柴田町の場合約7,000万円を超えている金額になっておりま

す。それから算定された金額でことしが一応移行の半分、半分の年になりますので、5,900万

円が本年度の上限額というふうな数字が出ております。それに後期高齢者の伸び率をかけてい

って毎年それが上限額となるわけなんですが、いずれやはり先ほど言った新しいいろんな形の

日常生活の事業を組み入れていけば、必ずオーバーはします。 

  ですから、やり過ぎることはできないんですが、そこで財源をどのように見出すかというの

が、先ほど言った人的緩和をした事業にいち早く移行して、そこから財源を見出すというふう

な形が、今国のほうで考えている給付の抑制というふうな形のものになっているところです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 現在、現行サービスをする事業所、通所型と訪問型何カ所ぐらいあるん

でしょうか。それぞれお願いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 現行サービスの町内事業所ということでよろしいでしょうか。

（「はい」の声あり）現在、町内のほうに訪問のサービスをしているところについては現在５

カ所、それから通所サービスについては12カ所の事業所がございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） これから無資格の人たちも順次緩和、サービスのほうに入ってくるとい

うことですけれども、研修についてなんですけれども、民間の事業所に働いている人について

も町のほうで研修とかはするわけでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 人的緩和をした新しいサービスという形になりますので、町が主体

的に研修会を開いて介護の質を維持するという形で考えているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 厚生労働省は、旧３級ヘルパー研修の50時間程度の研修を想定というこ

となんですが、資料によりますと、50時間研修受けているところは、自治体は余りないように
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聞いていますが、柴田町の場合はいかがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 今出ました50時間の研修というのが、今までのヘルパー２級に相当

する方の半分の時間という形で、新しくそういった地域支援サービスに携わる方、またはそう

いった形で自宅で介護をする場合において、どういったところに気をつけなければならないか

というふうな形で、サービス提供する側ではなくて、自分の家族に介護をする上での研修とい

うふうな形のものになっておりますので、そういったところでは、この事業について新しく利

活用ができるんであれば、町のほうとしてもこの研修を受けた形で進められればと思っている

ところです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○12番（森 淑子君） その場合、人の確保はどのように考えていますか。募集した人員確保で

きるという考えで進めているんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） この事業については、本日のお昼に私のところの手元にデータとし

てこの事業の内容がされました。新聞のほうにシルバー新聞というやつから入ってきたもので

すから、詳細のほうについては、私のほうで確認した、その記事の内容なので、今後どのよう

な形で募集できるのか、それについては事業所のほうとの協議をしながら進められればと考え

ているところです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） じゃあ、もう一度確認ですけれども、訪問型のサービスも通所型のサー

ビスも利用者は今までと同じサービスを受けられるということでいいんですね。訪問型のほう

は、生活支援のほうは緩和型を入るとしても、町のほうではしっかり研修を受けさせると。今

までと差のない支援を受けられるということでいいんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） そのサービスについては、やはり人的基準の緩和型が中心になろう

と思います。これまでと同じものについては、過渡期においてはずっと同じようにサービスの

提供は、今までと同じようにサービス事業所のほうでしていただきます。 

  ただ、それを続けていけば、ほかの日常生活総合支援事業の新しいサービスに取り組むこと

が財源上難しい状況になりますので、そこではやはり人的基準を緩和したサービスに移行した

形で進めていくという形になろうかと思います。 
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○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 任意事業について３とおりあるようですけれども、介護給付費適正化事

業、それから家族介護支援事業、その他の事業とありまして、それは今までとそのまま移行の

ように町で配付した資料には載っているんですけれども、その中身について説明をお願いした

いと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 現在町のほうでは任意事業という形で進めているものについて、介

護保険の適正化事業に着手しておったり、それから生活保護受給者の認知症共同生活の入所に

対する居住費の援助、それから成年後見人制度、そういった形の事業に取り組んでいて、この

ままその事業内容については継続していく予定でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 生活支援サービスの件なんですけれども、コーディネーター、先ほど４

人ということでしたが、１層、２層、３層と制度上は分かれているようですけれども、それぞ

れその４人の方はどのような関係にあるんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） ただいま27年度において４名の方をこちらのほうからコーディネー

ターとして任命して研修を受けていただきました。先ほど町長の答弁で申し上げたとおり、今

年度から委託という形にかえさせていただきまして、第１層のコーディネーターについては１

名、それから第２層の中学校単位のコーディネーターという形で３名の方を任命しているとこ

ろでございます。 

  コーディネーターの役割といった形については、第１層の方々については、町全体の地域支

援サービスの資源の発掘、ネットワークの構築、制度の推進というふうな形で、全てにおいて

担当するという形になります。さらに中学校区を担当します第２層のコーディネーターにつき

ましては、その地域にあってサービスの今度実質的な推進、実施のためのほうの部分をメーン

にというふうな形で、若干第１層では全体を見て、それから第２層のほうは中学校のほうでサ

ービスを実質的に提供できる体制の推進という形のものの視点で動いていただいているところ

でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○12番（森 淑子君） ３層という方は今のところは必要ないというか、探してもいないという

ことなんでしょうか。１層、２層の方が確保できれば回していけるというお考えですか。 
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○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） ３層のほうは、実際にサービスの提供になってからというふうな形

で今のところは考えております。３層のコーディネーターについては、実質的には今のケアマ

ネジメントをしております方に近い状況で、地域にあってケアマネジメントをしていただくの

を第３層のコーディネーターというふうな形でおりますので、今後地域ごとにいろんな形の地

域サービスが出てくると思いますので、その中において任命して活動していただきたいと考え

ているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○12番（森 淑子君） コーディネーターの方が資源の発掘をされているようで、あちらこちら

回っていらっしゃるというのは聞いていましたけれども、これからどのような形にしていくと

いうお考えでしょうか、発掘された資源。資源がどういうものかの説明と、どのようにこの事

業の中に組み込まれていくのかお願いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 今年度において委託をしまして、現在、地域のいろんな形の資源、

介護保険にかかわらず、地域のいろんな資源について、今行政区に対してアンケート調査をい

たしまして、その回答をいただいたところでございます。 

  今取りまとめをしているところでございますので、その中にあって、特に今回介護保険に係

る地域の生活支援という形のサービスについて、地域でおもしろいことをやっていたり、また

はこれが全体的に広まればいいと思われる事業について、今後制度設計をして、補助事業にの

っとって、それが全体に広がることができるか検討しながら、制度確立をしてサービスにつな

げていきたいというふうに考えているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 資源の中身がちょっとよくわかりにくいんですけれども、補助事業にし

ていくということは、町で補助金を出して運営できるような形をつくっていくということでし

ょうか。ＮＰＯのような形にしていくということなんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） ちょっと勇み足だったと思います。今後のサービスの提供、日常生

活支援の総合事業のサービスの供給のあり方については、今までの保険、先ほど言った人的緩

和基準のように、保険給付と同じような形で提供されるもの、それから、事業所やＮＰＯ団体

とか法人に委託してサービスを提供する場合、それから地域の方々に補助金としてやっていた
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だく事業という形で進めるもの、そういった形で形態についてはおのおのばらばらに適切に合

わせた、その地域に合わせた形の資金というふうな形で財政的な動きになるかと思いますので、

その中で言う地域のサービスについては、委託ということよりは補助という形で進めたほうが

いいだろうということで、地域サービスについては補助の形をとって進めていきたいというこ

とでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 今の件なんですけれども、今行政区でいろいろ、行政区自身がやってい

るのもあれば、個人的にサークルをつくって地域の高齢者と一緒に食事をしたり、体操したり

というグループとたくさんあると思うんですけれども、その中で補助できる部分はしていける

かもしれないという程度ですかね。動き出さないとわからないということでよろしいですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 議員のおっしゃるとおりです。今後制度設計の中で適切な形という

ふうになろうかと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 去年、おととしから早目に始まった自治体では、何か試行錯誤しながら

いろいろなやり方を模索しているようにいろいろ読んでみると思えるんですけれども、柴田町

もまず始まったばかりということで、これからどんなふうな形になっていくのか半分楽しみで

もあり、半分ちょっと心配というところもあります。 

  それで、よその自治体のほうを見てみますと、いろいろな形ありますね。１つは卒業促進型

というのがあります。和光市や桑名市がやっているような集中的に支援をばっとしていって、

要介護になった人を要支援にする、要支援から自立にする、自立からボランティアができる状

態までいったという例もありまして、何か安倍首相が感激して和光市に見学に行ったとかとい

う話も聞きましたけれども。和光市の場合は9.4％ですか、要介護率。びっくりするような数

字なんですね。 

  柴田町のほうは14％台で、14％台というと、和光市のある茨城県と同じで、全国は18％超し

ていますので、柴田町はやっぱりダンベルを進めるとか、ランチ会やったり、いろいろ努力を

何年も前からされていますので、その成果があっての数字なのかなとは思いますけれども、和

光市の場合は異常に低いと思うんですね。 

  私もちょっと本を読んでみたんですけれども、読んだだけではわからない。何でそういう驚

異的な数字が出てきたのかなと思います。もしかしたら、外にいては見えない部分もありまし
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て、資料を読む限りではいいことしか書いてないので、実際はどうなのかなという思いはあり

まして、数字が少なければ少ないほどいいとは思わないんですけれども、柴田町は14％という

数字をどのぐらいまで持っていきたいと考えていますでしょうか。これは上がる予想なのか、

下げたいということなのか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 認定率の14％、これは全国の18％から見れば４％も低いと。和光市

というのは特別な市でございますので、あそこはもう全町挙げてと、小さい市という言い方は

悪いんですが、行政目線がかなり狭いので、そういった形ではやりやすいというふうなことが

あるのかと思います。この認定率が徐々に12％ぐらいから今徐々に徐々に町のほうは上がって

いるところです。 

  ですから、これは上がらないようにまずすると。14％で大体推移をさせるようにまず目標と

していきたい。それ以上については、下げる。先ほど議員の言ったとおり、下げるというのは

なかなか難しい問題だと思うんです。ですから、これ以上の認定率を上げないように今後事業

をやっていきたいというふうに考えているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 柴田町はいろいろな運動をやっていて、それが数字としてあらわれてい

ると思いますが、和光市の場合は平成15年からいろいろな活動をしていたということで、やっ

ぱりそういうものがもう早目に将来を見越して動いていたということが成果として出ているの

かなと思います。 

  柴田町の場合は卒業ということをどういうふうに考えていますか。要介護状態から脱して、

通常の生活にいく。それともその和光市で目指しているようなところを目指すのか。それとも、

現行相当サービスでやっていくのが高齢者本人にとっていいのか。その辺は私がどうとかと、

どっちがいいと思っているかは別として、町としてはどうなんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） できれば卒業していただければ最高のことだと思います。また、そ

れを目指すのも一つのあり方だと思いますが、さすがに要支援の早い段階のうちであれば、新

しい事業の中の短期集中型とかという形で、身体的な衰えに対して運動、それから栄養改善と

いうふうな形で卒業することはできるかと思いますが、さすがに介護認定を受けてから卒業は

難しいと思います。そうした場合には、やはり重度化防止になるのかと思いますので、そうい

ったところを含めて介護認定のその数字にとらわれないで、重度化防止を含めて進めていくと
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いうのが大事だと思っております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） では、認知症の施策の推進事業について、現在の進みぐあいとこれから

どのようにしていくのかお聞きします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 第６期計画期間内において認知症対策というふうな形で今進められ

ております。まずは、認知症のかかりつけ医というふうな形の方がおります。それから、地域

の認知症の先生を去年依頼しまして同意を得ておりますので、今後、認知症担当の職員の研修

を受けまして、短期集中型支援チームが活動できるように今進めているところでございます。

認知症のサポート医でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ございますか。どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 初期対応の必要な認知症の人を加えると、2025年には2,000万人を超え

るとかということで、本当にびっくりしてしまいますが、介護心中とか、介護殺人なんかも認

知症絡みの場合が多いようで、やっぱり早期の対応が必要なのかなと思います。今回チェック

リストができまして、チェックリストは専門家がチェックするということに柴田町の場合はな

っていると思うんですが、ちょっとその辺確認したいと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 今回制度が変わりまして、認定を受けなくても介護サービスの中の、

先ほど言った総合事業のサービスが受けられるようになります。その中において、ただ単純に

高齢者全員サービスを受けるわけにいきませんので、議員がおっしゃったチェックリストに基

づいてやります。それについては、基本的には包括支援センターを窓口としまして、そちらの

ほうでチェックリストにおいて該当した方を対象者として事業のサービスが受けられるように

進めているところでございます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○12番（森 淑子君） チェックリストを誰がチェックするかというのは、結構重要な問題だと

思うんですね。単に役場の受付の窓口の人が受け取ってするとか、項目書いてありますので、

素人でも、自分でも簡単にチェックはできるんですよね。でも、その中を読み取るのはやっぱ

り専門的な知識を持った人でないといけないんじゃないかなと思っております。 

  特に、認知症の関係ですが、認知症の場合は専門医に見せないとなかなか認知症かどうかの

判定は難しいと言われていますので、認知症の場合は、ぜひチェックリストよりも介護認定の
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ほうを受けるようにしていただいたほうがいいんじゃないかなと思うんですけれども、いかが

でしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。福祉課長。 

○福祉課長（平間清志君） 先ほどのチェックリストについては、項目に該当するというふうな

形でサービスが受けられるというところでございますので、それについては簡単な判定で普通

にやれば誰でもできるというところがあって、自分の中で気をつけていただくという形もあり

ますので、そういったところで、そのチェック項目に引っかかったらこういうことを気をつけ

ましょうというふうなことはできると思います。 

  ただ、認知症のほうについては、やはり認知症として判断するのはお医者さんしかできない

と思います。ですから、役場側のほうの受付や包括支援センターの職員が認知症かもしれない、

認知症の疑いがあるというふうに思ったときについては、ご家族にまず認知症というふうな形

じゃなく、まずお医者さんのほうに行ってちょっとご相談をしてください。 

  そういった形で、現在町内に５人の認知症の研修医がいますので、その方を紹介したりでき

ると思います。また、直接は先ほど言ったサポート医のほうにという形で、明らかに認知症が

あるというふうに見られる方については、そちらのほうをご家族にご紹介することができると

思いますので、職員が判断するということは一切ないと思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○12番（森 淑子君） 柴田町の場合は、社会福祉協議会の仕事ぶりを見ても、地域包括支援セ

ンターのほうを見ても、しっかりご本人の立場に立っていろいろやっていただいているなとい

うことを常日ごろから感じているので、これからもうまく回っていくのかなとは思うんですけ

れども、最後に、町に対して要望したいことがあります。これまでの答弁を聞いていて安心し

た部分もあるんですけれども、新総合事業の利用者には卒業の押しつけはしないでいただきた

いということが一つです。 

  それからもう一つは、現行相当サービスを継続していただきたいと。縮小や単価の切り下げ

はやめていただきたいなと思うんです。それは、今事業所の数が減っておりまして、閉鎖を検

討しているところもあると聞いています。それこそ１カ所閉まるたんびに高齢者の人は、あら、

これからどうなっちゃうんだろうって心配なわけです。介護施設に働く人たちも誇りを持って、

自信を持って、やる気を持って働くことができるようにきちんとした報酬を支払える環境をつ

くっておいていただきたいということです。 

  それからもう一つ、サービスの提供に必要な総合事業費はきっちり確保していただきたいと
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いうことです。経費を減らすために緩和ということ入ってくると思いますけれども、必要に応

じて一般会計からの繰り出しも考えておいていただきたいと思います。何年後になるか、２年

か３年先になるかもしれませんけれども、お願いしたいと思います。 

  それから、いろんなボランティアのサークルありますけれども、このサークルは助け合いの

グループに入るわけですけれども、これをかわりに受け皿のような形にはしたくないと。単な

る受け皿。今ボランティアをしている人たちはほとんど高齢の人たちです。60代、70代で、先

ほど言いました、あしたどうなるかわからない人たちが今一生懸命頑張っています。いろんな

ところで食事のサービスしたり、体操したり、お話し合いをしたりしていますので、あんまり

過剰な期待は持たないでいただきたいなと思います。元気なお母さんたち見ているとすごく安

心しちゃうんですけれども、安心しているだけではもう10年後どうにもならなくなると思いま

すので、今後のことを考えてやっていただきたいと思います。それから、住民団体で必要な経

費がかかれば、会場費も自分たちで払っているところもありますので、それの補助も考慮に入

れていただきたいと思います。 

  以上、要望いたします。 

○議長（髙橋たい子君） 要望でよろしいですか。（「はい、要望です」の声あり） 

  これにて、12番森淑子さんの一般質問を終結いたします。 

  次に、13番広沢真君、質問席において質問してください。 

     〔13番 広沢 真君 登壇〕 

○13番（広沢 真君） 13番広沢真です。大綱２問質問させていただきます。 

  １問目、船岡西二丁目の雇用促進住宅下の住宅の雨水排水対策について。 

  船岡西二丁目ではここ数年で雨水対策事業が進み、排水が大幅に改善されてきている。 

  道路冠水が完全になくなったわけではないが、これまで一番被害の出ていた地域の住宅の床

下、床上浸水は現在まで発生していません。しかし、雨水の上流に当たる雇用促進住宅の下に

ある住宅では、雇用促進住宅敷地から流出した土砂により排水路が埋まり、雨水が停滞し住宅

に流れ込んだり、また、雇用促進住宅からおりてくる町道より低い位置にある住宅に、大雨時

には雨水が勢いよく流れ込んでくる状態になっており、床上、床下浸水とはまた別の住宅への

雨水被害が起こっている。町としての対策について伺います。 

  １）大雨時の現地の状況についての確認は。 

  ２）雇用促進住宅の敷地境界ののり面の管理はどこで行っているか。 

  大綱２問目、役場職員の勤務について。 
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  役場職員がメンタルの問題などで休職したり、治療を受けているという話をよく耳にします。

メンタルの問題は職場内の人間関係、人事評価などの勤務評定など、さまざまな要因があると

思いますが、現在の役場職員の残業、勤務評定など労働条件と職員のメンタル管理の現状につ

いて伺います。 

  １）現在役場内で鬱や自律神経失調症などでカウンセリング、治療を受けている職員は。 

  ２）カウンセリング、治療を受けている職員がそこまでに至る原因をどのように考えている

か。 

  ３）職員の労働時間、残業などはどうなっているか。 

  ４）人事評価制度の運用はどうなっているか。 

  以上お伺いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 広沢真議員、大綱２点ございました。 

  雨水排水対策でございます。２点ございます。 

  現地確認、船岡西二丁目地区を含め、大雨時の町内全域的な現地調査は、低地部の冠水状況

確認、雨水排水ポンプ設置箇所の稼働状況確認、過去に大雨による被害が発生した場所の状況

確認、河川の水位及び状況確認など重点的に調査しています。また、地元住民や行政区長など

から寄せられた情報の確認などもあわせて行っております。 

  ご質問のある船岡西二丁目の雇用促進住宅の下側の住宅については、雇用促進住宅側からく

る雨水が下側住宅へ流れることがないよう、側溝の排水先を山側に変えるなどの対策を行って

います。さらに、雇用促進住宅へ向かう山側を通る町道船岡33号線の舗装補修工事を行い、道

路に集まる雨水が宅地側に流れ出ることがないよう、舗装によるアスカーブを新しくするなど

対策を施し、工事は７月31日に完了いたしました。 

  工事の際は、道路区間に面している住宅にお住まいの方々から要望や意見を伺い、住民の声

が反映された仕上がりとなっております。しかしながら、長年の心配や不安はすぐには解消さ

れないのか、７月に雨が降った際、何度か不安を訴える連絡がありました。しかし、工事を終

えてからは住宅への道路排水や雇用促進住宅側からの雨水の流出は確認されませんでした。 

  今後、大雨の際は宅地への影響がないか注意深く見守ってまいりたいと考えております。 

  ２点目、敷地境界ののり面については、町所有の土地であるため、年２回草刈りの維持管理

を行っております。 
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  大綱２点目、職員の勤務について４点ほどございました。 

  １点目、現在、鬱病や自律神経失調症など、精神系疾病で病気休暇を取得している職員は１

名となっております。病気休暇の職員がスムーズに職場復帰できるように、産業医との面談を

初め、主治医や産業医の助言を参考に、本人や所属の上司と相談しながら、復帰に係るプログ

ラムを作成するなど支援を行っております。 

  ２点目、精神系疾病の原因については、ストレスや体の病気、環境の変化などさまざまな要

因が重なり、過度のストレスが大きいときに発病するものと一般的には言われております。町

では、職員との面談を繰り返す中で、本人の意見を聞いておりますが、これだという特定の原

因はわかっておりません。 

  ３点目、職員の勤務時間、休暇等に関する条例では、１週間の職員の勤務時間は、休憩時間

を除き１週間当たり38時間45分となっております。また、１日の勤務時間が８時間を超える場

合においては、少なくとも１時間の休憩時間を勤務時間の途中に置くことになっており、昼休

み時間に充てています。 

  時間外勤務については、平成17年５月に「超過勤務の縮減に関する指針について」を発出し、

各課・所・局の長は、職員に対し１日４時間、１カ月40時間、１年300時間をそれぞれ目標と

して、これを超えて超過勤務をさせないように努めることとしております。平成28年度に月40

時間を超えた職員は52人、１年間で最も多い時間外は425時間となっております。 

  なお、平成28年度の職員１人当たりの時間外勤務は、平均で年間85.4時間、月7.1時間とな

っております。 

  ４点目の人事評価の運用ですが、平成16年度から能力評価による人事評価を実施しておりま

す。平成28年度から人事評価制度の本格的導入に伴い「能力評価」に「業績評価」を加えて実

施しております。いずれの評価も一次評価と二次評価で行います。 

  「能力評価」は、職務への取り組み姿勢や態度などを評価し、「業績評価」は、職員がみず

から定める業績目標の難易度や達成度を評価します。この人事評価は、勤勉手当の成績率に反

映させています。 

  また、業務目標の設定や取り組み状況、目標の達成度などは、評価者と被評価者が直接話し

合い確認することで、認識の共有化を図っており、これまで以上に組織内のコミュニケーショ

ンの機会にもなっております。 

  人事評価は、みずからの強みや弱みを把握して、自発的な能力開発を促す人材育成につなげ

ております。 
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  以上でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 間もなく会議終了の４時を迎えますが、このまま会議を続けますので、

ご了承願います。 

  広沢真君、再質問ありますか。どうぞ。 

○13番（広沢 真君） 大綱１問目については、少し私のほうの情報が古かった点もあったと思

いまして、その後の状況の確認の中では、確かに今町長のご答弁にあったとおり、アスカーブ

等の改善がなされていました。その中で、ただ、町長のご答弁の中にこれもあったんですが、

長年の被害があった経過から、まだ何かあるんではないかというような不安の声もあるという

のは事実ですので、その部分も含めて私自身も気をつけて見守って、そして当該地域の住民の

声をよく聞きながら、町に対して伝えていきたいなというふうに思っていますし、ここ何回か

の短時間ではありますが、激しい雨のときに私も行ってみましたが、住宅に流れ込むというふ

うにはなっていなかったと見えていましたので、その分は今後検証されていくのかなというふ

うに思います。その点で、声に応えてやっていただいたことについて感謝したいというふうに

思います。ありがとうございます。 

  それから、今後の中では、のり面の話、それからこの排水路の土砂が流れ込んでくる話とい

うのは、当該家屋、当該の住民の方の認識と町の認識との違いもあったので、その辺はすり合

わせをしていただいて、例えばどこからどこまでが境界で、どこからどこまでが町の責任にな

るのかということも含めて、きちっと確認をした上でやっていただければなというふうに思い

ますが、そのあたりはどのようにお考えでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。都市建設課長。 

○都市建設課長（水戸英義君） この雇用促進住宅、雇用促進事業団のスペースとそれから、雇

用促進住宅に貸している駐車場、あるいは下の住宅につながるのり面、側溝までが実は町の土

地だということで、本人たちもどうもどこまでが境界というのが明らかに明確にわかっている

かというと、いや、そうでもない部分があって、桜の木なんか植えたり、松の木なんかも植え

たりしている状況もあります。改めて私たちも雨降るたびにこの現場には行くようにしている

んでございますが、状況確認など、それから、そういった敷地の関係についてもよく説明をし

ていきたいと思いますし、この地区ばかりではなくて若干お話を聞いてやるとか、そういった

こまめな対応も必要なんだろうというふうに思っています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうですね、その見守りだけでなく、職員の方の仕事がふえるというの
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はあるんですが、毎回ではなくてもいいので、たまに声をかけて現状を聞いてあげることが、

当該地域の住民の不安の解消にもつながるんではないかと。その意味では、私自身もその点で

現地に足を運んで都度声を聞いてくるというのには、自分自身もやりたいと思っていますので、

その辺はお互いに協力し合いながらできればなというふうに思っているところです。 

  大分状態が改善されていますので、この第１問目についてはこのあたりにします。 

  ２問目の役場職員の勤務についての質問です。 

  現状ですと、今治療を受けておられる方は１名というふうに聞いたので、以前に聞いたとき

よりは人数が減っているなというふうに思っているんですが、その点で現状は、例えば定期的

に、定期的にというか、休んだり出てきたりを繰り返しているような人がいない状態で、現在

治療を受けている人が１名という状態まで改善されてきているのかどうかということを伺いた

いと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 現在休暇をとっている職員が１名なんですが、たまたま先日お会い

したときに、非常に回復をして、本人は復帰したいという状況があったようです。ただ、主治

医の指導もあって、もう１カ月休んで、家庭でということの話があって休んでいる職員が１名

です。あと出たり、休んだりという状況は、それぞれ担当課では少なからず、それが心的なも

のなのか、それは家庭の都合なのか、自分の事情なのかというところについては、なかなか把

握の難しいところかなというふうには思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） その点で、メンタルの問題で職場の環境、それから状況を役場として完

全に把握するというのには限界があると思いますので、その部分については、職場の周り環境

なども整えるという方向性でしか対策を打つことはできないのかなということと、もしそうい

う状態になったときのフォロー体制という点では、産業医の方にも頼ってというふうなことと、

あとは復帰プログラムなんていうふうなお話もありましたが、その産業医のドクターのかかわ

り方と、それからこのプログラムについてはどういうものなのかということもお聞かせ願いた

いんですが。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 平成28年度からストレスチェックを導入するということで、産業医

を置くことにしました。産業医のかかわりとすれば、ストレスチェックだけじゃなくて、一般

健康診断、ドックの結果とか、35歳以下であれば一般健康診断あるんですけれども、その健康
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診断結果も見てもらって、気になるところ、例えばちょっと若干血圧が高目とか、いろんな脂

肪の関係とか、いろんな項目があると思うんですけれども、気になったところについては個別

の相談を受けるように、産業医が声かけるような体制は整えています。 

  それから、プログラムとこれ連動してくるんですけれども、主治医から職場に復帰大丈夫で

すというお墨つきをいただいて復帰をするわけですけれども、その復帰に当たって産業医の面

談をしていただいています。その産業医のかかわりとすれば、主治医が復帰していいというこ

とですので、産業医がそこでだめだという話ではないんですけれども、就業制限のようなとこ

ろのアドバイスをいただいています。 

  例えば時間外勤務をさせない、それから休日出勤をさせないほうがいいのではないか。主治

医によってはもう復帰していいですよ。ただ、当面２週間程度は半日勤務が望ましいんじゃな

いですかという診断書が上がってきます。それを産業医が見ていただいて、本人との面談も当

然するんですけれども、そこで就業制限というようなところのアドバイスをいただいて、その

後プログラムの中で本人と最初に話をします。 

  産業医からこういったアドバイスがありました。本人の職場への戻り方、一番いい方法どう

でしょうかねという、半日勤務なので、午前中出て午後帰る、午前中休んで午後出る、中間４

時間働く、いろんな働き方があるので、そこは本人の意向を踏まえてプログラムを作成してす

んなりと職場に戻れる、通常業務に戻れるような体制をとります。そのプログラムについては、

当然所属長にも同様の話をします。それから、本人の希望していることも所属長に伝えて、受

け入れる側もそれを認識した上で仕事に向かってもらうということになります。 

  なお、産業医のその面談を受けた際に、２週間に１回程度面談したほうがいいですねという

ことであれば、本人と産業医の面談をしていただくと。終わった後に産業医からまたいろんな

制限とかあれば、総務課のほうに働きかけがありますので、改めて本人と相談をする、また所

属長にということで繰り返していくという、今体制になっています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） その際、そのプログラムというのは、ケース・バイ・ケースで、その人

それぞれのプログラムがあるということですよね。はい、わかりました。 

  実際に疾病というか、メンタルの面で罹患してしまった方々の対策については、そのような

形ということが理解できましたが、じゃあ、その前段階に至らないように仕事上のストレス、

あるいは肉体上の負担、そういったものも含めれば、例えば時間外労働などの管理というのも

必要なんですが、現状で、先ほど町長のご答弁の中で時間外労働の実態というのはお話があり
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ましたけれども、特に多い時間外労働というのはどういうものなのか。 

  以前にも同じような質問をすると、議会の前というのはみんな時間外労働も含めて忙しくな

るんだというのは言われたので、そこを除いて、通常業務の中で忙しい仕事になっている現状

があるというのはどこだというふうに認識されておられるんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 議会の前を除いてということなんですけれども、議会の前、課長連

中は幾ら残っても、この人たちはついていませんので、まずご理解をいただきたいというふう

に思っています。 

  実はどの課が多いのかということで、当然これ毎年集計をするんですけれども、平成28年度

で見れば満遍なく、いろんなことがあると思うんですね。簡単に申し上げれば、福祉給付金の

話が突然出てきたり、それからふるさと納税で年末にかなりの納税があって、その対応に追わ

れたり、それから地方創生でも同じですけれども、いついつまでに期限がきて出しなさいとい

うことがあったり、それから、当然税務課であれば申告期間になれば急激に時間外がふえてし

まうとか、そういったことがあるんですね。なので、選挙とか、大きな災害ということを割り

引いてちょっと見てみたんですけれども、各課にいろいろあるということでした。 

  なかなかちょっと答えになっていないかもしれないんですけれども、満遍なく、やっぱり国

の制度とか、どんどん変わってきますので、それに対応していかなくてはならないということ。

私たちが若いときとの大きな違いは、今ＩＴが普及しているので、例えば来週でいいですよと

か、次の20日後でいいですよという電話連絡では今ないので、メールが入って今すぐとか、そ

ういった対応が多いということも原因なのかなというふうには思っています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうすると、例えば私が議員になってから、何度か同じような問題聞い

ているんですが、年々時間外の中身が変わってきているというのは私も実感しています。特に、

最近話題で聞いていた、今総務課長もお答えになっていた地方創生関連で、補助の申請が公示

されていついつまでやらなくちゃならない、しかもがんじがらめの条件つきというような申請

事業が多かったというふうに思います。 

  その辺もあったし、あとは前からあるのは、例えば税務課の徴収事業だったり、社会福祉制

度では毎年目まぐるしく制度変更があって、それに対応するための職員の方々の準備や勉強の

量も大変だったなというふうに思います。その部分では、必要な部分というか、対応するため

にやむを得ずやっているという面も大きいのかなというふうに思います。 
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  現状でそれを管理できていない、あるいはそれがあるからだめだというふうに言うことはで

きないと私も思っていますので、ただ、その管理の仕方で、例えば仕事の割り振り、それから

時間外に残っている職員の方々にいつまでやるのかなどという上司の声がけとか、そういうこ

とも一つ緩和策としては、決定打にはなりませんが、あるというふうには思うんですが、そう

いうことも含めた時間外を解消する上での対策というのは、今のところどのようなことをされ

ているでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 今広沢議員がおっしゃってくれたとおりだと思います。各課で時間

外が多いというのは、所属長は全てわかっています。そうしたときには、自分の課の中で事業

の割り振り、見直しも当然出てきますし、どうしてもその人でないとできないこともあるので、

そのときには励ましながら、そこを乗り切るという方法しか今のところないのかなというふう

に思います。 

  ただ、これまでと国の考え方が変わって、いろんな財政構造改革ということの名のもとに職

員数を減らしなさいということで減らしてきています。一方では、今社会需要が物すごくふえ

てきていますので、非常勤職員が、きょうの白内議員とも連動してしまうんですけれども、一

方で人を減らして、一方で仕事がふえているという状況を考えれば、やっぱり正規職員の適正

配置、これは定員適正化計画を参考にしながら、やっぱり期間中だからその数字でいいという

ことではなくて、その期間中であっても見直す姿勢も一方では必要なのかなというふうに今ち

ょっと思っているところです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） 定員適正化計画にかかわっては、依存財源の地方交付税なんかの算定の

際に、地方財政計画の中で毎年のように自治体職員をもう減らしたという前提で予算を設定す

るということがあって、強制的に定員適正化計画を進めさせようという、その国の意図も出て

いるので、そこはもうかなり苦労している点だなというのは理解しています。 

  ただ、そういう中で、今現状で見ていても職員の皆さん頑張っているというふうに思うんで

すが、その中で、じゃあ職員の皆さんが正しく評価されているかどうかということが一つ大き

な問題になるというふうに私は思ったんです。その意味で、平成16年から導入されている人事

評価制度、この部分について、運用については２段階の評価というようなことで出されていま

したが、そういう部分で言うと、この人事評価制度の評価については、勤勉手当の成績率など

にも反映されるということなんですが、実際に人事評価による勤勉手当というか、その評価が
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実際に待遇にあらわれてくるというのは、どういうふうな段階を経て出てくるのか。それと、

実際にどういう付加の仕方にしているのかということを伺いたいと思うんですが、いかがでし

ょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 待遇にどうあらわれるかということについて、ちょっと難しいんで

すけれども、今回人事評価そのものについては、人材育成ということですので、基本的には６

カ月単位で評価をします。なので、勤勉手当は期末手当のときいただきますので、６月と12月

に支給されますので、６カ月単位で評価することになるんですけれども、決して欠点を見つけ

るということではなくて、その６カ月間の取り組みの中で、ああ若干ここが足りなかったねと

いうところを見つけるのが本来の趣旨です。 

  そこの足りなかったところが改善されれば、職員としては標準になる。そこで頑張りが出た

者については評価の対象、上に上がっていくわけなんですけれども、５段階評価を実はします。

「特に優秀」から「良好でない」という表現をするんですけれども、「良好でない」というの

は、強制措置という人事院の規則の中でも出てきますけれども、ここに該当することは特別な

刑事事件とか、いろんなことがない限りはここに落ちることはありませんので、一般的には多

分「やや良好でない」「良好」「優秀」「特に優秀」の多分４段階の割り振りになろうかと思

いますが、良好と言われる中間的なところに多分８割相当、全てそこに集まるんだと思います。 

  「特に優秀」「優秀」の部分については、今のところ25％ということで、職員にお示しをし

て評価をしましたけれども、６月の実績を見ると、15％ぐらいにとどまっていますので、おお

むねが、多くが「良好」のところ、残りは「良好」のところというふうになります。 

  基本的には、特に町長の考え方ですけれども、下げるということの評価を当然考えないとい

う、考えないというよりは、よかったところをよく見て評価するということで、今取り組んで

います。 

  能力評価と業績評価という２つの評価をするんです。能力評価も主任主査以下だと９区分の

45項目で評価をするんです。ちょっとこまい中身は申し上げませんけれども、主幹以上になり

ますと、12区分で60項目評価するんですね。まず自分ができたかどうかをつけていただいて、

一次評価者、班長以下であれば班長が一次評価、私が二次評価。私であれば、副町長、町長と

いうふうに常に評価をします。その評価も一方的な評価ではないです。業績評価も同じです。 

  例えばこの半年後に、私はこういう住民説明のためにこういったアドバイスマニュアルをつ

くりますという、例えばそういう目標を立てて６カ月間取り組んでいただきます。その目標が
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課内に、例えば総務課であれば総務課長が考えている目標に照らした目標になっているのかと

いうのを班長と一般職員が話をすることからスタートします。いずれにしても、点数つけした

ときには、私はこうこう、こういうことでこの点数にしましたということを本人に伝えます。

本人は私はここ頑張ったというか、主張をします。そのときに話し合いで、じゃあ認めればそ

の評価になりますし、一次評価者のほうが正しいと思えば被評価者のほうがわかりましたとい

うことの理解をした上で納得をした上で二次評価になります。二次評価も同じように、つけた

ものについては一次評価者に伝えます。一次評価者から本人に伝えていきますので、過去にあ

った人事評価とは違って、その評価していることそのものを両者が理解をして進めているとい

うところが大きな違いです。 

  過去は評価したものについては、総務課に行けば自分の評価はいつでも見れました。そうい

う関係だったんですけれども、今は評価したものについて評価者と被評価者が常に話をすると

いう場面を平成28年度本格導入から取り入れていますので、本人も評価される側も理解をしな

がら評価を受けているという認識をしています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） その最初導入時の人事評価制度を聞いたときとは様相が変わっていると

いうのは、私も今聞いて知りました。その意味では、職場の中で、例えば上司の評価を気にし

て仕事をしなければならないという状況は少しは改善されているのかなと。当然自分自身が積

極的にモチベーション持って目標を設定して、それに向かって自分自身のスキルをアップする

のと同時に業績も積み重ねていくというような状況があれば、一つ職員の向上心にも火がつく

きっかけにもなるのかなというふうには思っています。 

  ただ、その点で、絶対的な評価として、やっぱり成績率に反映されるという点では、実際に

勤勉手当に反映されるのはどういう割合で、どういう形で、「優秀」「特に優秀」は25％とい

うのを目安にしているけれども、今回は15％だったというふうなお話でしたけれども、その上

乗せされる部分、あるいは減額される部分というのは、どういう割合でされていくのかという

ことを伺いたいんですが。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） なかなかわかりにくい、ただ、資料がないところではわかりにくい

と思うんですけれども、いずれ規則の中にその割合をうたっています。「特に優秀」であれば、

100分の105ですから、1.05上乗せになるという、上乗せではないですね。「良好」の段階で、

中間段階で100分の82というふうに示しています。「良好」ですね。「優秀」については100分
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の93.5、「特に優秀」については100分の105。ちなみに「やや良好でない」については100分

の75。「良好でない」という、これはあり得ないと思いますけれども、100分の70.5というよ

うな区分で、これ規則に示してあるんですけれども、これいずれも人事院のほうで勧告が出ま

す。そのときに、国の基準が一応示されます。 

  柴田町はその中で、人事院でもこの幅を持たせているんですね。例えば「優秀」であれば幾

らから幾らという幅があるんですけれども、その中の数字を使って柴田町は採用しているんで

すけれども、先ほど「特に優秀」が25じゃなくて、「特に優秀」と「優秀」と言われるところ

を25％ぐらいピックアップしたいということにするんですけれども、評価の点数が達しなけれ

ば、当然25％に届きません。25％を超えることも当然ありません。 

  ですから、今回は25％でなくて15％くらいの内輪の数字におさまったというのは、つけられ

た点数がそこに到達していないという、評価の基準を超えて次のランクに上がっていないとい

うことです。なかなかご理解しにくいと思うんですけれども、よろしいですか。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうすると、例えば５段階の評価になるといいますが、例えば「特に優

秀」「優秀」「良好」というのが何名というような枠があるというわけではないんですね。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 入力そのものは機械的に数字をはじき出して、当然各課の点数が出

た後に、今度課長たちが基準点がさまざまです。例えば私が総務課３人に全部３をつければ、

私の平均点は３になります。私が総務課３人に全部４をつければ平均点が４になります。そう

いうことで、課長の当然仕事のぐあいも違うし、課長の目線も違うんですけれども、基本的に

はこの「良好」と言われる３点基準がベースですよというのは、これ説明会で言っているんで

すけれども、なかなかそこのところは必ずしもそうでないところもありますので、難しいんで

すけれども、まず各課の順位が出てきます。当然各課一人一人の点数が出てきます。それを全

部並べかえします。 

  そうすると、今度課長たちの差が出てきます、平均点の。それで、乖離差ということで、総

体平均点を出して乖離差を求めるんですね。ということは、簡単に言うと、平均３点持ってい

る私の３点と、例えば極端ですけれども、平均２点を持っている３点の人がいますよね。同じ

３点なんですけれども、同一ですかと見たときに、３点つける課長がつける３点と２点つける

課長が３点ということで、その片や一方は1.0の乖離があります。 

  そちらのほうが順位としては上に上がってくるというような形で、全て並べかえをして順位
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を決めて、機械的に「優秀」「特に優秀」の部類が出てきますし、機械的に3.5、４点という

のが出てきます。それを並べかえをして、全体を見て、最終的には町長をトップに最後の会議

の中で、その区分で、その人でいいのかということを確認した上で行うようにしているのが人

事評価です。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうすると、相対評価と、それから実際にどういう分布になるのかとい

うのは相対的に決まるというのは大体理解できましたが、その部分で私が注目したいというふ

うに思うのは、勤務成績が良好な職員というところで考えた場合、一番最大多数になる層だと

いうふうに思うんですが、その部分で、例えば人事評価制度の成績率の問題で、今回は100分

の82となっているんですが、私以前見たときに、たしか100分の85だったんじゃないかなとい

う記憶があるんですが、この100分の82というのは以前からそうだったでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 先ほどちょっと触れたんですけれども、人事院のほうでちょっと示

す数字がありまして、勤勉手当に係る成績率ということで、今ちょっと私手元に持っているの

は平成29年６月期以降についてはこのようにしなさいという数字が出ています。その中を見ま

すと、「良好」ということで、今85という数字もありましたけれども、これ平成28年12月期に

は87という表示が出ていますので、当然これ毎年数字的には動いていきます。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうすると、職員の給与に関する条例の中で、第19条、勤勉手当にかか

わるところで、基準となる数字として私はこれかなと思っていたんですけれども、第19条第２

項の第１号、ここでは100分の85、第２号では再任用職員にかかわるところで100分の40という

数字が出ているんですが、これとの関係というのはどうなるんでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 人事院のこの資料によれば、予算月数というのが出てきますので、

ここに出ている数字を掛ければ全体予算が定まると。当然勤務評定においてもその予算月数で

算定した総額の予算の範囲内でという縛りがありますので、国の指針なんかを見ても、先ほど

の「良好」段階から「特に優秀」「優秀」と言われるその２段階については25％程度、下につ

いてはもう10％ぐらいになると思うんですけれども、多分そういう割り振りをしたときに予算

月数で定めた全体予算の中におさまるという計算数字になっているようです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 
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○13番（広沢 真君） じゃあ、その条例に出ている数字というのは標準というわけではないん

ですか。算定するときの。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 勤勉手当を支給するときには、人事評価をして成績率を反映しなさ

いということになりますので、その予算月数と言われる標準的な数字に見られるようなものが

あるんですけれども、それは当然ベースにはなるかと思うんですけれども、規則のほうで改め

てうたうんですね。規則のほうでうたった額にしますよというふうに条例でなっていますので、

先ほど言った「特に優秀」から「良好でない」という５段階があるんですけれども、５段階に

ついては規則の改正をして規則の中に今の、先ほど私言った、例えば100分の82とか、100分の

93.5、100分の105というものの数字をうたい込んで、それで執行していくということになりま

す。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうすると、現行の基準になったのはいつからですか。当然規則ですか

ら、議決案件に入っていないので、その時系列で追うというのも施行日を見るとわかるという

ふうになるかもしれませんが、現行の基準になったのはいつからですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 済みません、現行の基準という基準は何を指したらいいのでしょう

か。 

○13番（広沢 真君） 例えば100分の82、100分の93.5、100分の105というような上乗せ、ある

いは減額の率というふうになったのはいつからですか。先ほどだと変動があるというお話でし

たので。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 私昨年から総務課に来ましたけれども、当然６月期のときは前年か

ら当然引き継いできます。12月期に向けては人事院勧告された後にちょっと見にくいんですが、

この勤勉手当に係る成績率と常に入ってきますので、これらを参考にしていくので、これがい

つから来ているかと言われると、ちょっと今お答えはできません。いいですか。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） 人事院の数字というよりは、そうすると、総務課長が今そのお役目につ

いたときにはもうこの数字だったということなんですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 
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○総務課長（加藤秀典君） これ毎年当然人事院勧告なされまして、成績率というのは改めて出

てきますので、これさかのぼることはちょっと今お答えできませんけれども、これ以前からこ

のような形で流れてきているはずです。その上で、先ほど言った率、今回５段階、過去におい

ては４段階とかというのもあったかもしれませんけれども、いずれ流れてくるものを参考にし

ながら新たに規則にうたい込んで、それで執行するという形です。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうすると、その支給上乗せ、減額の基準というのもこれからも変動す

るということにはなるわけですか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 昨年、ことしを見ている限りにおいては若干のこの動きはあるので

はないかというふうに思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） その人事院勧告というのは、あくまで技術的助言だったと思いますが、

前々から今の人事院勧告というのは、そもそも最初の始まりは、公務労働者の賃金が民間労働

者よりも低かったのを是正するために人事院勧告というのは行われたのが、今その役割を終え

て、むしろ公務労働者の賃金を引き下げる役割しか果たしてないということが労働組合などか

らは批判されているわけですけれども、その部分も含めて勧告をどれだけ実施するのかという

ことについては考える必要があると私は常々言っているんですが、それと同時に、この勤勉手

当の成績率の数字というか、上乗せ減額率をいじるということは、例えばもし仮に今回よりも

減額だというような人事院勧告の勧告がきた場合、それに従って下げたとしますよね。そうす

ると、例えば一番人数の多い「良好」な職員が、例えば人事院勧告が傾向として100分の80に

しなさいというような勧告がきた場合に、それをそのまま受け入れるとすれば、その職員自体

がこれまで特に瑕疵なく、過失なく仕事を進めていても、勤勉手当に関する評価が下がってし

まうということにつながるんではないかと思うんですが、その辺はいかがお考えでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 人事院勧告に従う必要ないということなんですけれども、やっぱり

柴田町としては一つのよりどころということで、これまでやってきていますので、そのように

していきたいところは変わりはないんです。この評価についても、たしか課長会議でも私説明

していると思うんですけれども、予算月数なので、この予算総額を超えて当然頑張ったからも

っと上げたいといっても上げられないという話もしているんです。それは多分職員のほうにも
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伝わっていると思いますので、理解はしているのではないかというふうには思っています。 

  ただ、今下がったらどうするという、「良好」の部分なんですけれども、それをもって私の

仕事の質が下がるのかなとか、やる気がなくなるなというようなことについては、多分柴田町

の中には、職員の中にはないのではないかというふうに思っています。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） そうですね、その上乗せ、減額の割合からしても、実際の金額からすれ

ばそんな大きなものではないというふうに思います。 

  ただ、その点では相対評価な部分があって、基準が変わるたんびに特に仕事の実績や能力に

変化がなくても上がるんだったら喜ばしいんでしょうけれども、でも下がるんだとしたら、や

っぱりこれは、しっかり見てみれば職員の皆さんも思うところあるんじゃないかなというふう

に思うんです。その部分について、例えばこの部分で当然人事院勧告の勧告がきて、それを職

員の皆さんに周知するという経過はあると思うんですが、それはどういう形でやられています

か。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 人事評価をするときに、今回人事評価ではこういった項目でやりま

す、こうなりますということを伝えながらやるんですね。当然評価のパーセントも示しながら

やるということになります。当然これこうしなさいということで示されているものではないん

ですけれども、当然国家公務員も含めて評価をしなさいという、これはやっぱり一つの働き方

だと思うんですよね。頑張れば頑張ったなりの評価があるということですので、ただ、一方で、

一番中心にある「良好」と言われるところの数字が下がってしまったら、それは違うんじゃな

いのと言われるかもしれないんですけれども、ただ、勧告では給与のマイナスもあるわけです

からね。これまで実施もしてきていますからね。職員は多分そういった痛みも受けながら、私

初めなかなか疑問を持たないで、ああ、そういうものだと受け入れてきょうまできているんだ

と思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、どうぞ。 

○13番（広沢 真君） 微妙な答えなんですが、ただ、その部分で言えば実際の職員のことを考

えると、通常どおり、これまでどおり仕事をしている、あるいはこれまで以上に仕事をやった

という実感があるという状況の中で、しかし、客観的に基準が下げられてしまうというのは、

これはモチベーションを下げる原因になりかねないと思います。 

  あと、問題で言えば、実際にこの人事評価の面接の中で伝わっているといっても、これやり
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とりしているだけでも、聞いている皆さん、うんと思っているところがあると思うんですけれ

ども、わかりづらい部分もかなりあるので、その部分も含めてきちっとした周知が必要だとい

うのと、それから、ぜひ私総務課長にお話ししたいのは、こういうものだと思わないでくださ

いということなんですよ。 

  実際に何の瑕疵もなく仕事をしてきて、しかし下げられるというのは、当然柴田町の役場に

は残念ながら労働組合ないので問題にはならないですが、労働組合あったら大問題になってい

るところだと思うんです。金額の多少ではなく実際の職員の働きの評価にもかかわってきます

ので、その部分も含めて、よりどころというふうにはおっしゃっていますが、ただ実際に職員

の不利益になるということで言えば、そこに対して盾になる、防波堤になるということは必要

だというふうに思うんですが、今後の考え方についていかがでしょうか。ちょっと難しいご答

弁ですが。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。総務課長。 

○総務課長（加藤秀典君） 初めに、職員の不利益にならないようにということのアドバイスを

いただきましたので、非常にありがたいし、私たちもやっぱりそのようにしていきたいという

ことはあるんですが、なかなか制度の導入をしてきて、もう平成16年から評価をしてきて、多

分19年ぐらいからですね、能力評価でそれぞれ評価をして頑張りを認めてきたということです

ので、これをしない限りは頑張りも認められないということになってしまいますので、これま

で同様にこの制度を生かしながら頑張りを認めていくと。 

  一方で、広沢議員に心配していただいたように、去年はよかったけれども、ことしは同じこ

とをしたのにということになるんですけれども、そのところはもう少し勉強させてほしいとい

うふうに思います。去年はよくてことしはということじゃなくて、職員も１年、１年、半年、

半年期間を切って一つ一つの仕事を完結して、また次の仕事ということになるので、去年とこ

としも全て同じという感覚で仕事はしていませんので、そこのところもご理解をいただければ

というふうに思います。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問、ありますか。どうぞ。 

○13番（広沢 真君） 職員の不利益にならないでということについては、例えば平成16年度か

ら運用してきて、実際には制度の基本にも据わっている人事評価制度を今やめるべきだという

ふうに言うつもりはありません。その点では私最初導入のときには反対していました。なぜ反

対していたかというのは、要するにやっぱり評価にかかわっては、人が人を評価するという点

で、お互いに納得がいけるもの、要するに上司が評価をする、部下がそれを受けるという形の



１７６ 

中で、新たな人間関係でストレスが生まれる。例えば前段で話題にしていたメンタルの問題な

んかもふえるんではないかということを懸念した上で反対をしていたわけですけれども、その

意味で、その懸念が克服されたとは私は思っていませんけれども、ただ、努力はされていると

いうふうには思っています。 

  ただ、その点で、その機械的な制度の運用によって、機械的な運用というのは、先ほど来言

っている人事院勧告が出たからそのまま出して、職員の基準が特に大きな理由もなく変わって

しまうというようなことがあると、やはり実際それに職員の皆さんが気づいてくれれば一番い

いんですが、気づいていない場合もあるんではないかと私は思っています。その意味で、その

ことも含めて今後の対応は、機械的な対応で職員に不利益をもたらさないよう留意をしていた

だきたいということを申し上げて、私の質問を終わりたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（髙橋たい子君） これにて、13番広沢真君の一般質問を終結いたします。 

  次に、11番安部俊三君、質問席において質問してください。 

     〔11番 安部俊三君 登壇〕 

○11番（安部俊三君） 11番安部俊三です。大綱１問質問いたします。 

  柴田小学校の統廃合を検討すべき時期ではないか。 

  柴田町立柴田小学校は、現在の児童数が合計で51人であり、２・３年生合計では13人です。

学校の小規模化に伴う教育上の諸課題が顕在化することが懸念されます。 

  平成27年１月27日、文部科学省から「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する

手引～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～」の通知が出てから２年７カ月経過し

ました。都道府県等の教育長及び知事宛ての事務次官通知で、全国の教育委員会が小中学校の

統廃合を進める際の指針となるものです。昨今の我が国の著しい少子化問題をフォローする、

学校現場に対する60年ぶりの基準改定でした。 

  通知及び手引を解釈すると、１．小学校で６学級以下、中学校で３学級以下の学校は、統廃

合の適否を「速やかに検討する必要がある」と明記。特に、１学年１学級を維持できない小中

学校については、「一般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統合等により適正規模に近

づけることの適否を速やかに検討する必要がある」と指摘しています。事実上の統廃合の促進

をうたったものとなっています。 

  通知文は冒頭で、「学校教育においては、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め

合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくことが重

要であり、小中学校では一定の集団規模が確保されていることが望まれます」と記しています。
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この通知では、集団の中で切磋琢磨することの大切さと、社会性育成の機能の重要性が特に強

調されています。 

  ２．この手引では、通学範囲の条件も緩和し、より遠方の学校と統廃合しやすくしています。

60年前の手引等で示した通学範囲は、小学校で４キロメートル以内、中学校で６キロメートル

以内でしたが、新たな手引はこの距離と並行し、「おおむね１時間以内」という目安を設けて

います。スクールバスなどでの通学を想定し、広範囲で統廃合できる可能性を示しています。 

  ３．一方で、小規模校を存続させる場合の対応策も盛り込んでいます。地理的な事情や地域

コミュニティの核として学校を残す選択も「尊重される必要がある」としています。 

  しかし、この通知の基本的な視座が、統廃合の促進にあることは否定できないことです。す

なわち、60年ぶりに新たな指針を出さなければならないほど、我が国の少子化と学校統廃合の

課題は逼迫してきたということです。 

  以上のことを踏まえ、柴田小学校の児童の教育がどうあったらよいかを柴田町全体の課題と

捉え、本格的に検討すべき時期にきている必要性を強く感じ、次のことについて伺います。 

  １）文部科学省から平成27年１月27日に出された通知を、柴田町教育委員会はどう受けとめ、

今日に至っているのでしょうか。 

  ２）現在の柴田小学校の現状をどう捉えていますか。また、今後、槻木小学校との統合を選

択肢の一つとして、さまざまな観点から検討する考えはありますか。 

  ３）柴田小学校区のより一層の発展のため、この際、小学校の統廃合を行い、学校跡を地域

の活性化につながる施設に活用したほうがよいという考えをどう思いますか。 

  以上です。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育長。 

     〔教育長 登壇〕 

○教育長（船迫邦則君） 安部俊三議員の大綱１問、柴田小学校の統廃合の検討についてお答え

します。 

  １点目、文部科学省の平成27年１月の通知についてです。 

  文部科学省が策定した「公立小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」については、

市町村が学校統合の適否やその進め方、あるいは小規模校を存続する場合の充実策などについ

て検討する際のガイドラインとしての認識は変わっておりません。 

  学校規模の適正化や適正配置の検討は、さまざまな要素が絡んでくることになりますが、あ

くまでも児童生徒の教育条件の改善の観点を中心に据えて、検討を進めていく際に活用してま
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いります。 

  また、手引では、学校が地域のコミュニティの核としての性格を有し、防災、地域の交流の

場などさまざまな機能をあわせ持つなど、地域事情により小規模校を存続させることが必要で

あるとの市町村の判断も尊重されるとしております。 

  今後の少子化に対応した学校づくりについては、児童生徒の保護者や就学前の子どもの保護

者、地域住民と共通認識を図りながら、「地域とともにある学校づくり」の視点を踏まえて進

めてまいりたいと考えております。 

  ２点目、３点目は関連がありますので、一括してお答えします。 

  柴田小学校の現状については、平成29年８月現在の児童数は51名で、クラスは６クラスとな

っております。本年度は２学年と３学年が合わせて13名で、複式学級となる基準の16名以下と

なるため、複式学級となるところでありますが、宮城県の学級編制弾力化により教員１名を加

配していただき、複式学級が解消されているところです。 

  柴田小学校では、一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を把握することができること、

個別指導によりきめ細やかな指導が可能であること、また学年の縦割り活動による異年齢交流

の実施など、小規模校のメリットを生かした教育が行われ、また地域住民や保護者が学校運営

に非常に協力的であり、地域に見守られている学校でもあります。 

  今後の見通しとしましては、児童数は40人前後で推移し、平成30年度からは複式学級が複数

となり、複式学級での学級編制となる見込みです。柴田町教育委員会としましては、柴田小学

校が地域のコミュニティの核としての性格を有すること、また保護者・地域住民からきめ細や

かな教育への評価が高く、柴田小学校の存続の声が大きいことなどから、当面は１学年１クラ

スの小規模校として存続させていく考えであります。 

  そのため、平成30年度からの複式学級解消のため、町費負担の教職員を採用する必要がある

ことから、「少人数学級編制の実施に係る任期付教職員の採用等に関する条例案」を９月会議

に提案したところです。 

  今後も柴田小学校の児童数の推移を見守り、学校の声や子どもの声、保護者の声に耳を傾け、

地域住民の理解と協力を得ながら、地域に応じた学校のあり方について検討を続けてまいりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（髙橋たい子君） 安部俊三君、再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） まず、１点目に関してですけれども、本町における総合教育会議や教育
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委員会の会議で、統廃合に関することは今までどういうふうに協議されてきた経緯があるので

しょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 小中学校の統廃合に関してですが、総合教育会議においては、統

廃合ということよりは柴田小学校の複式学級の解消ということでの話が出ております。また、

定例教育委員会においても、柴田小学校の学級編制等の話が出まして、やはりことしの定例教

育委員会でも複式学級が平成30年から２クラスになってしまうということでの統廃合に関して

のではなく、複式学級解消ということでの話が会議では出ております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） 近隣市町で統廃合が行われておりますが、地域性を加味されてのことと

は思われますが、教育委員会としてどう捉えていらっしゃるのでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 近隣市町で小中学校の統廃合が行われたという例で言いますと、

平成23年４月に村田町のほうで４つの小学校を統合して１つの小学校にしております。それか

ら、平成24年ですが、丸森町のほうで４つの中学校を統合して１つの中学校ということで行わ

れているようです。それから、直近で言いますと、今白石市のほうで小中学校の統合というこ

とで、来年30年に向けて小学校の統合ということで検討されている状況となっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） 今のことに関連してですけれども、近隣ではどの程度の児童数で統廃合

は行われたのか、例を挙げて数的なことがわかれば教えていただきたいと。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 先ほど例を挙げましたまず村田町の小学校統合です。村田一小と

三小と四小と五小ということで、この４つの小学校が統合されたんですが、その際、三小が小

泉にある小学校ですが85名、四小、こちら菅生にある小学校が28名、五小、足立地区になりま

すが32名ということで、この３つの小学校が第一小学校に統合し村田小学校というふうに変わ

っております。 

  それから、丸森町の中学校の統合なんですが、こちらも丸舘中というところが残る中学校と

して、そこに東中53名、それから西中33名、丸森東中、丸森西中、それから大内中が62名とい

うことで、その３つの中学校が丸舘中学校に統合されて丸森中学校ということでなっておりま

す。 
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  先ほど言った白石市なんですが、来年30年の４月からということで小学校が統合ということ

で、白石第二小学校に斎川小学校が統合するということで、斎川小学校のほうが21名というこ

とになっているようです。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） 次に、２点目に関してですけれども、答弁は２点目と３点目が一緒だっ

たんですけれども、準備の都合上分かれて再質問したい。分けてです。 

  今後の柴田小学校の児童数の予測推移をどのように捉えているのでしょうか。先ほど答弁も

ちょっとあったんですけれども、ひとつ教えてください。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 今回、就学時健診がありますので、来年４月に小学校に上がる児

童の児童数が出ております。その表から言いますと、柴田小学校区、来年上がる児童生徒が５

人、１年生になる子が５人、それから４歳、今現在で５歳なんですが、年齢的に言うと５歳が

５人、４歳の方が８人、３歳が６人、２歳が３人、１歳が11人、０歳が６人ということで、そ

れぞれ年齢ごとに違うような状況になっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） 教育長の答弁にもありましたけれども、今議会の議案第10号だったです

か、柴田町少人数学級編制の実施に係る任期付教職員の採用等に関する条例が上程されていま

すが、このことは統廃合を考えず、当分現状のままでいくということと理解してよろしいのか

どうか改めてお聞きします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 先ほど教育長が答弁いたしましたが、まず柴田小学校に関しては、

本議会においても平成27年３月、それから27年６月、28年６月会議においてそれぞれ議員のほ

うから統廃合をどうするということではお話をいただいております。 

  その都度、やはりこの柴田小学校の現状、小規模校におけるメリット・デメリットあります

が、そのデメリットと言われる部分、今柴田小学校においてはないということで、やはり人数

的にはほかの市町で統廃合が行われている人数と変わらない人数ではありますが、やはり柴田

小学校の地域性、地域の中核ということになっている部分もありますので、今回統廃合ではな

く、１学年１クラスということで存続を当面の間はさせるということでの、今回そのための教

職員採用ということでの条例案の提案になっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 
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○11番（安部俊三君） 次に、柴田町の公共施設等総合管理計画書の30ページだったと思います

けれども、町の基本方針に一くくりではありますが、学校教育系施設として現在の施設を活用

していきますと明記されておりますが、このことは統廃合を考えず、現状を維持していく方向

と理解してよろしいのか。またそれとも個別管理計画がこれからつくられるわけですけれども、

可能性として変更もあり得るというふうに理解してよろしいのか、その辺のことをちょっとお

伺いします。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 管理計画の中では当面今の現行の小中学校の数ということでの施

設を整備していく、修繕等をしていくということで考えております。文部科学省のほうでも学

校施設に関しては長寿命化ということで、今まで40年等になっていたものを70年とかというこ

とで、学校施設に関してこれから新規で学校をつくるというのはほとんどない状況であります

ので、やはり今現状の建物を長寿命化をして使っていくという形になっておりますので、今回

の計画の中でも、やはり今の現行の施設は、その大規模改造等を含め修繕をして長寿命化を図

っていくということで考えております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） ちょっと調べてくればよかったんですけれども、調べ忘れてきましたの

で、ちょっとお聞きします。平成28年度で柴田小学校の管理運営費はどのくらいの経費がかか

っているのか教えていただければありがたいです。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） ちょっと決算ベースではなくて、平成29年度当初予算において柴

田小学校の管理運営費ということであれば、1,134万円ほど柴田小学校の中で予算化されてい

る状況になっております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） ３点目に関してお聞きします。 

  基本的な考え方の確認をしたいと思いますが、このごろ余り聞くことはなくなりましたが、

１つの中学校区を１つのコミュニティというくくりが言われてから久しくなります。現在もこ

の考え方は変わっていないと捉えてよろしいのでしょうか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。生涯学習課長。 

○生涯学習課長（水上祐治君） 町では１小学校区１公民館１コミュニティとして整備してきま

した公民館、コミュニティセンター、農村環境改善センターを中学校区を単位として核となる
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核館と地区館に再編成いたしました。これによりまして、地域づくりと生涯学習機会の充実を

図ることとしておりまして、この考え方に関しては現在も変わっておりません。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） 昭和51年８月に富上分校が廃止され、槻木小学校に統合され現在に至っ

ているという経緯があるんですけれども、このようなことを参考にすべきではないかと思いま

すけれども、この点はどう思いますか。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） 槻木小学校が新しくなった際に、槻木小学校の分校であった富上

分校が槻木小学校に子どもたちが通うようになったということかとは思うんですが、その際、

富上分校に関しては４年生まで分校にいて、５年から小学校のほうに通うという状況だったん

ですが、槻木小学校のほうに通うようになった時点で、今も続いておりますが、１年生から３

年生までタクシー通学ということで、そういう学校統合にかかわって通学方法を変更したとい

う部分では、この富上分校の統合という部分は、今でも子どもたちの通学方法を車、タクシー

なんですが、そういう部分では参考にはなるかと思っております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 

○11番（安部俊三君） 地域の人たちは有識者による審議会と言ったらいいんでしょうか、など

を組織して柴田小学校の統廃合を検討する考えは持ち合わせていないのでしょうかお伺いしま

す。 

○議長（髙橋たい子君） 答弁を求めます。教育総務課長。 

○教育総務課長（森 浩君） まず、柴田小学校においては、まず統廃合というものに関して今

は検討ということではなく、いかに複式学級を解消して１学年１クラスということで、この柴

田小学校というものを学校運営をしていくかということで、今は検討しております。 

  地域の方ということで、今回柴田小学校のほうでは保護者、地域の行政区長なり、それから

ＰＴＡ、ＯＢとか、そういう方が入った学校運営協議会という任意の組織を柴田小学校では立

ち上げております。その中で、やはり今後とも柴田小学校をどうやっていくかということで、

地域の方たち自身がその辺を考えている状況があります。 

  ですので、教育委員会としてはその地域の方たちのそういう会議等も参画し、今後とも柴田

小学校のあり方というものは、今後も児童数の推移を見守りながら、検討していきたいと思っ

ております。 

○議長（髙橋たい子君） 再質問ありますか。どうぞ。 
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○11番（安部俊三君） 最後、要望です。現時点での児童数の予測推移を見ても、残念ながら柴

田小学校の合計児童数は、平成34年度には37人と予想されていることなどを見ましても、よほ

どのことがなければ増に転ずる決定的なことはないのではないかと推察されます。これからの

社会を担う児童の教育が本町ではどうあるべきかを最優先課題に位置づけ、そのあるべき姿を

財政的なことも含め、多面的な角度から早期に手順を踏まえ、本格的に検討していただくよう

要望し、私の質問を終わります。 

○議長（髙橋たい子君） これにて11番安部俊三君の一般質問を終結いたします。 

  これで本日の日程は全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会といたします。 

  明日午前９時30分から再開いたします。 

  ご苦労さまでした。 

     午後４時４５分  散 会 

                                            

  上記会議の経過は、事務局長平間雅博が記載したものであるが、その内容に相違ないことを

証するためここに署名する。 

  平成２９年９月５日 
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